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はじめに

昨年のグローバルリスク報告書は、世界が協調して新型コロ
ナウイルスの感染拡大による課題への対処が急務であった
中、パンデミックからの景気回復速度の違いが、世界の分断
を加速させる要素となり得ることを警告しました。しかし、グ
ローバルリスクの相互連関性から教訓を得たにもかかわら
ず、欧州での新たな戦争によって、短期間のうちに不安定な
世界が広がることを予見する人は殆どいませんでした。

新型コロナウイルス感染拡大が健康と経済に与えた影響
は、急激かつ複合的なリスクに包含されています。パンデミ
ック後の世界経済の回復に向けて、炭素排出量が増加して
います。食糧とエネルギーはウクライナでの戦争によって潜
在的な武器になり、インフレは数十年経験したことのない水
準まで押し上げられ、生活費危機はグローバル化し、社会不
安をあおっています。その結果、金融政策の転換が安価な負
債を容易に利用できる経済に終わりを告げ、政府、企業、個
人に大きな影響を与え、国内および国家間の不平等の拡大
が懸念されています。

ロシアとウクライナの戦争は１年以上続いており、経済と社
会は度重なる衝撃から容易に立ち直ることは難しいかもし
れません。今年のグローバルリスク意識調査では、５人に４
人以上の回答者が、今後２年間は不安定な状況が続くこと
を予想しています。これらの危機の継続は、すでに私たちが
住む世界を再構築し、経済とテクノロジーの分断をもたらし
ています。国家の戦略的な分野におけるレジリエンスへの
継続的な圧力は、一部の経済圏しか負担できない犠牲を強
いることになります。地政学的な力学はまた、こうしたグロー
バルリスクの防波堤として作用することの多い国際的な協
力に対し、大きな逆風を生み出しています。

グローバルリスク報告書2023年版は、こうした地政学的緊
張の高まりや、社会経済的リスクの集中という背景に基づい
て論じています。本報告書は、今後2年間の経済と社会にとっ
て最も深刻なものと認識すべきリスクを特定しました。世界
の焦点は、生活費、社会的・政治的二極化、食糧・エネルギー
供給、低成長、地政学的対立など、今日の危機からの「生き残
り」に集中しています。

しかし、新たに出現しつつあるリスク、あるいは急速に加速
しているリスクの注目すべき点と問題視される要素の多く
は、今後10年間に危機や巨大災害（カタストロフ）に陥る可
能性のある自然生態系、人間の健康、安全保障、デジタル主
権、経済的安定に関連しています。低成長、低投資、低協力の
時代は、レジリエンスと将来のショックに対処する能力をさ
らに損なうでしょう。本報告書は、複雑さと不確実性が増して
いることを認識し、これらのリスク間の連関性も検証します。
この分析は、食糧、水、金属・鉱物などの天然資源の不足に
関連する潜在的な「ポリクライシス（複合危機）」に焦点を当
てており、一連の起こり得る未来を見据えながら社会経済お
よび環境に対する副次的な影響を示しています。

本報告書は、世界経済フォーラムの多様なネットワークから
1,200名以上の専門家の主要な洞察をまとめたグローバル
リスク意識調査の調査結果に基づいています。この調査は、
グローバルリスク報告書諮問委員会やCRO（最高リスク責
任者）コミュニティを含む世界有数のリスク専門家と、学術
界、企業、政府、国際社会、市民社会およびテーマ別の専門
家による集合知に基づいています。本報告書はまた、世界経
済フォーラムのプラットフォームの専門知識を活用し、この
プラットフォームは長期的な視点で具体的に進化を遂げて
います。本報告書の作成にあたり、世界経済フォーラムの長
年のパートナーであるMarsh McLennanとZurich Insurance 
Groupに謝意を表します。

2023年版のグローバルリスク報告書は、世界が重要な変換
点にある複数の分野に重点を置いています。これは、世界が
直面する可能性のある次の危機に一致して備えることで、よ
り安定したレジリエンスのある世界への道筋を形成するた
めの行動の呼びかけなのです。

サーディア・ザヒディ 
取締役
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グローバルリスク意識調査（GRPS）は、20年近くにわたりグ
ローバルリスク報告書の基礎であるとともに、世界経済フ
ォーラム独自のグローバルリスクデータが主要な情報源
となっている。本年のGRPSは、進化するグローバルリスク
の展望について、学術界、企業、政府、国際社会、市民社会
の1,200名以上の専門家の主要な洞察をまとめたものであ
り、GRPS2022‒2023に対する調査の回答は、2022年９月７
日から10月５日までに寄せられた。

「グローバルリスク」とは、発生した場合に、世界のGDP、
人口もしくは天然資源のかなりの割合に悪影響を及ぼ
す事象、またはその事象が起こる可能性、として定義され
る。GRPS2022‒2023には、以下の構成要素を含んでいる。

• グローバルリスクの見通しについて、回答者に、グロー
バルなボラティリティ（不安定さ）を予測し、グローバル
リスクの進展の状況から展望を提示するよう求めた。

• グローバルリスクの深刻度について、１年、２年、10年
の期間において、グローバルリスクにより予想される影
響がどのように認識されているかを評価し、個々のグロ
ーバルリスクが時間の経過に伴い展開する可能性を例
示した。

• グローバルリスクの影響について、回答者に、発生し得
るリスクの影響を検討し、グローバルリスクと複合的な
危機の可能性との連関性を強調するよう求めた。

• リスクへの備えとガバナンスについて、回答者に、グロー
バルリスクの管理の有効性を評価し、どのステークホル
ダーが効果的にリスクを管理することが最善であるか
について検討することで、グローバルな行動と協力の機
会を引き出すよう求めた。

• リスクに関する定性的な質問で、専門家の知識を得て、
新しいリスクと新たに出現しつつあるリスクを特定した。

32のグローバルリスクそれぞれに関する定義や、詳細につ
いては付録A―テクニカルノート：グローバルリスク意識調査

（GRPS）2022‒2023を参照していただきたい。

報告書はまた、グローバルリスクに関するGRPSのデータを
補完するため、今後２年間で各国にとって最も深刻な脅威
となるリスクを特定する世界経済フォーラムのエグゼクティ
ブ・オピニオン調査（EOS）により、121か国の12,000人以上の
ビジネスリーダーが回答したデータを活用した。このデータ
は、GRPSとの関連で考察すると、各国の懸念と優先事項に
ついての洞察となり、グローバルリスクの潜在的な「ホットス
ポット」や地域的な顕在化を示している。詳細については、付
録B―エグゼクティブ・オピニオン調査：国別リスク意識をご
参照ください。

最後に、本報告書は先見性を生み出し、調査データの分析を
サポートするため、第一線の専門家の見解を統合したもの
である。グローバルリスク報告書は、世界経済フォーラムの
プラットフォームにおける40名以上の寄稿を活用している。
また、2022年７月から11月にかけて行われたコミュニティ・
ミーティング、プライベート・インタビュー、テーマ別ワークシ
ョップを通じ、学術界、企業、政府、国際社会、市民社会の50
名以上の専門家から寄せられた定性的洞察をまとめた。こ
れらには、グローバルリスク諮問委員会やCRO（最高リスク
責任者）コミュニティも含まれる。詳細については、協力者に
ついての項を参照していただきたい。

調査方法
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2020年代最初の数年間は、人類史においても特にディスラ
プティブ（破壊的）な時代となりました。新型コロナウイルス
のパンデミック（世界的大流行）後に「ニューノーマル」を取
り戻すことができたと思った矢先にウクライナで戦争が勃
発。これまで数十年にわたる進歩を通じて解決を目指してき
た、食料やエネルギーなどの課題に新たな危機が発生する
事態となった。

2023年の年頭に世界が直面したのは、不気味なほど旧知で
ありながら全く新たなリスクである。インフレ、生活費危機、
貿易戦争、新興国市場からの資金流出、大規模な社会不安、
地経学上の対立、核戦争の脅威など、現世代のビジネスリー
ダーたちや公共政策立案者にとっては、ほぼ未経験の「旧来
の」リスクが再来している。こうしたリスクは、持続不可能な
債務、新たな低成長時代の到来、世界的な投資の少なさと

脱グローバリズム、数十年にわたり進歩が続いた人類の進
歩の後退、デュアルユース（民間と軍用）技術の急速で制約
のない開発、世界の平均気温上昇を1.5℃に抑制する可能性
が縮小する中での気候変動の影響と目標に伴う圧力といっ
た、グローバルなリスク環境における比較的新しい展開によ
って増幅している。これらの動きが集束することで、2020年
代は特異で不透明かつ激動の時代になると考えられる。

グローバルリスク報告書2023年版では、最新のグローバル
リスク意識調査（GRPS）の結果を紹介している。報告書では、
グローバルリスクの理解のため３つの時間軸を設定した。
１章では、短期的（２年間）に発生が想定される最も深刻な
グローバルリスクについて現在の危機（すでに進行している
グローバルリスク）が、与える影響が増大している点につい
て考察。２章では、長期的（10年）に最も深刻化すると想定

エグゼクティブサマリー

グローバルリスクの短期・長期的な重要度ランキング図A
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リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

今後２年間 今後10年間

気候変動の緩和策の失敗

気候変動への対応策の失敗

自然災害と極端な異常気象

生物多様性の喪失や生態系の崩壊

大規模な非自発的移住

天然資源危機

社会的結束の侵食と二極化

サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティの低下

地経学上の対立

大規模な環境破壊事象
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生活費の危機

自然災害と極端な異常気象

地経学上の対立

気候変動の緩和策の失敗

社会的結束の侵食と二極化

大規模な環境破壊事象

気候変動への対応策の失敗

サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティの低下

天然資源危機

大規模な非自発的移住

「以下のリスクについて、２年後と10年後に起こりうる影響（深刻さ）を推定してください」

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2022-2023

Global Risks Report 2023January 2023

グローバルリスク報告書2023年版   4



されるリスクを取り上げ、経済、環境、社会、地政学、テクノロ
ジーの５分類から明日の危機となりうる、新たに浮上または
急速に進展しているリスクを検証している。また３章では、
中期的な展望として、前章までに概略したリスクの連関性
が、2030年までに天然資源不足を中心とした「ポリクライシ
ス（複合危機）」へ発展していく可能性を検証。本報告書では
最後に、これらのリスクに対する対応状況の比較に関する認
識を考察し、より強靭な世界への道筋をたどる上で重要とな
る実現要因に焦点を当てている。本報告書の主な調査結果
は以下の通りである。

今後２年間でグローバルリスクの中
心となるのは生活費危機、今後10年
間では気候変動への対応の失敗

今後10年間は、地政学的・経済的な動向を背景に、環境、社
会的な危機が顕著になるとGRPSの結果が示している。今後
２年間で最も深刻なグローバルリスクとして位置づけられ
るのは「生活費危機」であり、短期間のうちにピークに達する
だろう。今後10年間で最も急速に悪化するグローバルリスク
として挙げられるのは「生物多様性の喪失や生態系の崩壊」
であり、６つの環境リスクは全てが、今後10年間のリスク上
位10に含まれている。短期・長期リスクの双方で「地経学上
の対立」「社会的結束の侵食と社会の二極化」など９つのリ
スクが上位10位にランクインし、新たに「サイバー犯罪の拡
大とサイバーセキュリティの低下」、「大規模な非自発的移住」
という２つのリスクが上位にランクインしている。

経済の時代の終焉後に増大するリス
クは停滞、かい離、苦境

新型コロナウイルス感染拡大による経済的な余波にウクラ
イナ侵攻が加わり、急激なインフレ、急速な金融政策の正常
化を先導して、低成長・低投資の時代に突入した。ウクライナ
侵攻の長期化、長引くパンデミック（世界的大流行）によるボ

トルネックの継続、経済戦争によるサプライチェーンの寸断
という懸念を考慮すると、各国政府と中央銀行は少なくとも
今後２年間は根強いインフレ圧力に直面する可能性が高
い。また、景気の先行きに対する下振れリスクも大きくなっ
ている。金融政策と財政政策の不整合があると流動性リスク
の懸念が高まり、グローバルな規模で長期的な景気後退と
債務危機が発生する可能性がある。供給主導のインフレが
続くとスタグフレーションに陥る懸念があり、前例がないほ
ど高水準の公的債務と共存することにより、社会経済的に深
刻な影響が及ぶだろう。世界経済の分断化、地政学的緊張
や厳しい再編が債務危機を引き起こし、最終的には今後10
年以内に広範な世界金融危機に突き進む可能性がある。

一部の国の経済が想定以上に順調に推移したとしても、低
金利時代の終焉は、政府、企業、個人に大きな影響がある。
そのような場合に最も大きな影響を受けるのが社会の最弱
層や既に脆弱化している国家で、貧困の増加、飢餓、激しい
抗議行動、政情不安、さらには国家の崩壊が進む可能性が
ある。経済的圧力によって中所得世帯の利得が侵食される
と各国で不満が増大し、政治的分裂が進み、社会的保護の
強化に対する要求が高まるだろう。各国政府は今後も、イン
フレの固定化を防止しながら、多数の国民を長期的な生活
費危機から守る一方で、景気後退や急務とされる新しいエ
ネルギーシステムへの移行、さらに不安定化した地政学的
環境による収益の圧迫に対処しながら債務処理コストを支
払うという、厳しい舵取りを続ける必要がある。

地政学的な分断によって地経学的な
争いを促し、複数地域にまたがる紛争
のリスクが上昇

経済戦争が常態化し、世界の大国間の衝突は、ますます激し
くなってきており、政府による市場介入は、今後2年の間は継
続すると考えられる。経済政策は、自給率を上げて対抗国に
対する主権を確立する目的で防御的に用いられているが、
他国の台頭を抑止するために攻撃的に展開されることが多
くなるものと考えられる。地経学上の対立を増幅させる政策
は、グローバルに統合された経済において、貿易、金融、テ
クノロジーの相互依存によって安全保障上の脆弱性が高ま
り、不信と断絶のサイクルがエスカレートする危険がある。
地政学は経済に影響を及ぼすので、非効率な生産と価格上
昇がより長期的に起こる可能性が高くなるだろう。特にアジ
ア太平洋地域など、世界の金融・経済システムが効果的に機
能する上で重要な地理上のホットスポットは懸念が増大す
るであろう。

今後10年間に発生する国家間の対立は主に経済対立にな
るというのが、GRPSの回答者の予想であった。しかし、近年
の軍事費拡大、さらに新しいテクノロジーがより広範な分野
に普及したことによって、世界的な軍拡競争が発生する可
能性がある。グローバルリスクの長期的な状況は、複数領域
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にまたがる紛争と非対称戦争と定義することができ、ここ数
十年にはなかった破壊的な規模で、目標を絞った形でハイ
テク兵器が配備される可能性がある。偶発的・意図的なエス
カレーションの抑止力として機能するモラル、そして社会的
信用や政治的なコストに関する意識の共有を強化するため
に、国境を越えた軍備管理メカニズムを新たな安全保障の
状況に迅速に適応させる必要がある。

テクノロジーが格差を助長させ、サイ
バーセキュリティのリスクは常に懸念
される

テクノロジー分野は引き続き産業政策と国家介入の強化対
象の中心となるだろう。民間投資と同様に、国庫補助や軍事
費により、新興テクノロジーの研究開発は今後10年間も加速
し、AI（人工知能）、量子コンピューティング、バイオテクノロ
ジーなどの分野で、技術の進歩が見込まれている。資金的余
裕のある国であれば、健康に対する新たな脅威やヘルスケ
ア体制の不備などへの対処、食料安全保障や気候変動の緩
和策の拡大といった新たに出現する危機に対する一定の解
決策をテクノロジーが提供するだろう。それができない国で
は、格差とかい離が拡大する。また、すべての経済圏におい
て、これらの新興テクノロジーは、誤報や偽情報がブルーカ
ラー、ホワイトカラーの職場に前触れもなく突然に伝達、拡
散されるようなリスクをもたらす。 

しかし、新しいテクノロジーの利用を管理する規定が設定さ
れていないことが多いため、技術の急速な開発・導入自体が
リスクである。社会に不可欠な機能とテクノロジーとの結び
つきがますます強まっているために、社会機能の破壊を目
論む脅威など、国内の直接的な脅威に人々はさらされてい
る。サイバー犯罪の増加と並行して、重要なテクノロジーに
対応したリソースやサービスを破壊しようとする試みが増加
し、農業や水資源、金融システム、公共安全、交通、エネルギ
ー、国内・宇宙・海底の通信インフラに対する攻撃が予想さ
れる。重要なことは、悪意のない者によるテクノロジーリスク
である。大規模なデータセットの分析が高度化するにつれ、
合法的なメカニズムであっても個人情報の悪用ができてし
まうなど、たとえ規制の行き届いた民主主義体制であって
も、個人のデジタル主権とプライバシー権が弱体する可能
性がある。

自然破壊が進む中での気候変動の緩
和策と適応策が、危険なトレードオフ
になる仕組み

気候変動と環境に関わるリスクは、今後10年間のグローバ
ルなリスク意識の中心であり、最も備えが不十分であると想
定されるリスクでもある。気候変動対策の目標について深く
協調的な進展が見られないことで露呈したのは、ネット・ゼ
ロを達成するために科学的に必要なことと、政治的に実現
可能なことの間に、かい離である。民間や公共機関のリソー
スに対する要求が他に拡大することで、気候変動緩和策の
速度と規模が今後２年間で縮小し、気候変動の影響が増大
する地域社会や国々が必要とする適応策支援が不十分にな
るということが明らかになっている。

現在の危機が原因で、中期的リスクから長期的リスクへと変
化した場合、自然生態系への負担が増加する可能性がある。
グローバル経済と地球の健康において、生態系が果たす役
割が未だ過小評価されているからである。自然破壊と気候
変動は本質的に相互連動しているため、一方がうまくいかな
いともう片方に波及していく。大幅な政策変更も大規模な投
資がなければ、気候変動の影響や生物多様性の喪失、食料
安全保障、自然資源消費の相互作用によって生態系の崩壊
が加速し、気候変動の影響を受けやすい経済では食料供給
と生活が脅かされ、自然災害の影響が増幅され、気候変動
の緩和策のさらなる進展が抑制されることになる。 
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食糧危機、燃料危機、コスト危機によ
って社会の脆弱性が増幅され、未来
への投資の減少は将来へのレジリエ
ンスの低下につながる
複合的な危機によって社会が受ける影響が拡大している。
従来から脆弱とされていたコミュニティや国家以外にも、影
響を受ける人々の範囲は増大しており、不安定化する国家の
数も増加している。2023年に最も深刻なリスクになると予想
される「エネルギー供給危機」「インフレ上昇」「食料供給危
機」などをベースに、世界的な「生活費危機」が顕在化しつつ
ある。これまでは経済的な影響による衝撃は余力のある国
が緩和していたが、多くの低所得国が債務、気候変動、食料
安全保障という複数の危機に直面している。供給サイドの圧
力が続いた場合、輸入に依存する多くの市場において、今後
2年以内に現在の生活費危機がより広範な人道的危機に転
じる恐れがある。

経済的な圧力による中所得者層の空洞化が続くと、社会不
安や政情不安が引き起こされ、その影響は新興国市場以外
にも波及すると考えられる。人類の進歩と社会的流動性の低
下に対する市民の間で欲求不満が高まり、価値観や平等性
における格差拡大と合わせて、世界中の政治体制が存続の
危機に直面することになるだろう。今後２年間は、中道から
かけ離れた指導者の選出、そして経済大国間の政治的な分
極化によって協調による問題解決の余地がこれまで以上に
狭められ、同盟関係が分断され、より不安定な力学へと移行
する可能性がある。

公共機関の財源ひっ迫や競合する安全保障上の懸念なども

あり、来るグローバル・ショックを吸収する能力は低下してい
る。今後10年間で、将来の成長やグリーンテクノロジー、教
育、介護、保健システムを構築する財政的な余力を持つ国は
減少すると考えられる。開発途上国、先進国を問わず、公共
インフラやサービスの衰退は徐々に進行すると想定される
が、その影響が蓄積すれば、直面する他のグローバルリスク
の緩和に肝要な人的資本や開発能力が打撃を受けると考え
られる。

複数領域が同時に不安定化するとポ
リクライシスのリスクが加速 

同時多発的なショックや密接に連関したリスク、レジリエンス
（強靭性）の低下がもたらすのは、個々の危機の相互作用に
よって総体的な影響がすべての危機の総和を超えるような
ポリクライシスである。地政学的な協力関係が悪化すると、
連関する環境・地政学的・社会経済的リスクによる天然資源
の需給関連のポリクライシス発生など、中期的に世界のリス
ク全体に波及する可能性がある。本報告書では、水戦争・飢
饉からエコシステム資源の乱開発、気候変動の緩和・適応策
の遅延まで、食料、水、金属・鉱物の不足を中心に、人道的・
生態的危機を引き起こす可能性のある４つの未来について
説明している。グローバルリスク間の関係性が不透明である
ことから、こうした予見演習を実施することで、どこが連関し
ているかを予測し、ポリクライシスの発生前にその規模・範
囲の最小化に向けた準備措置を事前に講じることができる
と考えられる。

この先、危機が継続することで経済的・地政学的な環境に構
造的変化をもたらし、私たちが直面する他のリスクも加速す

短期的、長期的なグローバルな展望図B

２年 13% 69% 14%

2% 2%

10年

段階的な限界点と継続する危機が壊滅的な結果につながる
すべての経済・産業で変動が激しく、ショックが多発し軌道修正の格差が広がる
若干の変動があり、場所によって意外性がある
変動は限定的で総体的に安定
新たな安定性があり、グローバルなレジリエンスが回復

20% 34% 26% 11% 9%

「以下のどれがあなたの短期的（２年）・長期的（10年）な展望に近いですか」

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2022-2023
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ることになるだろう。GRPSの回答者の５人に４人以上が、不
安定な状況は少なくとも今後２年間は続き、どのような道筋
においても複数のショックが発生すると予想している。それ
でも長期的展望については、回答者は概して楽観的であっ
た。先行きが悲観的としたのは回答者の半数強で、回答者
のほぼ５人に１人が、今後10年間は一定の変動はあるもの
の、変動幅はそれほど大きくなく、比較的安定した状態が継
続または再来すると予測している。

現実には、より有効な事前対策によって安全な未来を構築し
ていく必要がある。多国間プロセスへの信頼の低下に対処
することは、国境を越えた新たな危機を予防し、対応する集
団的能力を高めることができ、核拡散などの既知のリスクに
対処する備えを強化することができる。さらに、ある分野のレ

ジリエンス強化は他の関連リスクへの対策全体に相乗便益
を及ぼすと考えられるため、グローバルなリスク間の相互連
関性を活用してリスク軽減策の効果を上げることができる。
経済的展望の悪化によって各国政府は社会・環境・安全保障
など競合する課題で厳しいトレードオフを迫られており、気
候変動の緩和という副次効果をもたらす適応策への資金提
供や、人的資本と開発を強化する分野への重点的投資など、
複数のリスクに対応する解決策に焦点を当てたレジリエン
スに投資していく必要がある。

今年の報告書で示したリスクの中には、限界点の一歩手前
というものもある。今こそ、よりポジティブで包括的かつ安定
した世界への道筋を形作るために、長期的な展望を持って
協力し、断固たる行動を起こす時なのである。

Digital power concentration

Digital inequality

Erosion of social cohesion

Infectious diseases

Asset bubble burst

Adverse outcomes
of frontier technologies

デジタルパワーの集中

デジタル格差と
デジタルサービスの供給不足

重要な情報インフラの故障・寸断

国家の崩壊または破綻

社会保障制度や
公共インフラ・サービスの崩壊や欠如

社会的結束の低下と二極化

不法な取引や経済活動の蔓延

重要な産業や企業の破綻
あるいはサプライチェーンの寸断

物価安定化の失敗

雇用危機

著しいメンタルヘルスの悪化

慢性疾患と健康状態感染症の広がり

累積債務危機

資産バブルの崩壊

長期化する経済停滞

大規模な非自発的移住

天然資源危機

大規模な環境破壊や災害

地経学上の 対立

国家間紛争大量破壊兵器の使用

テロ攻撃

誤報と偽情報

フロンティア技術がもたらす
意図しない成果 サイバー犯罪の拡大と

サイバーセキュリティの低下
国際機関や国際協力の無力化 

生活費危機

生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

気候変動の緩和策の失敗
自然災害と異常気象

気候変動への適応策の失敗

グローバルリスクランドスケープ：相互連関マップ図 C

エッジ
相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
ノード

高

低
中

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2022-2023

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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現在顕在化しているリスク図 D

出典：
World Economic Forum Global Risks

Perception Survey 2022-2023.

「現在顕在化しているリスクの上位５つを、世界レベルでどの程度の影響が2023年にあると考えるか、順位をつけてください。」

エネルギー供給危機

1

生活費危機 インフレ上昇 食料供給危機 重要インフラに対する
サイバー攻撃

2 3 4 5

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

グローバルリスクの短期・長期的なランキング図 E

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

「以下のリスクについて、２年後と10年後に起こりうる影響（深刻さ）を推定してください」

1 生活費危機

2 自然災害と異常気象

3 地経学上の対立

4 気候変動の緩和策の失敗

5 社会的結束の侵食と社会の二極化

6 大規模な環境破壊や災害

7 気候変動への適応策の失敗

8 サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策の低下

9 天然資源危機

10 大規模な非自発的移住

11 債務危機

12 長期化する経済沈滞

13 物価安定化の失敗

14 国家間の紛争

15 国際機関や国際協力の無力化

16 誤報や偽情報

17 重要な産業や企業の破綻あるいはサプライチェーンの寸断

18 生物多様性の喪失と生態系の崩壊

19 雇用危機

20 感染症の広がり

21 大量破壊兵器の使用

22 資産バブルの崩壊

23 著しいメンタルヘルスの悪化

24 重要な情報インフラの故障・寸断

25 国家の崩壊または破綻

26 慢性疾患と健康被害

27 社会保障制度や公共インフラ・サービスの崩壊や欠如

28 不法な取引や経済活動の蔓延

29 デジタルパワーの集中

30 テロ攻撃

31 デジタル格差とデジタルサービスの供給不足

32 フロンティア技術がもたらす意図しない成果

短期的（今後２年間）のリスク順位

1 気候変動の緩和策の失敗

2 気候変動への適応策の失敗

3 自然災害と異常気象

4 生物多様性の喪失と生態系の崩壊

5 大規模な非自発的移住

6 天然資源危機

7 社会的結束の侵食と社会の二極化

8 サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策の低下

9 地経学上の対立

10 大規模な環境破壊や災害

11 誤報や偽情報

12 国際機関や国際協力の無力化

13 国家間の紛争

14 債務危機

15 生活費危機

16 重要な情報インフラの故障・寸断

17 デジタルパワーの集中

18 フロンティア技術がもたらす意図しない成果

19 長期化する経済沈滞

20 慢性疾患と健康被害

21 物価安定化の失敗

22 国家の崩壊または破綻

23 雇用危機

24 重要な産業や企業の破綻あるいはサプライチェーンの寸断

25 著しいメンタルヘルスの悪化

26 社会保障制度や公共インフラ・サービスの崩壊や欠如

27 感染症の広がり

28 大量破壊兵器の使用

29 不法な取引や経済活動の蔓延

30 デジタル格差とデジタルサービスの供給不足

31 資産バブルの崩壊

32 テロ攻撃

長期的（今後10年間）のリスク順位

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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テロ攻撃
感染症の広がり
重要な情報インフラの故障・寸断
資産バブルの崩壊
慢性疾患と健康状態
大量破壊兵器の使用
社会保障制度や公共インフラ・サービスの崩壊や欠如
長期化する経済の後退
フロンティア技術がもたらす意図しない成果
不法な取引や経済活動の蔓延
サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策の低下
雇用危機
国家の崩壊または破綻
デジタル格差とデジタルサービスの供給不足
国際的に重要な産業やサプライチェーンの崩壊
物価安定化の失敗
債務危機
国家間の紛争
国際機関や国際協力の無力化 
地経学上の対立
デジタルパワーの集中
著しいメンタルヘルスの悪化
大規模な環境破壊や災害
生活費危機
大規模な非自発的移住
社会的結束の侵食と社会の二極化
自然災害と異常気象
天然資源危機
生物多様性の喪失と生態系の崩壊
誤報や偽情報
気候変動への適応策の失敗
気候変動の緩和策の失敗

1000 25 50 751000 25 50 75

リスク分類 認識 ステークホルダー

リスク対策 リスクガバナンス
リスクマネジメントの現在の有効性を、リスクの発
生を防止し、あるいはその影響を緩和するための
準備されたメカニズムを考慮に入れて、示すこと。

どのステークホルダーが最も効果的にリスクを管
理できますか。

リスク名

対策とガバナンスに関する認識図 F

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

経済
環境
地政学
社会
テクノロジー

非常に効果がない 
効果がない

有効
非常に有効

効果不明

地方自治体
国・政府

国際組織
企業
官民合同組織

二国間組織
多国間組織
地域組織
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グローバルリスク2023：
今日の危機

1

顕在化したリスクが世界を席巻する中、今年の報告書では
グローバルリスクを理解するために、（1）現在の危機（すで
に進行しているグローバルリスク）、（2）今後２年間で最も
深刻化する可能性の高いリスク、（3）今後10年間で最も深刻

化する可能性の高いリスク、の３つの時間軸を取り入れた。
本章では、最初の２つの時間軸の見通しについて述べる。
グローバルリスク意識調査2022‒2023（GRPS）では、多くの
回答者が「エネルギー供給危機」、「生活費危機」、「インフレ

現在の危機1.1

ランキング

回
答
者
の
割
合

回答者数（多）

ランキング（上位）

現在顕在化しているリスク図1.1

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2022-2023

エネルギー供給危機

生活費危機

インフレ上昇

食料供給危機
重要インフラに対するサイバー攻撃

非食料品のグローバル・
サプライチェーンの混乱

国別ネット・ゼロ目標
の設定と達成の失敗

経済政策の武器化

債務危機

人権の軽視

核兵器の配備

新型コロナウイルス感染症の継続

医療システム（制度）の
構造的欠陥 化学・生物兵器の配備

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

「現在顕在化しているリスクの上位５つを、世界レベルでどの程度の影響が2023年にあると考えるか、順位をつけてください。」

今日の危機Global Risks Report 2023January 2023
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上昇」、「食料供給危機」、「重要インフラへのサイバー攻撃」
を、2023年に世界的規模で最も大きな影響があるリスクとし
て上位に選択した（図1.1参照）。これら今年の上位５つのリ
スクの他、依然として懸念されるには、ネット・ゼロ目標達成
の失敗、経済政策の武器化、人権の弱体化、債務危機、非食
料物資のサプライチェーンの混乱が含まれる。

世界のニュースの見出しは、これらの結果をそれほど驚くも
のではないとしている。しかし、その影響は深刻である。世界
の「ニューノーマル」は、グローバル化した世界が解決に向
け軌道に乗っていると考えていた、食糧、エネルギー、安全
保障などの基本的な課題に、再び逆戻りすることになった。
こうしたリスクは、世界的なパンデミックにより、長引く健康
と経済への悪影響、グローバルに統合された経済に影響を
及ぼす欧州での戦争と制裁、産業競争力と国家介入の下で、
技術的な軍拡競争の激化によって増幅されている。政治・経
済システムが異なる国々の間で権力が拡散することにより、
地政学上の力学に起きる長期的な構造変化は、より急速に

変化する経済状況と重なり、数十年の進歩を遂げた後の低
成長、低投資、低協調時代など、人類の進歩の衰退を示して
いる。

その結果は、全く新しいものであると同時に、不気味なほど
馴染みのあるグローバルリスクの状況である。現代のビジネ
スリーダーたちや公共政策立案者にとっては、ほぼ未経験で
歴史的に理解されているにすぎない「旧来の」リスクが再来
している。加えて、グローバルリスクの比較的新しい展開が
ある。例えば、歴史的に高水準の公的債務が存在し、場合に
よっては民間セクターにも及ぶこと、言い換えれば、かつて
ない急速な技術革新社会の重要な機能と前例のないほど
結び付いており、気候変動の影響と技術革新のスピードが
ますます債務を押し上げる圧力になっている。これらの動き
が集束することで、2020年代は特異で不透明かつ激動の時
代になると考えられる。

2025年までの道筋1.2
グローバルリスクにおける複雑で急速な進展に不安感が強
まっている。GRPSの回答者の５人に４人以上が、少なくと
も今後２年間は不安定な状況が続き、どのような道筋にお
いても複数のショックが発生すると予想している（図1.10参
照）。

GRPSの回答者は2025年までの道筋を、地政学・経済リスク
を起点として、社会リスクと環境リスクへの波及が中心にな
ると見ている（図1.2参照）。

政府と企業の回答者の間には、政府にとっては「債務危機」、
「物価安定化の失敗」、「気候変動緩和策の失敗」、「気候変
動への適応の失敗」は深刻度がより顕著であり、企業にとっ
ては「サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策の低
下」、「大規模な環境破壊や災害」は深刻度がより顕著である
という特徴があり、注目すべき両社の隔たりがあった（図1.3
参照）。

以下のセクションでは、現在、多くの危機によりもたらされる

1 生活費危機

2 自然災害と異常気象

3 地経学上の対立

4 気候変動の緩和策の失敗

5 社会的結束の侵食と社会の二極化

6 大規模な環境破壊や災害

7 気候変動への適応策の失敗

8 サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

9 天然資源危機

10 大規模な非自発的移住

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2022-2023

短期的な（今後２年間の）グローバルリスクの深刻度ランキング図1.2

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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短期的な（今後２年間の）グローバルリスクのステークホルダー別深刻度ランキング図1.3

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2022-2023

1

2

3

4

5 気候変動への適応策の失敗

6 債務危機

7 社会的結束の侵食と社会の二極化

8 物価安定化の失敗

9 サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

10 長期化する経済後退

地経学上の対立

気候変動の緩和策の失敗

自然災害と異常気象

生活費危機 1

2

3

4

5 大規模な環境破壊や災害

6 社会的結束の侵食と社会の二極化

7 気候変動の緩和策の失敗

8 天然資源危機

9 債務危機

10 気候変動への適応策の失敗

サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

地経学上の対立

自然災害と異常気象

生活費危機

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

政府 企業

影響と制約の中で、今後２年間に展開が想定される最も深
刻なグローバルリスクを検証する。これらは、生活費危機、景
気後退、地経学上の対立、気候変動への対応の停滞、社会の
二極化である。各リスクに関係する現在の動向を説明し、背
後にある原因を簡単に取り上げてから、その影響と連鎖反
応に注目する。

生活費危機

GRPSの回答者が、今後２年間で最も深刻な世界的リスクとし
てランク付けした世界的な「生活費危機」はすでに現在の危
機であり、インフレ圧力は最も購買力の低い人々に不均衡な
打撃を与えている。新型コロナウイルスのパンデミック以前
から、基本的な生活必需品である食品や住宅などの非消耗
品の価格は上昇傾向にあった1。2022年は、ロシアとウクライ
ナからのエネルギーや食料の流通に停滞や混乱が続いたこ
とにより、さらにコストが上昇した。昨年は約30か国が国内価
格を抑制するため、食糧・エネルギーの輸出禁止を含む規制
が導入され、世界のインフレをさらに押し上げた2。ロシアが
黒海穀物輸出協定の延長にもかかわらず、再び撤退するとい
う脅威があるため、生活必需品の価格にも大きな変動が生じ
ている。

グローバル・サプライチェーンは部分的にこれらに適応し、
昨年４月のピークに比べ圧力は大幅に低くなっているが3、
中核的な必需品に対する価格ショックは、同期間の全品目
のインフレ率を大幅に上回っている（図1.4参照）。昨年３月
のFAO食料価格指数は、1990年の開始以来、最高水準を記
録した4。2023年のエネルギー価格は、2022年１月時点の予
測と比較すると、平均より46％高い水準にとどまると推定さ
れる5。中国の新型コロナウイルス感染対策の緩和は、エネ
ルギーと商品価格をさらに上昇させる可能性があり、感染の
急増に伴う政策の変更が予測不可能なままであれば、世界
のサプライチェーンのレジリエンスが試されることになる。

生活費危機は、GRPSの回答者には短期的なリスクで、今後
２年以内に深刻度がピークに達し、その後に緩和されると広
く認識されていた。しかし、世界的な生活費危機が長引くと、
価物上昇により生活必需品の入手が困難になり、社会で最
も脆弱な層の割合が増え、社会不安や政情不安を招く恐れ
がある。サプライチェーンの混乱が続くと、特に食料やエネ
ルギーで、粘着性の高いコア・インフレを引き起こす可能性
がある。これは、金利の引き上げをさらに促進し、債務不履
行のリスク、経済停滞の長期化、財政計画の見直しなどの悪
循環を招く可能性がある。
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注：
所得グループ別・対前年比インフレ中央値

基本的生活必需品の価格上昇（2020～2022年）図1.4

低所得国下位中所得国

CPI全品目 食品・非アルコール飲料 住宅、水道、電気、ガス、その他の燃料

パンデミック期にはある程度の改善がみられたものの、一部
の国では家計の負債が増加傾向にある。世界の住宅ローン
金利は、過去10年以上の間で最高水準に達している。一部
の試算では、金利上昇により住宅所有者の住宅ローンの支
払いが35％増加しているとされる6。米国では家賃のインフ
レもこれに連動しており、2023年５月には８％超をピークと
し、その後に緩和すると推定されている7。これにより、賃貸す
る傾向が多く家賃の値上げに関して、社会経済的に低所得
者層に集中的な影響を与えている。また、年金額がインフレ
の上昇に追いつかないため、退職者にも影響が及ぶことに
なる8。食糧、エネルギー、住宅のコストが高くなり、実質所得
が低下すると、必要不可欠な支出との両立ができなくなり、
地域全体で健康と福祉の維持を困難にさせる可能性があ
る。

経済的影響は、多くの場合、余裕のある国々においては、包
括的な財政政策や政府プログラムによって緩和される9。先
進国が継続して展開している対策の多くは、幅広いアプロー
チで進められており、消費者向けの電気料金の上限設定、燃
料費の割り戻しや公共交通の利用補助、食品の輸出管理、

減税、国による助成の強化、影響を受けた企業への支援など
である。結果として生じる財政収支への圧迫は、債務の持続
可能性に対する懸念を悪化させ、新興国や途上国が将来的
に国民を守るための財政余力をさらに減少させる恐れがあ
る。

基本的な生活必需品は、購入の困難さと価物上昇の両面
で、社会不安や政情不安をかきたてることがある。2022年
は、燃料価格の高騰だけで、推定92か国で抗議活動が行わ
れ、国によってはストライキなどの争議行為と同時に、政変
や死者をもたらした10。社会不安の影響はソマリア、スーダ
ン、南スーダン、シリア・アラブ共和国など、すでに脆弱な国
々では引き続き深刻であり、チュニジア、ガーナ、パキスタン、
エジプト、レバノンなど、食料危機と債務危機を同時に抱え
る国々では不安定さが増幅される恐れがある11。

異常気象と供給制約が重なることで、輸入依存国において
は、現在の生活費危機が数百万人もの飢餓と経済的困窮の
壊滅的なシナリオに導かれ、最貧の新興市場においてはエ
ネルギー危機が人道の危機に転換される恐れがある。エネ

グローバルリスク報告書2023年版   14



ルギー不足は、供給の停止、またはパイプラインやエネルギ
ー供給網への自然な、偶発的な、または意図的な損傷など
の結果として、季節的な異常気象と重なった場合、広範囲な
停電や死者をもたらす可能性がある。また、2023年には、ウ
クライナでの戦争が終結しないことや、昨年の肥料価格高騰
の影響、食糧の主要生産地域における異常気象による影響
など、世界的な食料供給危機が発生する可能性が大きい。
推計によると、パキスタンでは80万ヘクタール以上の農地が
洪水で失われたことで物価が大幅に上昇し、すでに過去最
高の27％のインフレを記録した12。これから予測される干ば
つや水不足は、東アフリカ、北アフリカ、南部アフリカ全域で
収穫量の減少や家畜の死亡を引き起こし、食料不安定を悪
化させる可能性がある13。

来年は平均以上の収穫量が見込まれている地域もあるが、
主要輸出国における予想外の生産・輸送ショック（オランダ
の水不足、米国とブラジルの干ばつや大規模な昆虫の喪
失14など）、あるいはこれらの国々が課す規制は、３章：資源
競争で検証する、世界の食料安全保障をさらに不安定にす
る恐れがある。「極端なコモディティショックや相場の乱高下」
は、世界経済フォーラムのエグゼクティブ・オピニオン調査

（EOS）において、47か国で今後２年間の上位５位のリスク
の１つとされ、一方、「著しい資源・物品供給の危機（エネル
ギー・水・食糧）」は、スイス、韓国、シンガポール、チリ、トルコ
を含む34か国で上位５位の懸念事項の１つとされ、より局
地的なリスクとされた。飢餓と生命の喪失による壊滅的な影
響により、広範な暴力のリスク、非自発的移住が増加し、さら
に副次的影響を広げていく可能性もある。

景気後退

2022年版のグローバルリスク報告書では、インフレ、債務、
金利上昇が新たなリスクに浮上していることを警告した。今
日、先進国市場、特に米国、ユーロ圏、英国をはじめとする政
府と中央銀行は、不況の深刻化や長期化を引き起こすこと
なくインフレを管理することと、歴史的な多額の債務を処理
しながら、生活費危機から国民を守るという綱渡りをしてい
る。GRPSにおける公共セクターの回答者は、「債務危機」（６
位）、「物価安定化の失敗」（８位）、および「長期化する経済
後退」（10位）を、今後２年間の上位10位のリスクとして挙げ
た（図1.3）。

インフレ対策は、世界的な懸念事項である。「急激な物価変
動・長期的なインフレ」も、EOS調査国のうち2021年から大幅
に増加した89か国において、今後２年間の上位５位のリス
クの１つとして強調された（図1.5参照）。同リスクは、ブラジ
ル、韓国、メキシコを含む多くのG20諸国で最大の脅威とし
て位置付けされたが、インフレ圧力は先進国と途上国の双
方に影響を及ぼしている。インフレ率は、アルゼンチンとトル
コで80％を超え、ジンバブエ、ベネズエラ・ボリバル共和国、
レバノン、シリア・アラブ共和国、スーダンでは３桁のイン
フレが見られた。米国のインフレ率は2022年６月に９％を
超え、同年10月には英国とユーロ圏でそれぞれ過去最高の
11.1％と10.6％となったため、金利を引き上げ、新興国経済
に打撃を与えた15。

IMFの最新の予測では、世界のインフレ率は2022年の９％

A．物価安定化の失敗（2021年） B．急激な物価変動・長期的なインフレ（2022年）

1 10 20 30

ランク

1 10 20 30

ランク

出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2022

図1.5 国別リスク意識：インフレ
「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか?」
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近くから今年は6.5％、2024年は4.1％に低下し、先進国では
急激なインフレ率の低下が予想されているが16、見通しに対
する下振れリスクは大きい。インフレ力学の複雑さは、ウクラ
イナ侵攻の長期化とそれに伴うエネルギー供給の逼迫、制
裁強化の可能性、長引くパンデミックや供給サイドの新たな
規制要因によるボトルネックの継続など、需要サイドと供給
サイドの要因が混在していることから、各国政府と中央銀行
の双方にとって困難な政策環境を作り出している。

先進国の主要失業率が現在低いことを考慮すると、物価上
昇圧力が長引いた場合、インフレ率の低下を回避するため、
金利の上昇につながる可能性が高い。中央銀行は、パンデミ
ック後に金融政策の正常化を加速させた。2022年には、国
際決済銀行がモニタリングした中央銀行の90％近く（38行
中33行）が金利を引き上げた。これは、過去10年間を特徴付
ける緩やかな金融環境からの劇的な移行である17。金利の
急速な上昇に伴い、意図しない結果や政策ミスなどのリスク
が上昇することにより、大きな反動を起こしかねず、景気後
退の深刻化と長期化、世界的な不況の可能性につながる。

たとえ経済に与える悪影響が比較的抑えられたままでも、世
界の経済成長率は2023年には2.7％に鈍化すると予測され

ており、世界経済の約３分の１がテクニカル・リセッション（
２四半期連続の前期比GDPマイナス成長）に直面する。これ
は過去20年間で３番目に弱い成長プロファイルとなる見込
みである18。この景気後退は、2023年の成長率が1.1％に低
下すると予測されている先進国から波及し、最大の経済市場
であるEU、中国、米国においても引き続き成長の課題に直
面する。しかし、開発途上国にとっては、さらなる経済危機に
陥ると、より厳しいトレードオフのリスクがある。根強い高イ
ンフレとより無秩序な封じ込めは、経済成長の停滞、流動性
リスク、債務危機が世界的な規模で発生する可能性を高め
る。特に、エネルギー輸入国は、米ドル高によるエネルギー
価格高騰の影響を直に受けるが、米ドル高の継続は世界的
な輸入に対するインフレを起こすことになる。

この数十年の間に、資本の流れがグローバル化し、新興国
と途上国、特に、アルゼンチン、コロンビア、インドネシアな
どの米ドル建て債務比率が高い市場で、 金利上昇へのリス
クが増加している19。ブラジル、メキシコ、チリ、ペルー、コロ
ンビアなどの多くの市場で早期に行われた金融政策の引き
締めは、初期のリスクを最小限に抑えた。しかし、一部の国
では、通貨の下落や債務返済の負担を抑えるために外国為
替介入に踏み切り、ボラティリティ（不安定さ）の高まりが米
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国の資産に対する需要を引き続きけん引している。これによ
り、マクロ経済のファンダメンタルズが弱い市場からの記録
的な資本流出が発生し、投資家は2022年10月までに700億
米ドルを新興市場の債券投資信託からすでに撤退させてい
る21。

グリーン経済への重要な転換を含む成長アジェンダは、安
価な負債の利用の可能性に基づいている。各国がどの程
度、開発に資金を供与し続けることができるかは、国内の政
治と債務の動向に左右される。スリランカの最近の危機は、
債務不履行や外貨不足により輸入が制限され、食料、燃料、
医療などの不足や電力へのアクセスを妨げられ、暴力的な
抗議行動や大統領の辞任につながった。これは、経済危機
の悪循環から人間の安全保障と健康を脅かすリスクが発生
することがあるという格好の例を示している。

ソブリン債の不履行の規模は、世界の債務総額に占める割
合と債務不履行状態にある国の数の両方で、今後２年間に
基盤の弱い新興国市場において大幅に増加する可能性が
ある（図1.6参照）。現在の傾向を見ると、世界的な規模で不
安定な水準に達する可能性は低いが、債務不履行のリスク
が高い国の割合は、すでに2015年の水準から倍増してい
る22。これにより、債権国の世界的な影響力が増大し、食料と
エネルギーの同時危機に対処する能力が制限されるため、
国家の脆弱性が高まる23。2.6章：経済の安定で示したよう
に、国によっては将来のショックを抑えるために、次世代の

成長やグリーンテクノロジーに投資すること、あるいは教育、
ヘルスケア、生態系において、将来のレジリエンスを構築す
ることが困難になる可能性もあるだろう。その場合の影響は
深刻で、最も脆弱な人々への負担の皺寄せが最も大きくな
る。

地経学上の戦争

GRPSの回答者は、「地経学上の対立」を今後２年間で３番
目に深刻なリスクにランク付けした。GRPSとEOSの回答者の
双方が、国家間の対立は、短期的には概ね経済的な問題の
範疇にとどまると予想した。制裁、貿易戦争、投資審査を含
む地経学上の対立は、EOSが調査した42か国で今後２年間
の上位５位の脅威とされ、東アジア諸国や東南アジア諸国
などの多くで上位のリスクとされた。これに対し、EOSが調査
した28か国において、「国家間の紛争」が上位５位のリスク
として位置付けられた（図1.7参照）。

グローバルに統合された大国間の経済政策の武器化は、
官民両セクターともに貿易、金融、テクノロジーの相互依存
がもたらず脆弱性を浮き彫りにしている。ウクライナ紛争
は、2022年にドイツ国内の製油所でロシアのエネルギー企
業が保有する株式を政府の管理下に置くなど、制裁の発動、
主要企業の国有化、政府による資産保有を誘発した24。特定
の市場においては多国籍企業の事業活動に対する風評リス
クと法的リスクも増加した。消費財メーカーは生活必需品を

A．地経学上の対立 B．国家間紛争
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出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2022.

図1.7 国別リスク意識：国家間の対立
「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか?」
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ロシアに提供し続けたために不買運動に直面し、欧州のエ
ネルギー企業はロシアのガス田とのつながりにより「戦争犯
罪に加担した」と非難された25。

パンデミックとその後の戦争によって浮き彫りにされた脆弱
性に直面し、特に先進国において、ますます経済政策が地政
学的な方向に向けられている。各国は、国庫補助に支えられ
て「自給率」を高め、オンショアリングやフレンドショアリング
によりグローバル・サプライチェーンを形成することで、対抗
国に対する「主権」を確立しようとしている。国内生産を強化
し、重要な産業において外国の干渉を最小限に抑えるため
の防衛措置には、補助金、投資審査の厳格化、データ・ロー
カライゼーション政策、ビザの発行禁止、主要市場からの企
業の排除などがある。

当初は、米国と中国の間の緊張の高まりによる動きだった
が、政策の多くは本質的に国の域外で適用されると同時に、
他の市場でも同様に採用されるもので、広範な産業への副
次的影響がある。たとえば、スイスでは初めて、外国直接投
資に対する部門横断的で総合的な審査制度の導入を検討
している。気候変動の緩和と適応を含む「戦略的に重要な製
品」における自給自足を支援するための国家支援の拡大も、
グローバルブロック内での競争を激化させている。EUはす
でに、国内のグリーン技術に対する税額控除や補助金が含
まれる米国のインフレ抑制法に懸念を表明している26。

また、ライバル国の台頭を抑制するための経済政策も行わ
れている。これには、外国企業の上場廃止、外国製直接製品
ルール（Foreign direct product rule）や重要な技術や知的
財産に関する輸出規制の広範な活用、指定外国企業と協力
する市民や事業体に対する広範な制約が含まれる。米国で
は、対外投資審査制度の導入も検討されている27。

地経学上の対立に向かうこれらの動向には、同時に広範な
副次的影響を生むリスクがある。地政学的目標を達成する
ため経済政策をより広範に展開することには、不信の悪循環
を加速させる危険がある。金融とテクノロジーに対する悪影
響は、相互関係の脆弱性をさらに浮き彫りにする恐れがあ
り、その結果、各国は今後２年間にわたり、国家安全保障と
レジリエンスの名において、他の相互依存関係を積極的に
後退させる可能性がある。これは、意図した目的に反する結
果を促し、レジリエンスと生産性の成長を低下させ、より安
価でグローバル化した資本、労働、商品、製品などで象徴さ
れた経済の時代の終焉を示すかもしれない。

国家が内向きになり、国家の介入が強化されて「底辺への競
争」が進むと、既存の同盟関係が弱体化し続ける可能性があ
ると認識されている。新型コロナウイルスのパンデミック期
における世界保健機関（WHO）の政治化、また近年の世界貿
易機関（WTO）においては、争点となる問題に対する貿易の
流れを停滞させているように、リスクの緩和策として機能す
る多国間ガバナンスにはさらに圧力がかかるだろう28。これ
らは、「依存的」市場において、より広範に地政学的影響範囲
の重要性が定着する可能性が高く、世界の大国は、貿易、債
務、およびテクノロジーに対する力を広範囲に行使するだろ
う。３章：資源競争で考察するように、一部の途上国や新興
国は、重要な資源をテコとして利用するかもしれないが、資
本、労働力、知識、テクノロジーの移動に対して予想される規
制により、発展の格差が拡大する恐れがある。

加えて、影響が及ぶ範囲は、単に世界の大国や「依存的」途
上国・新興国市場にとどまらないだろう。地域および国際政
治における中東の影響力と同盟関係はシフトする。国内で
は、経済の多角化という長期的な課題が依然として残ってい
るが、現在のエネルギー危機は、今後２年間で多くの国の経
済的、軍事的、政治的資本を増加させることになる。また、米
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国と中国の相対的な関係は、2.4章：人間の安全保障でさら
に考察するように、勢力バランスや世界の軍事的な力学に
大きな影響を及ぼすだろう29。

安全保障を強化するための戦略もまた、経済コストの増大
を伴う可能性がある。地政学的緊張の高まりは、経済環境を
さらに弱体化させ、現在の圧力が弱まったとしても、インフ
レが長引いたり、成長が鈍化したりする恐れがある。特に、テ
クノロジー、電気通信、金融システム、農業、鉱業、医療、医薬
品などの戦略的産業において、オンショアリングとフレンドシ
ョアリングが引き続き優先されるならば、消費者は将来的に
コストの上昇に直面する可能性がある。多国籍企業は、異な
る政治や経済システムへのコンプライアンスのコストが上
昇するにつれ、実利的にどちらの側につくかを決め、さまざ
まな市場モデル間の乖離を加速させる可能性がある。

サプライチェーンの短縮は、地政学的および経済的混乱に
関連するリスクを低減させることを意図しているが、同時に
労働力不足、社会不安、パンデミック、自然災害など、地理的
に集中したリスクに、意図せず晒される恐れを高める可能性
がある。特にアジア太平洋地域など、世界の金融・経済シス
テムが効果的に機能する上で重要な地理的なホットスポッ
トがもたらす地政学的リスクも、ますます懸念されている。

気候変動への対応の停滞

30年に及ぶ地球温暖化防止の提唱と外交努力にもかかわ
らず、国際システムは気候変動への対応に必要な進展を遂
げられずにいる。10年以上前の2011年版グローバルリスク
報告書の上位ランキングに初めてこの深刻なグローバルリ
スクの対応への失敗が登場した。今日、二酸化炭素、メタン、
亜酸化窒素の大気中濃度は、いずれも過去最高値を記録し
ている。排出量の推移からは、温暖化を1.5℃に抑制しようと
する野心的なグローバル目標が達成される可能性は非常に
低い30。

気候変動緩和策の失敗は、短期的に最も深刻な脅威のひと
つとしてランク付けされているが、私たちが最も準備が整っ
ていないと考えられているグローバルリスクであり、GRPS
の回答者の70％が、気候変動への対応に関する規制や既
存策を「効果なし」または「非常に効果なし」と評価している

（図4.1参照）。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）によ
れば、2030年までに1.5℃の目標に達する可能性は50％であ
る。G7の民間企業による現在のコミットメントでは、今世紀
半ばまでにはパリ協定の目標を上回る2.7℃の上昇を示唆し
ている31。

ここ数年の出来事は、科学的に必要な事と政治的に都合の
良い事との乖離を露呈させた。現在の困難な状況はエネル
ギー輸入国が、「安全」で、よりクリーンで安価な再生可能エ
ネルギー源に投資することを奨励する転換点になるはずで
ある32。しかし、地政学的緊張と経済的圧力の下では、少なく

とも短期的には、気候変動緩和策の進展が止まり、場合によ
っては後退している。たとえば、EUは少なくとも500億ユーロ
を化石燃料のインフラの新設と供給の拡大に費やし、一部
の国は石炭発電所を再開した33。

米国のインフレ抑制法やEUのREPowerEU計画など、エネル
ギー移行に関する政府の長期的な行動にもかかわらず、気
候変動緩和のための全体的な機運が今後２年間で急速に
加速する可能性は低い。国連気候変動枠組条約（UNFCCC）
の締約国会議（COP27）における交渉は、すべての化石燃料
を段階的に廃止するという待望の合意に達することができ
ず、短期的なニーズと長期の野心的目標とのバランスをとる
難しさを露呈した。政策立案者は、エネルギー安全保障、適
正価格、持続可能性との間のトレードオフに直面することが
多くなっている。アフリカの６億人が電気にアクセスできな
いという厳しい現実は、それを必要とする人々に変化をもた
らすことができず、化石燃料を動力源とする迅速なソリュー
ションが引き続き魅力的であることを示している。このソリュ
ーションには、座礁資産、輸出される化石燃料のエネルギー
安全保障上の課題、および1.5℃を超える生涯炭素排出量の
リスクがあるにもかかわらず、である。

また、エネルギー移行のペースだけでなく、有効性と完全性
の問題も認識が高まっている。気候変動に関する訴訟が増
加しており、排出量の過少報告やグリーンウォッシュに対す
る懸念から、ネット・ゼロへの移行に新たな規制監督が求め
られている34。一部の国では開示を義務化しているが、企業
の間では、気候変動リスクの評価や管理を始めているところ
はまだ少ない。より明確な政策方針と一貫した規制と執行が
なければ、ますます気候変動の要因となる活動は激化し、人
々だけでなく資産の足かせとなるだろう。
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化石燃料産業に大きく依存している国々では、脱炭素によっ
て損失を被る人々を支援するための移行が、取り組みを遅
らせる理由として以前よりも顕著なものになっている。こうし
た問題は、悪化する経済環境や投入コストの高騰を背景に、
より環境にやさしい生産方法への投資の先延ばし、特に重
く「より汚れた」産業への投資を先延ばしにする可能性があ
る35。
こうしたことのすべては、グローバルリスク報告書2022年版
で広く取り上げられた、緩やかで無秩序な移行がもたらすリ
スクが、今や現実のものになり、地球や社会に悲惨な結果を
もたらす可能性があることを示唆している。政府や民間の行
動が後退すれば、2.3章：人間の健康で示すように、引き続き
人間の健康に対するリスクを増幅し2.2章：自然生態系で示
すように、自然資本の破壊に拍車をかける。また、気候変動
は、ますます移住を促す要因となり、アジア、中東、アフリカ
ではすでにテロリスト集団や紛争を発生させる一因となっ
ているとの指摘もある36。

実際、すでに1.2℃の温暖化が進行しており、気候変動の複
合的な影響が、食料不足などの人道面での課題を増大し、
すでに悪化している財政収支にさらに多額の支出が追加さ
れようとしている37。GRPSの結果として、「自然災害と異常気
象」が今後２年間で２番目に深刻なリスクと考えられてい
る。こうした事象は、本年の報告書で取り上げた多くのグロ
ーバルリスクと同様、低・中所得国に不均衡な悪影響を及ぼ
す。EOSが調査した25か国、特に中南米、アフリカ、東南アジ
ア沿岸部の開発途上国では、上位５位に入るリスクとして登
録された。

洪水、熱波、干ばつ、その他の異常気象がより深刻で頻繁に
なるにつれ、より広範な層の人々が影響を受けることにな
る。これと並行して、官民セクターの資源が統合され、災害復
旧、損失と損害、適応と緩和の間で新たな差し迫ったトレー
ドオフが生じる可能性がある。気候変動の緩和策は、特に民
間企業では、これまで資金調達面で気候変動への適応策よ
りも圧倒的に優遇されていたが38、EOSの結果は、気候変動
への適応の方が今やビジネスリーダーにとって短期的には
より喫緊の懸念事項とみなされている可能性があると示し
ている。気候変動の緩和策の失敗は、ザンビア１国のみで今
後２年間の上位５位のリスクとされた。一方、気候変動への
適応策の失敗は、１位にランクされたオランダなど16か国
で上位５位のリスクとされた（図1.8参照）。適応策への注目
と資源の転用は、温室効果ガス（GHG）排出の最大の要因で
あり続ける経済圏において、地球温暖化に関する目標に向
けた進展をさらに遅らせる恐れがある39。

COP28では適応に関するグローバル目標の計画が合意され
る予定にもかかわらず、すでに気候変動により悪影響を受け
ているインフラや被災者に必要な支援策も不十分である。
適応には十分な資金が提供されておらず、現在、世界全体で
適応に配分されている気候変動への対策資金は34％であ
る40。

インフラへの新たな投資も資本配分の決定も、現在および
将来のリスクを適切に考慮していない。投資家や政策立案
者は、コストがかかる未来の発想から抜け出すことができ
ず、その負担は最も脆弱な人々が負うことになる。適応策に

A．気候変動への適応の失敗 B．気候変動緩和策の失敗

1 10 20 30

ランク

1 10 20 30

ランク

出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2022.

図1.8 国別リスク意識：気候変動への対応
「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか?」
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関する意見の不一致、共通の目標とベストプラクティスの欠
如、強固な規制の枠組みと測定基準の欠如は、行き過ぎた
適応策の適用と目標に遠く及ばない実態の乖離を助長する
リスクを拡大させる。

適応策の限界もまた、ますます明白になっている。これは、数
十年の間、気候に関する議論の傍流だった損失と損害のア
ジェンダが主流になったことで浮き彫りになった。COP27で
は、新たな資金調達メカニズムが暫定的に合意されたが、
高排出国の資金への貢献は依然として不明である。使える
資金が増えても、政府が慌てて被災地の救援や支援を行う
ことで、将来の災害に対する気候対策を無視したり、回避し
たりするリスクがある。金融ショックをマネジメントする市場
ベースのメカニズムは不十分であり、今後２年以内にさらに
縮小する可能性がある。巨大自然災害リスクを引き受けな
い保険会社が撤退するリスクがあり、補償ギャップは2020年
の1,170億ドルから2021年には1,610億ドルに拡大したと推
定されている41。過去20年間に保険が適用されているのは、
新興国では洪水による経済的損失の７％のみ、先進国では
31％である42。

社会の二極化

「社会的結束の侵食と社会の二極化」は、近年、深刻度のラ
ンクが上昇している43。このリスクは、社会資本の喪失とコミ
ュニティの分断により、社会的な安定、個人と集団の幸福、経
済的生産性が低下することと定義され、GRPSの回答者が短
期的に直面する深刻なグローバルリスクの５番目にランク
された。また、債務危機と国家の不安定、生活費危機とイン
フレ、長期化する経済後退、気候変動など、他の多くの短期
的・長期的な潜在的リスクによって引き起こされ、グローバ
ルネットワークの中での相互連関に最も影響を受けるリス
クのひとつとして考えられている（図1.9参照）。

価値観の違いや、不平等の拡大は、経済的・社会的な格差が
政治的な格差に転換されることで、独裁体制および民主主
義体制の双方にとって存続の危機に直面することになるだ
ろう。移民、ジェンダー、性と生殖に関する権利、民族、宗教、
気候、さらには分離独立や無政府主義44などの問題に関する
二極化は、米国や中国からイラン・イスラム共和国に至るま
で、世界中の最近の選挙、住民投票、抗議行動を特徴付けて
いる。2022年は、市民の間で、政府による直接行動、人類の
進歩、および社会的流動性などでみられる格差に不満が高
まり、対立と無秩序をもたらす市民の抗議行動が頻繁に発

デジタルパワーの集中

デジタル格差とデジタルサービスの供給不足

国家の崩壊または破綻

社会保障制度や公共インフラ・
サービスの崩壊や欠如

社会的結束の侵食

不法な取引や経済活動の蔓延

物価安定化の失敗

雇用危機

著しいメンタルヘルスの悪化

慢性疾患と健康被害感染症の広がり

債務危機

長期化する経済後退

大規模な非自発的移住

国家間の紛争

テロ攻撃

誤報や偽情報

生活費危機

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

リスクの相互連関：社会的結束の侵食図1.9
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生した。2022年の１月から10月の間には、2021年の全期間
よりも多くの抗議行動が見られた45。

社会の二極化の影響は、成長の足かせとなるものから社会
不安や政治的分裂の深化まで、広範囲に及ぶ。また、二極化
の拡大が、民主主義の衰退とそれに伴うハイブリッド政権の
台頭に寄与していることが示唆され、世界の人口に対する独
裁体制国家の人口の割合は、2011年の５％から2021年に
は36％に上昇していると言われている。現在、自由民主主義
の下で生活しているのは世界の人口のわずか13％であるの
に対し、選挙による独裁体制の下で生活しているのは44％
である46。

社会的・政治的中枢の崩壊は、自己完結主義に陥るリスクが
ある。社会的分断は、国民の一方を活性化し、大衆に迎合し
た政治家の信念を貫くための短期的で、より極端な政策綱
領の採択を奨励させる。注目すべきは、非中道の候補同士、
役職間の争いは、接戦になることが多くなっていることであ
る47。2022年のブラジル大統領選挙は、左派の運動が復活
を告げていたが、ルラ大統領の勝利は1.8ポイント差と、ブ
ラジルが民主主義国家になって以来最も僅差の結果であっ
た48。このように、大多数の人々は、既存の社会的懸念や社会
不安が増長することで、次の期には指導者に疎外感と怒りを
感じる。これはソーシャルメディアによってさらに増幅され、
政治的関与と並行して、二極化と制度への不信感を増大さ
せる49。

「誤報や偽情報」は、共に社会的結束を侵食する原因であ
ると同時に、その結果でもある。ソーシャルメディアは、情
報や政治プロセスに対する信頼を不安定化させる可能性
があり50、地政学的に活動する工作員が自分と同じ意見が
集まるエコーチェンバー現象を通じて過激主義的な思想を
広め、選挙結果を左右するための有力なツールとなってい

る。GRPSの回答者によれば、短期的なランクは16位であり、
中等度の深刻度リスクと認識していた。人間が書いた文章
を模倣するボットから政治家のディープフェイク（人工知能
を用いた合成メディア）まで、自動化技術や機械学習技術の
普及に伴って、規制による制約や教育の取り組みは追いつ
いていけず、ソーシャルメディアの影響は拡大するだろう51。

二極化は社会的信頼を損ない、場合によっては、イデオロギ
ーの根底にある分断よりも政治指導者内の権力争いを反映
している52。多くの場合、重要な問題に関して二極化が固定
されることにより、政府は膠着状態に陥る。こうした選挙サイ
クルごとの政党間の「スウィング」により、長期的な政策見通
しの採用が妨害され、特に、今後数年間の困難で不確かな
経済見通しの舵取りにおいて、対立が激化する可能性があ
る。さらに、より民主的に堅牢な国家では、可能性が低いが、
アノクラシー（2.5章：デジタル主権で述べる、完全にデモクラ
シー（民主主義）でもオートクラシー（独裁政権）でもない中
間的な政治の形態）と、派閥主義の存在感が増加し、二極化
を急進化させる恐れがある。これは、脅迫的なキャンペーン
や政治的暴力、ヘイトクライム、暴力的抗議行動、さらには内
戦の発生を増加させる可能性がある53。

また、社会および政治の二極化は、グローバルリスクに対処
するための協調による問題解決の余地が、これまで以上に
狭められる可能性もある。イタリアでは極右政党が第１党、
スウェーデンでは第２党となる政権が発足し、中南米では左
翼勢力が復活している。国政選挙は、今後２年以内に、米国、
南アフリカ、トルコ、アルゼンチン、メキシコ、インドネシアな
どのG20諸国で実施される予定である。超経済大国におけ
る中道からかけ離れた指導者の選出、より「極端な」政策の
導入によって、同盟関係が分断され、グローバルな協力が制
約され、より不安定な力学へと移行する可能性がある。
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今後の展望1.3

今後２年間にリスクがどのように展開するかは、今後10年間
に影響を及ぼす。GRPSの回答者のほぼ５人に１人が、長期
的な世界の見通しについて楽観視しており、今後10年間は
一定の変動はあるものの、変動幅はそれほど大きくなく、比
較的安定した状態が継続または再来すると予測している（図
1.10参照）。しかし、半数強の回答者が、今後10年間で、段階
的な限界点と継続する危機が壊滅的な結果につながるか、
変動の激しさと軌道修正のばらつきを予想している。注目す
べきは、若い年齢層ほど将来への期待が大きく、40歳未満の
３人に１人の回答者が、時間軸が長くなると、中立的または
肯定的なスタンスに移行する。

近年のショック、特にウクライナにおける戦争と新型コロナ
ウイルスのパンデミックは、世界秩序の画期的な変化を反映
し、加速している。短期的に、より深刻なリスクは経済的・地
政学的な状況に構造的変化をもたらし、今後10年間に直面

する他のグローバルリスクを加速させることになるだろう。
また、現在の危機が重なることで、中長期的に発生するリス
クに焦点が当たらなくなり、自然や人間の生態系への負担
が増大する可能性がある。これらのリスクの中には、限界点
の一歩手前というものもあるが、より確かな未来を形作るた
めのチャンスもある。このようなリスクを理解することが不可
欠である。

次章では、今後の10年に向け、今日の危機から生じる懸念を
強調しつつ、グローバルシステムのレジリエンスと安定性を
損なうグローバルショックの可能性について考察する。

このような、「明日のショック」ともいうべき一連の新興リスク
については、今日の集団的注目と行動を共有することにより
軽減することができる。

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

図1.10

段階的な限界点と継続する危機が壊滅的な結果につながる
すべての経済・産業で変動が激しく、ショックが多発し、軌道修正の格差が広がる
若干の変動があり、場所によっては予想外のできごとがある
変動は限定的で、相対的に安定
グローバルなレジリエンスが回復することによる新たな安定性

２年 13% 69% 14%

2% 2%

10年 20% 34% 26% 11% 9%

短期的、長期的なグローバルな展望
「以下のどれがあなたの短期的（２年）・長期的（10年）な世界の見通しに近いですか?」
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グローバルリスク2033：
明日のカタストロフ（巨大災害）

2

過去の報告書で強調されたリスクが明らかになるにつれ、よ
り多くの注目とリソースが、将来のショックや危機となるグロ
ーバルリスクに向けられている。グローバルリスク意識調査

（GRPS）は、１年、２年、10年の時間軸を設定している。１章
では、現在および２年間の時間軸を取り上げ、現在進行して
いる短期的なリスクに焦点を当てた。本章では、第３の時間
軸である今後10年間に、最も深刻な影響をもたらすと想定さ
れるリスクに焦点を当てる。

GRPSの結果によれば、長期的なグローバルリスクの展望も
また、悪化していく環境リスクによって占められている（図
2.1）。より具体的には、気候および自然環境関連のリスクは、
今後10年間に顕在化すると予想される深刻度の上位10位の
リスクを占めている。「気候変動緩和策の失敗」と「気候変動
への適応の失敗」は、GRPSで初めて個別のリスクとして紹介
されており、地球規模で最も深刻なリスクランキング上位に
なり、「自然災害と異常気象」そして「生物多様性の喪失と生
態系の崩壊」がこれに続く。

2033年の世界2.1

1 気候変動の緩和策の失敗

2 気候変動への適応策の失敗

3 自然災害と異常気象

4 生物多様性の喪失と生態系の崩壊

5 大規模な非自発的移住

6 天然資源危機

7 社会的結束の侵食と社会の二極化

8 サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策
の低下

9 地経学上の対立

10 大規模な環境破壊や災害

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

長期的な（今後10年間の）グローバルリスクの深刻度ランキング図2.1

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

今後２年と今後10年の時間軸で比較すると、GRPSの回答
者の懸念が増加、減少、継続する分野が明らかになる（図
2.2）。グラフの右上は、短期的にも長期的にも最も深刻であ
ると認識されているグローバルリスクを示している。これら
は、世界的な懸念事項であり、ほぼ間違いなく注目されてい
る分野である。４つの環境リスクは、10年の時間軸の中で

は、数値が悪化しており、長期的にこれらのリスクが深刻化
することについて回答者が懸念していることを示している。

「大規模な非自発的移住」は、10年の時間軸の中では５位
に上昇するが、「社会的結束の侵食と社会の二極化」は、長期
的には深刻度が若干増すと認識されている。

明日のカタストロフ（巨大災害）Global Risks Report 2023January 2023
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長期的に見て深刻度が高いリスクには、「生物多様性の喪
失と生態系の崩壊」や「誤報や偽情報」などがある。テクノロ
ジーのリスクの中でも、グラフの左端に示されているように、

「デジタル格差とデジタルサービスの供給不足」と「フロンテ
ィア技術がもたらす意図しない成果」は、10年の時間軸で著
しく悪化すると予想されている。

また、「著しいメンタルヘルスの悪化」、「社会保障制度や公共
インフラ・サービスの崩壊や欠如」、「慢性疾患と健康被害」な
ど、複数の社会的リスクの数値も悪化している。これに対し、
「物価安定化の失敗」、「長期化する経済沈滞」、「重要な産業
や企業の破綻あるいはサプライチェーンの寸断」、「資産バブ
ルの崩壊」などの経済リスクは、10年の時間軸では、予想され
る深刻さがやや低下するとされている。

グラフの右端にある、現在の最も顕著なリスクである「生活
費危機」は長期的には深刻度が低下すると予想されている
ことを示している。中央に向けては、「大量破壊兵器の使用」
が一貫して深刻度のスコアを保ち、「国家の崩壊または破綻」
と「国際機関や国際協力の無力化」が悪化し、「国家間の紛
争」の深刻度が低下すると認識されるなど、時間軸における
地政学的リスクのスコアの傾向はまちまちである。

今回のレポートでは、経済、環境、社会、地政学、テクノロジ
ーの各領域で、新たに浮上または急速に加速し、将来の危機
となる可能性のある５つのリスクについて検討する。このよ
うなリスクを引き起こす要因と予想される影響を検証し、今
すぐ行動を起こすことで、その結果を回避し再構築するため
の機会について簡単に触れる。

短期的深刻度

長
期
的
深
刻
度

3.3 4.0 5.0 6.0

4.0

5.0

6.0

3.3

２年間および10年間の相互作用を持つリスクの深刻度図2.2

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。

フロンティア技術がもたらす
意図しない成果

デジタル格差と
デジタルサービスの

供給不足
テロ攻撃

資産バブルの崩壊

不法な取引や
経済活動の蔓延

重要な産業や企業の破綻
あるいはサプライチェーンの寸断

雇用危機

感染症の広がり

社会保障制度や
公共インフラ・サービスの

崩壊や欠如

生活費危機

地経学上の対立

社会的結束の侵食と社会の二極化

大規模な環境破壊や災害

債務危機

物価安定化の失敗

長期化する経済沈滞

国家間の紛争

国際機関や国際協力の無力化

気候変動の緩和策の失敗

気候変動への適応策の失敗

天然資源危機
大規模な

非自発的移住

サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

誤報や偽情報

著しいメンタルヘルスの悪化

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

自然災害と異常気象

慢性疾患と健康被害

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

高い
（深刻度）

高い
（深刻度）
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将来の危機となる可能性のある５つのリスクは以下のとお
りである。

• 自然生態系：気候変動に関連して増え続けるトレードオ
フおよびフィードバック（反応）のメカニズムにより自然
資本（水、森林、生物などの）に対するリスクが悪化し、元
に戻せない地点に来ている。

• 人間の健康：新型コロナウイルス感染症のパンデミック
の後遺症（社会的、経済的、健康的）により、医療システム
の慢性的なリスクのさらなる悪化。

• 人間の安全保障：非軍事化の崩壊と核保有国における新
興技術に対する脆弱性から、新興テクノロジーや新兵器

の開発によって複数の地域での紛争が生じる。

• デジタル主権：サイバーセキュリティ対策への侵害が進
化し、個人のデジタル主権が潜在的に侵食され、プライ
バシーが危機にさらされるリスクの増大。

• 経済的安定性：債務危機の拡大は、金融危機の影響に
留まらず、社会的サービスの崩壊をもたらし、世界的な
債務請求が発生し、社会的苦境に至る。

今年、新たに浮上した、あるいは急速に加速していると特定
されたリスクを全て網羅することは意図してはおらず、トピッ
クに特化した分析を示し、先制的な行動と注意を促し、他の
さまざまな将来のリスク領域に同様の分析を適用するため
の例となることを目的としている。

自然生態系：元に戻せない地点まできている2.2

生態系内および生態系間の生物多様性は、人類の歴史上、
他のどの時点よりも急速に減少している1。他の環境リスク
とは異なり、生物多様性の喪失と生態系の崩壊は、GRPSの
回答者にとって、短期的に差し迫った懸念とは見られなかっ
た。しかし、深刻度の認識は加速し、10年の時間軸では４位
まで上昇した（図2.1）。

人間による介入は、複雑で微妙にバランスを保っている地球
の自然生態系に悪影響を及ぼし、連鎖的な反応を引き起こ
している。今後10年間で、生物多様性の喪失、汚染、天然資
源の消費、気候変動、そして社会経済的要因の相互作用は、

危険な連関性になると予想される（図2.3）。控えめに推定し
ても、世界の経済生産の半分以上が自然に中～高程度に依
存しているとすると、生態系の崩壊は経済と社会に大きな影
響を及ぼすと考えられる。生態系の崩壊による影響には、人
獣共通感染症の発生増加、作物収穫量と栄養価の低下、武
力衝突の可能性を強める水リスクの増大、受粉のような自
然に基礎を置いた農業や食料システムに依存する生活の喪
失、そして湿地帯や沿岸のマングローブ林のような自然の洪
水防止システムの劣化による劇的な洪水、海面水位の上昇、
沿岸浸食の激化などがある。

慢性疾患と健康被害

天然資源危機

大規模な環境破壊や災害

生物多様性の喪失と
生態系の崩壊

気候変動緩和策の失敗

気候変動への適応の失敗

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

環境危機の複合化図2.3

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

凡例

自然災害と異常気象
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陸域および海洋の生態系は、世界経済と地球の健全化への
貢献度が過小評価されているため、多面的な危機に直面し
ている。唯一の要因ではないが、この潜在的な危機の中心
には、現在の危機から生まれる重要なトレードオフとフィー
ドバックメカニズムがある。大幅な政策変更や投資がなけ
れば、気候変動の緩和、食料不足、および生物多様性の衰退
の間の複雑な連関性により、生態系の崩壊が加速されるだ
ろう。

自然の喪失と気候変動の
指数関数的な加速 

自然の喪失と気候変動は本質的に相互に連関しており、一
方の領域の不具合はもう一方にも連鎖するため、ネット・ゼ
ロを達成するには、両方に影響を与えることのできる緩和措
置が必要になる2。温暖化を1.5℃、あるいは２℃に抑えるこ
とができない場合、自然災害、気温、降水量の変化による継
続的な影響が、生物多様性の構成と機能の両面で喪失の主
な原因となるだろう（図2.4）3。熱波や干ばつは、すでに生物
の大量死を引き起こし、2014年には、オーストラリアの猛暑
日１日で、45,000匹以上のオオコウモリが死んだ。一方、海
面上昇と豪雨は、種全体の絶滅を初めて引き起こした4。近
い将来においては、北極海の海氷、温水性サンゴ礁、陸域生
態系が最もリスクが高いことが判明しており、続いて森林、
昆布、海草の生態系がこれに続く5。

気候変動が生態系に及ぼす影響は、気候変動緩和効果をさ
らに制約する可能性がある。異常気象やその他の自然災害

の深刻さと頻度の増加、例えば森林の山火事などは、気候変
動に対する自然を基礎としたカーボンオフセットによる緩和
策などをすでに劣化させている7。加えて、さまざまな生態系
は、永続的で不可逆的な転化をすることで、気候変動の影響
を加速し、増幅させるリスクがある。例えば、森林伐採や永久
凍土融解により炭素吸収源の破壊が続くと、炭素貯蔵（土壌
と海洋）の生産性が低下し、これらの生態系が炭素とメタン
の“天然”排出源に変わる可能性がある8。近い将来のグリー
ンランドと西南極の氷床の崩壊は、海面水位の上昇と沿岸
洪水を引き起こし、また海洋生物の苗床である低緯度にあ
るサンゴ礁の死滅により、食料供給とより広い海洋生態系に
確実に影響を与える可能性がある。

食料安全保障と自然保護のトレードオフ

多くの専門家によると、土地利用の変化は依然として自然に
とって最大の脅威である9。農業と畜産だけで地球の陸地面
積の35％以上を占めており、世界的に野生生物が減少する
最大で直接的な要因である。３章：資源競争で検証するよ
うに、食料供給危機の進行は、陸上の生物多様性の保全と
回復に向けた取り組みと国内の食料安全保障とを相反させ
る。

特に人口密度の高い農業国では、自然保護活動と、自然を利
用したコベネフィット（相乗便益）において、効率的で収穫量
を重視した農法と収益的に対抗するには苦闘するだろう。食
料供給への現在の地政学的な圧力に対抗して、国内生産を
促進し、輸入依存を減らすという国家の誘引は、生態系保全

気候変動が生態系にもたらす影響図2.4

気候変動が原因であることへの確度

生態系の構造変化

生態系

種の生息範囲の変化 生物の活動周期（生物季節学）の変化

陸域 淡水域 海洋

世界全体

出典：
IPCC, 2022.6
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を犠牲にする恐れがある。農業生産技術は、それを利用する
余地のある国々では部分的な解決策を提供するだろう。例え
ば、世界の垂直農法の市場は、年平均26％成長し、2033年ま
でには340億ドルの規模に達すると予測されている10。こうし
た技術は、水や生物多様性に影響が及ぶ範囲が以前より小
さく、単位面積当たりの食料生産量を増加させるが、実際に
は、より炭素を消費する場合があり、いくつかの地域では露
地栽培を超える間接的な影響が及ぶ可能性がある11。

不確実性の高い経済の見通しを考えると、途上国と新興国
にとって、農業生産性を高めるための資金格差の解消には
困難が伴うと思われる。特にサハラ以南アフリカや東南アジ
アのような、多様な生物が密集する亜熱帯および熱帯地域
では、新たな開拓農地に対する需要により12、農業のための
森林伐採が継続され、生物多様性の危機はさらに増幅する
可能性が高いだろう13。このような地域の生物多様性と生態
系の保全は、無償融資や債務再編を通じて支援できる可能
性もある。気候変動にさらされている開発途上国のうち58
か国では、今後４年間に合わせて約5,000億ドルの債務留
保を一括して支払う必要があるが14、例えば、デット・フォー・
ネイチャー・スワップ（自然保護債務スワップ）の展開を拡大
すれば、生物多様性の保全と再生を目指すことができるとさ
れ、実際、エクアドル、スリランカ、カーボベルデはこの種の
債務再編を進めている15。しかし、この方法で可能なことは、
食料不足、生活費の上昇、政府歳入の減少という、より短期
的な課題に対してのみである16。さらに、先住民コミュニティ
は、こうした活動から不釣り合いなリスクにさらされることが
ある。「森林保全」は、先住民の土地保有を侵害することにな
り、かつては強制退去、さらには死亡者さえ出したこともあ
った17。

しかし、実際にはフィードバックメカニズムがあることを考
慮しなくてはならず、生物多様性は土壌、植物、動物の健全
性とレジリエンスに寄与し、それらの低下は食料生産量と栄
養価の両方に対してリスクとなる18。自然保護債務スワップ
のような債務返済方法は、森林破壊を促進し、食料価格を上
昇させ、その地域の生活を脅かし、食料関連の疾病や死亡
の一因になる恐れがある（2.3章：人間の健康を参照）。その
結果、大規模な非自発的移住につながる可能性もある。この
リスクは、本年のGRPS調査で初めて上位10位にランキング
入りし（図2.1）、グローバルリスク報告書2022年版では、４
章：移住に対する障壁で分析されている。

生態系と“グリーン”エネルギーの 
新たな戦場

クリーンエネルギーへの移行は、化石燃料に比べエネルギ
ーの二酸化炭素排出量を削減することから、気候変動の緩
和にとって極めて重要である。しかし、エネルギー安全保障
を追求するグリーンインフラの急速な拡大は、これらの技術
による自然生態系への依存とリスクが現在のところ十分に
理解されていないため、国内およびより広範な生態系に意
図しない影響を及ぼす可能性がある。再生可能エネルギー
のインフラは自然にとって有意義なことばかりではない。例
えば、風力発電所は海洋個体群と海洋環境の回復のための

「安全な移行」としては機能するが、この“グリーン”エネル
ギーは生物の生息地の喪失、騒音と電磁気の公害、外来種
の移入、動物の移動パターンの変化などの自然環境悪化を
引き起こす一因にもなり得る19。

再生可能エネルギー技術は、再生不可能な自然資本３章：
資源競争で検証するような金属や鉱物）にも依存している。
これらは、水圏と地圏から地球生態系の生息地を供給して
いる。また、違法な採掘に対してガバナンスが不十分な新興
国、あるいは環境・社会規制があまり厳しくない国々に集中
していることが多く、広範な自然破壊、地元コミュニティや先
住民族の生活の破壊が拡大する可能性が高い。ミャンマー
やコンゴ民主共和国におけるレアアースの採掘は、すでに
広範な森林破壊、絶滅危惧種の生息地破壊、水質汚染を引
き起こしており、人権侵害や民兵集団の資金調達との関連性
も指摘されている20。ボリビア多民族国やグリーンランドの
ような、自然に富んだ、あるいは生態学的に敏感な地域での
グリーンメタル採掘の拡大は、社会経済の発展と多様化を
提供する一方で、水位の上昇や生態系を破壊する可能性が
ある21。また、深海における採掘の進行も、重要な海洋生態
系に対する影響が未知であるため、重大なリスクを伴う可能
性がある22。

グリーン経済への移行に必要な規模と速度の両方におい
て、新しいテクノロジーを必要としていることは明らかであ
る。しかし、これらのテクノロジーの中には、自然生態系に新
たな影響を与えるリスクがあり、「フィールドテスト」の結果
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を得る機会は限られている。気候変動緩和の緊急性により、
厳しくないテストと手順を経た新しい技術の展開が促進さ
れている。人為的な排出量が十分に減少しない場合、あるい
は天然資源からの排出量が増加し続ける場合、炭素除去技
術の導入はネット・ゼロの世界を達成する為に必要不可欠
になるだろう。遺伝子編集による炭素吸収性の向上、炭素除
去のための地球工学23、太陽放射管理などはすべて、水害の
増加、食料における栄養素の「強奪」、疾病の再流行から太
陽圏による衝撃波面の形成や成層圏エアロゾル技術の武器
化に至るまで、将来に大きなリスクをもたらすだろう24。大気
圏、生物圏、水圏、地圏のテクノロジーによる「編集」に意図し
ない結果が発生し、偶発的な絶滅のリスクを高める可能性
がある。

今、行動すること

限界点を回避するためには、環境保全の取り組み、食料シス
テムの改革、自然を重視した気候緩和戦略の加速化、消費と
生産パターンの変革を組み合わせる必要がある。これには、
食糧、気候、エネルギー、生態系の相互依存関係を把握する
ための優れたデータとツールの活用や、優遇措置の再編お
よびガバナンス構造の改善などが含まれる。

このような方向への転換の兆しは見え始めている。2023年
後半に発足予定の「自然関連財務情報開示タスクフォース

（TFND）」のような、多国間および市場主導型イニシアティ
ブの認知度や影響力の高まりは、前向きな進展である。生
物多様性条約第15回締約国会議（CBD COP15）では、昆明・
モントリオール協定が結ばれ、環境に悪影響を与える補助
金制度の改革や、地球上の劣化した生態系の30％の回復な
ど、2030年に向けた新たな世界目標が設定された。こうした
重要なステップは、自然の喪失、食料生産量、エネルギー生
成、気候変動に関連するリスクが、単独では軽減することが

不可能なことを、国際社会が認識していることを裏付けてい
る。しかし、これまでの生物多様性や気候変動の目標に関し
て進展が限定的であったことを考えると、公共セクターおよ
び企業がすぐに行動に移せるかは未知数である。

気候と自然との相互関係は、エスカレーションの連鎖や不可
逆的なフィードバックのループを持つが、リスク軽減策の効
果を上げるために、この作用を同様に活用することができ
る。財政と技術能力のトレードオフの高まりの中、レジリエン
スへの投資は、複数のリスクに対する備えを構築するソリュ
ーションに焦点を当てなければならない。例えば、環境再生
型農業は、土壌中の生物多様性を回復させることで、大量の
炭素を貯蔵する可能性がある。

生物多様性の保全に焦点を当て、地域社会への適応とコミ
ュニティのレジリエンスが優先的に推進されることで、世界
的な気候変動の緩和に貢献できる。植林、マイクロ灌漑、ア
グロフォレストリー（森林農業）などへの土地管理方法の移
行は、異常気象に対するレジリエンスを高めるための低コス
トな方法である。マングローブシステムのような海洋生物多
様性の保護と回復は、国内の食料網の生産性と安全保障を
競合させず、むしろ強化することができる。また、地域の産業
や生計を支え、異常気象から保護することもできる。このよう
な対策はまた、炭素隔離や気候調整の強化、炭素クレジット
の形で開発途上国に収入源を提供するなど、地球規模での
コベネフィット（相乗便益）を生み出す。同様に、生物文化の
保全、先住民コミュニティによる管理、伝統的知識による食
料生産や栽培への統合などの実践を拡大することで、社会
経済と環境に二重の利益を提供することができる25。
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世界の公衆衛生への重圧はますます高まり、世界各国の保
健システムが目的に適合しなくなっている恐れがある。新型
コロナウイルスの流行により、抗菌薬耐性（AMR）、ワクチン
忌避、気候変動に起因する栄養疾患と感染症の広がりなど

（新型コロナウイルスが流行する前に発表されたグローバ
ルリスク報告書2020年版の６章 偽陰性：新たな危機に直
面する医療制度を参照）、心身の健康について絶えずつきま
とう不安と新たなリスクが、さらに増幅された。現在の危機
を考えると、暴力、貧困、孤独などのストレス因子の増加によ
り、メンタルヘルスが悪化する可能性もある。

また、「パニック・ネグレクト」サイクルのリスクも上昇してい
る。新型コロナウイルス感染症の話題性が薄れるにつれ、将
来のパンデミックや他の世界的な健康上の脅威に対する準
備が十分であるという自己満足に陥ってしまうのである。医
療システムは、医療労働者の意欲が燃え尽き、継続的な人手
不足に直面している中、財政再建のための関心と資源が他
に向けられる恐れがある。今後10年は、慢性疾患が背景にあ
る中で、感染症の大流行がより頻繁かつ広範に及ぶと、世界
中の疲弊した医療システムが破綻寸前まで追いこまれる危
険性がある26。

パンデミックの余波が及ぼす 
静かな健康危機

新型コロナウイルス感染症のパンデミックによって世界の
健康における成果が低下し、影響は長引いている。初期のエ
ビデンスは、新型コロナウイルス感染症発生が個人の生活
の質と職業的地位に影響し、欠勤と早期退職、労働市場の逼
迫、経済生産性の低下の一因となったことを示している。そ
の結果、生活の質の低下、利益の喪失や生産高の減少、医療
費支出の増加を反映し27、現在のコストが持続すれば米国で
およそ1,400億～6,000億米ドルのレンジから最大３兆7,000
億米ドル、オーストラリアでは年間50億オーストラリアドル
近い経済の打撃が推定され、また、パンデミックは、癌検診
や結核などの他の疾患から資金を流用し28、予防接種キャン
ペーンを実施した。ポリオのワクチン接種率は過去14年間
で最も低くなり、2021年にアフリカにウイルスの野生株が復
活した一因と推測される29。

新型コロナウイルス感染症の長引く影響以外にも、気候変
動や自然喪失が健康に与える潜在的なストレスの高まりは、
大気汚染や、多湿・猛暑日への曝露（熱による身体ストレス
の増加）から、洪水による安全な水と衛生設備へのアクセス
の阻害や水媒介性感染症の増加まで幅広い。都市化や土地
利用、そして自然環境の変化は真菌病などの病気の発生や

人間の健康：長引くパンデミックと慢性的な対応能力の課題2.3

再発を高めている一方で、地球温暖化はマラリアやデング
熱のような既存の感染症の感染に適した月数を増加させて
いる30。気候変動による食糧の生産減少に伴い、食糧の栄養
不良が悪化すると予想される。大気中の二酸化炭素濃度の
上昇は、植物の栄養不足を招き、さらにはがん、糖尿病、心臓
病、成長障害に関連が指摘されている重金属の吸収を促進
する可能性がある31。

疾病の原因が拡大することは、持続的な疾病負荷と相まっ
て、途上国と先進国においても同様に、健康への負担を増大
させる。過去10年間には、非伝染性疾患への移行が顕著で
あり（図2.5）、これは人口増加と高齢化に加えて医療制度の
遅れが関連している。その結果として生じる、死亡には至ら
ない機能的健康の喪失と障害の増加には重要な意味があ
る。医学の進歩により、人々は複数の疾患（糖尿病、高血圧、
心疾患、うつ病など）を併発しても生活できるようになった
が、その管理は複雑で高価なままである。人々が不健康な状
態で生きる年数が長くなり、近い将来に平均寿命がパンデミ
ックの影響を超えて持続的に伸びていく状況に直面するこ
とになるだろう。

注目すべきは、一部の疾病負荷は増加しているものの、すべ
ての健康関連リスクは、２年間と10年間のGRPSのグローバ
ルリスクランキングのほぼ下位３分の１に位置している点
である（図2.2）。「感染症の広がり」は、2022年のグローバル
リスク報告書では今後10年間に世界規模で最も深刻なリス
クとされた６位から、今年は27位にリスク認識が急落した。
さらに、GRPSの回答者のうち女性は、男性よりも一貫して健
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康関連リスクをより深刻に評価している。「慢性疾患と健康
被害」、「著しいメンタルヘルスの悪化」は、女性の回答者で
13位、14位、関連する「社会保障制度や公共インフラ・サービ
スの崩壊や欠如」は19位であったのに対し、男性回答者では
それぞれ23位、28位、27位であった。

リスクへの認識低下は、パンデミックによる疲労と、新鮮でよ
り目立つ危機へと関心が移る傾向によるものと思われる。し
かし、累積的な影響を及ぼす「静かな」危機は、一過性の壊
滅的な出来事を瞬時に上回ることがある。新型コロナウイル
ス感染症のパンデミックは、本報告書の執筆時点の世界で
約660万人の死亡が報告されている。この数字は、中国のコ
ロナ対策の３年に及ぶ厳しい規制が解除された後に、さら
に増加する可能性が高い33。比較すると、2019年だけで推定
495万人の死亡が薬剤耐性菌（AMR）によるものであり、これ
らのうち約127万人がAMRに直接起因すると考えられてい
る34。大気汚染は、同年にそれ以上の900万人の死亡者が推
定されており、この数字は世界の死亡者全体の６人に１人
に相当する35。３つのケースはいずれもデータの収集と分析
に限界があり、新型コロナウイルス感染症の結果は、迅速な
対策がなければさらに悪化した可能性もあるが、この比較
は、静かな危機が積み重なり、暴走して被害を生む可能性を
示唆している。

慢性的な対応能力に対する課題

疾病負荷が増大し、イノベーションにより医薬品の治療可能
領域が拡大するにつれ、医療に対する絶対的な需要は、慢
性的な対応能力の課題にぶつかっている。新型コロナウイ
ルス感染症のパンデミック対応により他の予防・治療サービ
スの提供を中断させた結果、病院や地域医療に滞りが生じ、
その解消が困難になる可能性がある。英国では2022年９月
時点で700万人以上（人口の10分の1以上）が緊急ではない
医療提供を待っており、国民保健サービスはスタッフの確保
が難しく、職場の10％が不足のままであった36。

インフレの継続や、経済の低成長または停滞により、政府が
支出に優先順位をつけて、より重要な社会的問題や安全保
障に対処しているため、医療機関は、予算削減や収入減、医
療品・労働コストの高騰による財政圧力が強まる可能性が
高い。新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより人員
不足が深刻になる前から、世界保健機関（WHO）は2030年
までに世界で1,500万人の保健医療従事者が不足すると予
測していた37。一部の医療機関では、経験豊かな従業員が疲
弊し燃え尽き、また職員や患者の安全に対する懸念から退職
し生産性が低下している。職員のスキルや職場のインフラの
格差は、適切な装備やサポートなしに解決しなければなら
ない課題にさらに対応能力が低下し、給与や人材配置をめ
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機能的健康の喪失図2.5
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ぐるストライキにつながっている。 

医療費のインフレ率は、多くの国でGDP成長率を上回る状
態が続くと予想されており38、扶養比率が上昇するにつれ、
労働人口に対する財政的な圧力は高まるだろう。米国は、人
口構成で最多いベビーブーマー世代が退職する前でさえ、
すでにGDPの20％近くを医療に費やしていた39。政府、保険
会社、また雇用主は、保険の補償範囲を制限し、個人の費用
負担割合を拡大することで、医療へのアクセスが低下し医療
そのものの利用が減退するかもしれない。多くの先進国や
途上国ですでに普及している２層構造の医療システムによ
り、高い支払い能力と意欲のある患者を対象とした収益性
の高い民間セクターに対し、貧しい人々は、ますます脆弱な
公的医療サービスに依存するという形に定着する可能性が
ある40。 

需要と供給のミスマッチが続くと、豊かな国々でさえ、医療シ
ステムの対応能力が徐々に弱まり、医療の質が損なわれ、医
療アクセスも縮小していく。脆弱な医療システムは、１つある
いは複数の壊滅的な事象によって急速に押しつぶされる恐
れがある。大規模なサイバー攻撃、戦争、異常気象、あるいは
新たな感染症や再発生した感染症の広がりは、複数の地域
で医療システム崩壊の引き金となり、あらゆる原因により死
者が突然急増する可能性がある。医療システムがさらに悪
化すると、社会全体の健康状態の低下、健康格差の拡大、経
済活動の鈍化、また、セーフティネットが崩壊して政治や社
会が不安定となる。

社会経済シンデミック（症候群）

脆弱な医療システムと相まって、「症候群」が増加するリスク
がある。これは政治的、構造的、あるいは社会的環境の中で、
市民全体の健康状態に影響を与える、同時発生的で相互に
増強する健康問題である41。この概念はHIV研究に長く適用
されてきた。つい最近では、新型コロナウイルス感染症のパ
ンデミックと慢性疾病の負荷との関連で考察され、社会的に
弱いコミュニティの罹患率と死亡率が高い42。同様のパター
ンは現在、システム全体で現れている可能性もあるだろう。
社会的、経済的、政治的状況の悪化は、風土病を助長し、社
会的に弱いコミュニティの健康状況を悪化させるという同
様のパターンがシステミックレベルで発生する可能性があ
る。

社会的な価値の不平等と対立は、教育、雇用、住宅、ジェン
ダー、移民、環境に関する規制の変更や格差を誘発し、その
中には特定の疾病に対して意図しない複合的な影響を及
ぼす可能性もある。例えば、LGBTQ保護の欠如は、医療を回
避させ、HIVに関する健康状態の悪化につながるとされてい
る43。現在の危機は、健康における結果や公平性を大きく損
なう恐れがある。慢性的な経済的ストレスと、暖房と食事の
どちらかを選択せざるを得ないなどの、生活必需品の制限

は、健康な人にも長期的な身体的、心理的影響を与える44。
公共機関への信頼の低下は、すでにパンデミック対策の効
果を低下させており、誤報や偽情報の増加は、ワクチン忌避
をさらに高める恐れがある。これはすでに、ポリオのような、
ある地方では根絶された病気の再発につながっている45。こ
うしたパターンは、社会的結束の侵食が明らかに増加してい
るため、強まる可能性がある（1.2章：社会の二極化を参照）。

地政学的緊張は、科学の新たな飛躍的進歩につながる共同
開発や成果の共有を制限し、薬剤耐性菌（AMR）のような常
に存在するリスクや新しいリスクに対処する各国の能力を
制限する可能性があるだろう。医薬品や医療品に適用され
る輸出規制は、人道上の危機を引き起こし、さらに、より重要
な資源、特に食糧をめぐる規制へと波及し、健康に対する複
合的な影響を及ぼす可能性も高い。医療アクセスの格差は
また、経済的不平等の結果として、国家間および国内で悪化
する可能性がある。例えば、個別化されたゲノム医療やプロ
テオミクス医療のような進歩は、慢性疾患や変性疾患を大
幅に改善することができるが、遺伝子治療のコストは200万
米ドルを上回ることがあるため普及には制約が生じるだろ
う46。国家の不安定化や紛争の増加は、援助の提供をさらに
制限し、ワクチン接種プログラムを混乱させ、医療従事者を
危険にさらすことになるだろう。これは、2022年にアフガニ
スタンでポリオワクチン接種従事者が殺害された事件でも
明らかである47。

今、行動すること

私たちは、繰り返す次代の健康危機に備え、今回苦労して得
た教訓を事前の対策に取り入れることが不可欠である。慢性
疾患による負担の多くは予防が可能であるため、公衆衛生
政策と介入に継続的に注力することで、国や地域レベルで
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大きな効果を挙げることができる48。公衆衛生の向上には、
健康を支える条件である良質な食べ物、クリーンな空気、安
全な住宅、社会的結束などを促進し、健康的な生活スタイル
を奨励することが政府と企業に求められる。

公衆衛生機関、医療提供者、および資金提供者は、医療シス
テムの部分間の相互作用および調整機能を向上させ、情報
の共有と対応能力を拡大することが、人々の健康を大きく改
善するための重要な役割となる。医療システムを長期的に
計画することは、政府が健康リスクをより適切に評価・管理
するのに役立ち、また、健康に直接または間接的に影響を及
ぼす政策（抗生物質の使用促進やAMRリスクを高める農業
政策など）を調整するのに役立つ。また、政府や企業は、新た
なリスクへ備えるために、リスク管理計画に健康という側面
を追加する必要もあるだろう。

並行して、複数の課題に直面している、国内および世界の医
療機関と医療システムを強化する必要がある。医療システム
は、虚弱し慢性的に疾患している人々に対して、疾病予防、早
期発見、の複合医療を費コスト用効率よく提供するための、
ケアシステム、人材配置、および資金調達モデルにおける革

新が必要とされている。例えば、テクノロジーによる対応能
力の増強、コスト削減のためのバーチャルおよび対面診療
の組み合わせなど、他のセクターが取り入れてきたテクノロ
ジーの進化とデジタル転換のメリットを享受することもでき
る。 

国を超えて公衆衛生を強化するための機会は存在する。特
に、パンデミックの監視と対策、科学的協調、そして気候変
動やAMRのような世界的に脅威となる要因の緩和などであ
る。現在のような地政学および安全保障的な検討事項に直
面した場合でも、健康に対するナショナリズムを避けること
が不可欠である。医療、医薬品、生命科学の分野における継
続的な協力と情報の流れは、新たな健康リスクに効果的に
対処するための知識と対応能力を支えている。

人間の安全保障：新たな兵器、新たな紛争2.4

GRPSの結果は、今後10年間経済戦争と情報戦争が、激しい
紛争よりも深刻な脅威をもたらすことを示唆している。今後
10年間では「地経学上の対立」と「誤報や偽情報」と比較して

「国家間の紛争」と「大量破壊兵器の使用」は、予想される深
刻度が低い（図2.2）。 

過去数十年は、史上最強な兵器が配備されず、世界の大国
間の直接的な衝突がなかったことが特徴付けられる。2022

年以前は、すべての地域で軍事化が低下しており、最近のデ
ータでは、過去15年間は世界平和度指数（GPI）における対
象国70％近くで減少が見られた49。2021年から2022年にか
けても、核兵器・重火器の保有量、軍事費、武器輸入量、軍事
要員の比率は低下した（図2.6）。しかし、同じ15年間で、暴力
的なデモ、対外紛争、激しい内戦などにより、世界は今もな
お平和ではない50。
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非軍事化の流れが逆行すると、潜在的にはより破壊的な規
模で、紛争のリスクが高まる。世界的および地域的な大国間
への不信と疑念の高まりは、すでに軍事費の優先化と核不
拡散の停滞を招いている。経済力、技術力、ひいては軍事力
が先進国以外の国々に拡がることにより、世界的な軍拡競争
に拍車をかけている。抑止力によって形成されたこれまでの
大国間のパワーバランスとは異なり、今後10年は、精密な攻
撃や紛争の拡大による荒廃が広がる可能性がある。

新しい軍事技術の推進者と体制 

2010年代は、世界の軍事費はGDPや政府予算と同程度に
増加した（国の歳出の５％、1990年代前半の12％から減
少）51。しかし、今日、世界の軍事費の対GDP比は、主に米国、
イラン・イスラム共和国、ロシア、インド、中国、サウジアラビ
アの支出増が要因となり上昇している。日本は2022年５月、
防衛予算を1,050億ドル（GDPの２％）に倍増する提案を発
表し、カタールは国境封鎖に対応し軍事費を2010年以降
434％増加させている52。ウクライナの戦争は、少数の重要な
地政学的プレイヤーによる非難と合わせ、NATO加盟国に軍
事費目標であるGDPの２％、もしくはそれ以上の達成につ
いて公約を促した。すべての加盟国がこの目標を達成すれ
ば、軍事費の総予算が実質７％増加することになる53。特に
研究開発に対する広範な防衛支出は、不安を高め、より高度
な兵器に向けた世界的および地域的な大国間の競争を促
進する可能性がある54。

民間企業は、軍事技術の開発をますます推進し、中でも半導
体製造、AI（人口知能）、量子コンピューティング、バイオテク
ノロジー、さらには核融合技術の進歩をもたらすと考えられ
る55。こうしたテクノロジーの多くは、一般向けで汎用的であ
るが、自律型兵器、サイバー戦争、および防衛能力を強化し、
軍事力の増強を可能にする。新興国のテクノロジーは、ライ
バル国の台頭を抑制するために、人材、知的財産、データ、
基盤技術（極端紫外線リソグラフィ装置など）や資源（重要な
金属・鉱物など）の国境を越えた流出に、国家による制限を
受けることが増えるだろう。2021年には過去数十年で最も高
い2.63％に達した世界の研究開発費により、投資が重点的
に強化されることでイノベーションが促進されるだろう56。こ
こには多くの推進者がいることは間違いなく（図2.7）、並行し
てイノベーションと相互運用可能な生態系が存在すること
で、研究が重複し、効率性を損なうだけでなく（市場環境が
厳しくなる前でさえ、多くの国々で技術の分断により最大５
％のGDPの損失をもたらすと推定されていた57）、リスクも拡
大する可能性がある。

軍事主導の関連分野のイノベーションは、個別化医療、予防
医療、気候モデリング、材料科学の開発など、経済的生産性
と社会的レジリエンスに連鎖反応をもたらす。国家間連合の
影響力は増大し、安全保障、投資、貿易、イノベーション、人
材、規格などの広い同盟関係を形成し、互いを緊密に結びつ
けるだろう。例えば、最近、オーストラリア、日本、韓国、ニュー
ジーランドが初めてNATOサミットに招待され、参加した59。
開発途上国が新しい軍事体制において安全保障を強化しよ
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出典：
IEP, 2022.

注
指標別グローバルスコアの変化率（2021～2022年）
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うとすると、大国の経済的・軍事的拡大に深く引き込まれる
ことになる60。しかし、グローバルサウス（南半球の開発途上
国）は安全保障や広範な技術進歩の代償を払うリスクもあ
る。例えば、デュアルユース（軍民両用）技術の普及は、利用
が制限されたり、高額な使用料を課せられたりして、世界的
な不平等が拡大する場合がある。

次世代技術とマルチドメイン紛争

新しいテクノロジーは、国家および国際的な安全保障に対
する脅威の性質を変化させ、従来の戦争の定義を曖昧にす
るようなマルチドメイン紛争を増加させる。「将来の戦場」と
対立方法は拡大し、陸、海、空、サイバー空間、宇宙空間を含
む（グローバルリスク報告書2022年版５章：宇宙空間の混
雑と競争を参照）61。一部の国では、対衛星および極超音速
兵器の能力がすでに実証されている62。指向性エネルギー
兵器は、今後10年で著しい進歩を遂げると予想され、人工衛
星、電子機器、通信、測位システムを無能力化する可能性が
あり、これらの兵器は、従来の軍備よりも費用対効果が高い
とされる63。量子コンピューティングはステルス技術で使用
する新素材を特定するために利用される可能性があり、サイ
バー戦と情報戦を展開して、情報操作から核防衛システムの
ハードウェアのハッキングまで、ますます高度化する軍事技
術の脆弱性をターゲットにする可能性がある64。

重要なことには、これらの技術は並行して出現し、世界の安
全保障に同時かつ複合的な影響を及ぼす可能性がある65。
強化された能力のテストや実演は、攻撃や核攻撃を誘発し
ないまでも、地政学的関係を不安定にし、軍拡競争を加速さ
せるだろう。軍拡競争はまた、これらの技術の開発と利用を
管理する規範、基準、安全プロトコルの開発と遵守を遅らせ
る。それにより世界の暗号化システムを不安定化させず、ま
た軍拡競争を加速させないで、量子コンピューティングのよ
うな分野を追求するための方法など基本的な問題が未解決
のままになるだろう66。その結果、民間企業による自主規制
が強まり、「殺人ロボット阻止」連合のように技術の軍事利用
に反対する消費者運動も高まるだろう。

核兵器の使用を制約する社会的・国際的な規範は依然とし
て高いが、低収量兵器や強力な防衛軍事技術の追求は、核
兵器がもたらす安全保障を損ない、微妙な戦略的バランス
を脅かす恐れがある。新興テクノロジーは、核武装した国々
を含む、攻撃に対する各国の実際の脆弱性を高めている67。
高度なセンシング技術は、特に量子コンピューティングによ
って一度、有効化されると、理論的には、移動式核兵器をリ
アルタイムに標的化して排除することができる68。より低収量
でターゲットを絞った核兵器の可能性は、すでに米国の「核
の傘」に対する現在の発動領域の有効性に疑問を投げかけ
ている。エスカレートする軍拡競争により、各国は抑止力を
強化するために、核兵器の先制不使用の原則を後退させる
可能性がある。

研
究
開
発
投
資
の
相
対
的
な
割
合（
％
）

2015 2020

0

5

10

15

20

25

50

40

45

30

35

20102005200019951990

米国

中国

日本
ドイツ
韓国
フランス
ロシア

出典：
Congressional Research Service, 2022.58

注
2000～2020年のグローバル研究開発における主要国の割合。グローバル研究開発には、OECD諸
国、アルゼンチン、中国、ルーマニア、ロシア、シンガポール、南アフリカ、台湾の支出を含む。購買力
平価で算出した割合。

研究開発の拡散図2.7
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これらの新しいテクノロジーは、レトリックと既存のガバナン
スメカニズムへの圧力を強めている。これにより、冷戦後初
めて世界の核弾頭の在庫が増加する可能性があり69、偶発、
誤算、あるいは意図的な衝突リスクを高め、壊滅的な結果を
もたらしかねない。核保有国は、引き続き兵器の近代化と新
しいタイプの運搬システムの開発を進めており、2022年末、
米国は、過去30年以上で初となる、核搭載が可能な新型戦
略爆撃機を発表した。2021年初頭に発効した核兵器禁止条
約は、核保有国を宣言している９か国すべての反対が続い
ている70。北朝鮮は2022年に弾道ミサイル発射数が年間最
多となり、ウクライナ戦争における発言もエスカレートしてい
る71。日本や韓国など一部の非核保有国では、核共有協定や
限られた状況下での核保有の可能性が提起されている72。イ
ランの核問題に関する「包括的共同作業計画」（JCPOA）の
復活交渉も行き詰っている73。米国とロシアはともに新戦略
兵器削減条約（START）の遵守を続け、軍縮は技術的に継続
しているが、全核兵器の90％を占める両国の使用可能な軍
事備蓄は2021年時点では安定したままである74。

不正行為の増加 

新しいテクノロジーにより破壊力が増した軍事兵器の拡散
は、より新しい形態の非対称戦争を可能にし、小国や個人が
国家レベル、世界レベルで以前より大きな影響を及ぼす可
能性がある。多くのデュアルユース技術で、財務、情報、イン

テリジェンスのしきい値が低くなっている。例えば、バイオテ
クノロジーの進歩により、小規模グルーブあるいは個人でさ
え病原体の創出が可能になる恐れがある75。スウォームイン
テリジェンス（群知能）を活用した低コストのドローンは、基
地や燃料タンクなどの高価値ユニットを攻撃するために使
用することができる76。最新のデータによれば、2017～2021
年の全武器輸出の87％を北米と欧州が占め、それに伴い中
国とロシアは減少しているという武器輸出国の統合が示唆
されている77。しかし、将来、市場がさらに世界各地に拡散す
れば、先進的な軍事システムがより多くの敵対勢力に共有さ
れる可能性が高まる78。

通常兵器、化学兵器、生物兵器、核兵器が低コストで不正行
為者に保有される可能性があるため、政府による「兵器の独
占」がさらに損なわれるだろう。これは、国家の脆弱性を拡大
し、国境を越えて波及する移民、汚職、そして暴力を助長する
可能性がある79。ドローンはすでにシリア、リビア、イエメンの
非国家組織で使用されており、ウクライナでは軍用・民間用
の両方のドローンが、正式な治安部隊や民兵組織、非戦闘
員に使用されている80。透明性や説明責任が限られているも
のの、船舶、商船、海上プラットホーム、港湾などの資産やイ
ンフラの保護のため、私設民兵や警備サービスへの依存も
高まっている。さまざまな安全保障上の状況においてこうし
た代理・混成・私設軍の使用は、紛争時、紛争後および平時
の環境における人権および国際法の違反に関連している81。

国家の崩壊
または破綻

社会的結束の侵食

大規模な非自発的移住

天然資源危機

地経学上の対立

国家間の紛争

大量破壊兵器の使用

テロ攻撃

誤報や偽情報

サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

国際機関や国際協力の無力化

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

国家間紛争の主な要因図2.8

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

凡例
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民間領域と軍事領域の区別はさらに曖昧になっている。こう
したテクノロジーは、社会機能を破壊する目的で、人々は直
接的な脅威にさらされている。これには、農業と水資源、金
融システム、公共安全保障、運輸交通、エネルギー、そして国
内・宇宙・海底の通信インフラなど、地域と国家の両方のレ
ベルで重要な資源やサービスの物理的・仮想的混乱が含ま
れる。「重要な情報インフラの故障・寸断」は、GRPSの回答者
に今後10年間で認識される深刻度の16位にランク付けさ
れたが、国家間の紛争との関係は強調されていなかった（図
2.8）。2022年は、ウクライナの通信サービス、金融ウェブサイ
ト、送電網などに対し一斉サイバー攻撃が行われた。また、
データの窃盗やディープフェイク技術も、難民、医薬品、食
料、救援物資の流れをターゲットに、サービスの利用を妨げ
ようと用いられた82。経済全体の重要な機能は、量子コンピ
ューティングに代表されるデュアルユース技術の飛躍的な
進歩によって、さらに侵食されるだろう。

今、行動すること

紛争のリスクが増し、紛争の関与も不透明性な国際環境で
は、大量破壊兵器の配備に対する部分的な抑止力（道徳性、
信用性、政治コストの共通概念）が弱まる可能性がある。既
存の軍事技術と新たな軍事技術の両方を対象とした、軍備
管理、軍縮、不拡散のための協定や規範の強化が、透明性を
確保するうえで不可欠である。これは例えば、重要インフラ
に対するサイバー攻撃がエスカレートして、標的を絞った自
律型致死兵器に置き換わるような、紛争の波及を制限するこ
とで、意図しないリスクを低減することもできる83。技術革新
が人類の社会経済的成果を向上させるために活用されるよ
う、適切なバランスを確保するためには、規範を確立するこ
とが不可欠である。

しかし、実効的な軍備管理の実現は、これまでよりもさらに
困難になるだろう。これらの技術の多くがデュアルユースで
あることを考えると、学術研究者や民間企業を含む、より幅
広い関係者の関与が必要となる。開発の速度は、グローバル
ガバナンスのプロセスを上回るスピードである。軍拡競争の
激化は、国際協力の妨げとなるが、新兵器技術の拡散と使用
管理するための規制は、国境を越えた国際協力によって初
めて達成することができる。第一段階は、主要な軍備管理問
題に関する合意には、戦略的に有益な価値があることにつ
いて、世界の大国がより強く認識するべきである。長期的に
は、各国の懸念を和らげ、不安定性と偶発的または意図的な
破壊のスパイラルを回避するために、この新たな安全保障
の状況に適応できるグローバルガバナンスの新たな戦略を
模索しなければならない。

デジタル主権：危機的状況にあるプライバシー保護2.5

高度化するAIアプリケーション、相互運用可能なエッジコン
ピューティングやIoT対応デバイス、自律的技術などのデジタ
ルツールは、今日の都市および重要インフラの機能を支え
ており、明日の危機に備えては、レジリエンスのある解決策
の構築において重要な役割を果たすだろう。しかし、デジタ
ルツールの発展はまた、既存の現実世界と急速に拡大する
デジタル領域を管理しようとする国家に新たな課題を生じ
させる。

GRPSの結果によれば、「サイバー犯罪の拡大とサイバーセキ
ュリティ対策の低下」は、今後10年間の最も深刻な上位10位
までのリスクに初めてランクインしている。グローバルリスク

報告書2022年版の３章：デジタル依存とサイバー脆弱性で
強調されたように、対象範囲の広域化を利用した、より過激
で高度な攻撃により、サイバー空間における悪意ある行為
が急増している。GRPSの回答者は、これを持続的な脅威で
あると同時に、他のリスクの強力な推進力であると考えてい
る（図2.9）。 

データ収集デバイスとデータ依存型AI技術の普及は、個人
の自律性に対する新たな管理へと道を開く可能性がある。
個人情報は、弱者差別や社会的統制、生物兵器に至るまで、
官民問わず、ますます悪用される可能性が高い84。
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デジタルパワーの集中

デジタル格差とデジタルサービスの供給不足

重要な情報インフラの故障・寸断

不法な取引や
経済活動の蔓延

国家間の紛争

テロ攻撃

誤報や偽情報

フロンティア技術が
もたらす意図しない成果

サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

リスクの相互連関：サイバーセキュリティ対策の低下図2.9
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個人のデジタルに対する自律性と主権に対する脅威はその
全てが悪意のあるものではない。しかし、データ量の大規模
化と分析の高度化が進み、たとえ民主的で規制が強化され
た体制であっても、合法的な法的メカニズムを通じて個人
情報が悪用されるリスクが高まり、人々のプライバシーに対
する権利85が弱体化する。プライバシーに対する法的侵害
は、治安への配慮、犯罪防止と対応、経済発展、健康状態の
改善などに起因する場合がある。個人情報や機密情報の守
秘義務は、社会と国家の保護と技術的・経済的優位性の両
方を獲得したい思いと、国家安全保障上の懸念から、ますま
す圧迫を受けている。

商業化されたプライバシー情報

個人情報に適用されるプライバシー権には、監視されない
権利と、監視される場合は情報の流れを制御する権利とい
う、２つの重要な要素が含まれている86。今後10年間に、収
集されるデータと新興技術が拡大するにつれ、個人の場合、
適切な匿名性や同意なしに、前例のないほど公共機関や民
間企業によって標的とされ監視されるようになるだろう87。

監視技術は、データを収集・分析するための新しい技術によ
って、ますます高度化している。例としては生体認証技術で
ある。プライバシーや移動の自由にもたらされる潜在的なリ

スクを認識し、一部の企業は顔認識の警察への共有を自主
規制し、またEUでは今後、公共空間でのこの技術の使用を
禁止しようとしている88。懸念は、感情を分析するための生体
認証技術の使用にも及ぶ。その他にも、すでに一般的にな
りつつあるモニタリングもある。チャットボットのような自動
化されたAIベースのツールは、効果的に機能させるため、大
量の個人データを収集する。パンデミック時に大規模な在宅
ワークへの移行があったことから、カメラ、キーストローク監
視、生産性向上ソフトウェア、音声録音などを用い、働く人々
の追跡が行われるようになった。こうした行為は、特定の状
況ではデータ保護法により許可されているが、以前のメカニ
ズムよりも細かに、さらに機密性の高いデータを収集する89。

ネットワーク化されたデータの普及により、厳格な規制によ
る保護にもかかわらず、官民両方に監視されている可能性
が高まっている90。私たちの生活が今後10年間でますますデ
ジタル化されるにつれ、私たちの「日常経験」は、インターネ
ット対応デバイス、インテリジェント化が進むインフラ、「ス
マート」シティを通じて記録され、商品化されていくだろう。
これは、ネットワーク化された監視の受動的、持続的な形で、
ターゲットプロファイルを作成するためにすでに利用されて
いる91。また、こうしたパターンはメタバースによってさらに
強化され、顔の表情、歩行、バイタルサイン、脳波パターン、
声の抑揚など、より機密性の高いデータを収集して追跡する
ことができる92。
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多くの市場において、データ保護政策が新たに強化されるこ
とを考慮し、サービスや製品の利用に関連する有益なデー
タの収集に個人が同意していることが通常である93。ただし、
データの収集、商業化、共有化が進むにつれ、１つの領域で
の同意が他のデータポイントと統合されたときは、意図され
たよりもはるかに多くのことがさらされる可能性がある。こ
れは、「モザイク効果」として知られており、再識別と属性開
示という２つの重要なプライバシーリスクを引き起こす94。
リサーチの結果、人口統計学上の15の属性を用いれば大量
に匿名サンプル化されたデータなどを含め、米国居住者の
99.98％を正しく再識別できることが示唆されている95。研究
者たちは、この理論を用いて、ストリーミングユーザーの政
治的選好を明らかにしたり96、または公的に入手可能な研究
データベースのDNAを無作為に選定された個人に照合さ
せ97、オープンデータセットから医療請求記録を個々の患者
にリンクすることができる98。

国際機関は、効果的かつ効率的な危機対応を支援するに
は、匿名化されたデータを相手国政府と共有が可能である。
しかし、結果的には、他のデータセットと組み合わせること
で、弱い立場にある難民や強制移住者の特定や追跡が可能
になったり、キャンプの位置や重要物資のサプライチェーン
に関する情報が漏洩したりする恐れがある99。人種、民族、性
的指向、出入国管理に関するデータは、いくつかの市場で合
法的に入手でき、程度の差こそあれ、再識別され、一般市民
の嫌がらせや虐待を可能にする。１つの例としては、スマー
トフォンの位置データの購入により司祭の性的指向が取得
され、宗教出版物によって発表された100。

データ対応のアノクラシー

プライバシーの権利は絶対的なものではなく、国家安全保
障を目的とした政府の監視や予防的な取り締まりとトレード
オフの関係にある。しかし、データ監視の可能性は、機密情
報へのアクセスが適正な手続きや透明性なしに得られるこ
とを示唆している101。場合によっては、同意を必要とするデ
ータ保護法が、個人通信および位置データの電子監視に対
する法的保護を事実上放棄することがある102。

米国では、個人データが限定的な規制で公開市場で集計・
販売されており、これは、警察が令状や開示なしにGPS位置
データを購入することができることを意味する。例えば、理論
的には、警察はナンバープレート自動認識データ（民間およ
び公共機関の両方が取得）を使用して、州外で行った妊娠中
絶を起訴することができる。このため、グーグルは関連する
施設を訪れるユーザーの位置データを自動削除すると発表
した103。民間企業が採用している暗号化メカニズムを弱体
化するための政治的な規制圧力も高まっている。これは特
に、テロリストの捜査に関連しているとはいえ、現在行われ
ている民間人のデータセキュリティに広く影響を与える104。

個人データ悪用の可能性は、デジタル著作権の実績が不十
分な国、規制保護の枠組みが不十分な国、あるいは権威主
義的傾向がある国に居住する個人ユーザーにとって、特に
問題となる。活動家の動きを追跡するためのスパイウェアの
使用など、政治的な動機による暴動を阻止するためのデジ
タルの抑圧は、すでに中東において重大な人権侵害を引き
起こしている105。最近の報告では、アフリカにおいて有権者
登録、顔認識を伴うCCTV、SIMカードの登録義務化、難民登
録など、生体認証プログラムの急速な拡大を起因としてデジ
タル主権侵害の可能性が強調されている106。多くの新興国
がスマートシティ計画を目指すにつれ、機密性の高い市民
データの収集は、管理と保護が不十分であれば、社会を危険
にさらす可能性がある107。

機密データとその不正使用による安全保障上の懸念は、政
府によって十分に認識されている。各国は、非同盟国による
機密データの収集と保有を制限するため、データローカラ
イゼーション政策をより広範に導入し、研究協力に対する規
制を強化し、電気通信、監視機器、モバイルアプリケーション
を含む特定の市場において一部の外資系企業を禁止してい
る108。しかし、国家安全保障の名の下に、このデータが乱用
される可能性については、あまり注意が払われていない。個
人のデジタル主権に対する緩慢で合法的な侵食は、例えば
報道の自由を損なうことを含め、社会的統制や民主主義の
侵食が、広範囲に意図しない結果をもたらす可能性がある。
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イノベーションと安全保障の 
トレードオフの高まり

個人データは生産の重要な要素であり、データの収集とフ
ローは、社会的に有益な用途においては経済生産性（自動
化を含む）を向上させるイノベーションの促進に不可欠であ
る109。AI（人工知能）をはじめとする新興技術の、より広範で
革新的な応用には、官民双方の業界横断的なデータ集約を
必要とする。データの種類によっては、その集中化と統合性
は、健康における成果がバイオテクノロジーの進歩に伴い
向上するなど、経済に競争優位をもたらす可能性がある110。
しかし、政府はプライバシー侵害による潜在的な被害と、新
興技術のより急速な開発による利益とのバランスに、ますま
す苦慮するだろう。

同時に、少数の民間企業に個人データの集中が進むことに
対処するため、政府は、EUによる最近のデータ空間と市場
に関する規制を反映して、公共機関と民間企業の双方から
のオープンデータ政策をますます推進していく可能性があ
る111。このような研究目的のための公的データ信託の創設
などの政策は、国内の企業と産業、および同盟国にも影響を
与える可能性がある。これは、イノベーションがより広範に普
及する利益を受けるかもしれないが、はるかに大規模なプ
ライバシー侵害が可能なため、リスクも拡大するだろう。プ
ライバシー情報はこうした協定に強い影響を及ぼすだろう。
米国政府は最近、米国の諜報活動を含め、大西洋を越える
データの流れにセーフガードの強化を約束している112。

しかしながら、これらのデータセットの多くは、プライバシー
対策を強化した最近の技術開発である、合成データ、連合学
習、差分プライバシーのようなものでさえ、依然として再識
別の脅威にさらされている可能性がある113。リサーチの結
果、生体データやDNAシーケンシング（塩基配列決定）のよ
うな機密性が高いデータベースやテクノロジーは、すでに
攻撃に対し脆弱性が示唆されている114。地政学的環境が不
安定であり、サイバー戦争の管理する規範が限定的なことか
ら、機密性の高い健康データの管理は一貫しておらず、大量
の個人データは、サイバー犯罪者のとって有利なターゲット
となる。生体情報やゲノム情報の大規模な窃盗がどのような
結果をもたらすかは不明だが、標的型の生物兵器を可能に
するかもしれない。

今、行動すること

国ごとの地方・州レベルでデータポリシー体制が断片化さ
れたパッチワークのようになっているため、個人の当初の同
意時には考えられなかった方法で、データの偶発的・意図的
な乱用のリスクが高まる。政策を国レベルで調和させること
により、個人の適切な保護を確保しつつ、効果的でシンプル
な国境を越えたデータ共有メカニズムを実現し、イノベーシ

ョンが推進させる。

個人情報および機密情報について分類法、データ基準、およ
び法令上の定義付けをより一貫的に定めることは、重要な
成功への である。こうした枠組みは、大規模なデータセッ
ト、オンラインソーシャルネットワークの普及、およびスマー
トシティの実現におけるIoTの普及により、個人や産業デー
タの曖昧性を起因としたデータ駆動型の推論によって活用
し得ることを認識すべきである115。例えば、ある企業は、購入
履歴に基づき医学的病状を推論するターゲット広告に対し、
最近、EUの一般データ保護規則（GDPR）により罰金を科され
た116。

データ損失に対する過去の厳しい罰金も、サイバーセキュリ
ティ対策へ費用対効果に対する評価を変化させるのに役立
っているが、データが侵害した場合の措置、損害、および補
償に対する個人の権利については、依然として問題が残っ
ている117。企業は規制の遵守以外に、データの収集や利用に
関する倫理を考慮し、風評被害を最小限に抑えることが義務
付けられる。さらに、サイバー攻撃の増加とデータ関連法の
両方の強化により、個人データの自主的な廃棄と破壊がより
優先事項となり、データストレージの必要性を最小限に抑え
るという環境上の相乗便益がもたらされる可能性がある。ま
た、政府はデータ漏洩やプライバシー侵害に対処するため
の緊急時対応能力を開発し、影響を最小限に抑える必要が
あるだろう。
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金利が低下するにつれて公的債務が増加し、ソブリン債危
機の脅威が高まっている。各国の政府は低い資金で将来の
成長に投資を行い、苦境に陥った金融システムの安定化の
ために、パンデミック時には大規模な財政支援をし、現在の
生活費危機から家計や企業を守ろうとした。しかし、高水準
の債務残高は、厳しさが増す経済情勢のもとでは持続でき
ないかもしれない。金融政策の急速かつ広範な正常化は、米
ドル高とリスク心理の低下を伴ってすでに債務脆弱性を高
めており、この状態は長期にわたり続くと思われる。

世界的な規模のスタグフレーションは、歴史的に高水準の
公的債務と相まって、重大な結果を招く可能性がある118。よ
り緩やかな着地であっても、債務に縛られた外交とさらに不
安的な再編は、債務危機のリスクや債務不履行のリスクさえ
も高め、システム上さらに重要な市場に広がり、世界経済を
麻痺させる危険性が高い。さらに、比較的秩序立った財政再
建であっても、人的資本や開発への支出に影響を与え、最終
的には、どのような形であれ、次の世界的なショックに直面
にした時に、経済や社会のレジリエンスを脅かす可能性が
高い。

債務価格の上昇

2022年の先進国の一般政府債務総額はGDPの112％に達し
たのに対し、新興国および途上国の場合はGDPの約65％で
あった119。しかし、1.2章：経済後退で述べたように、一部の途
上国や新興国は、金融引き締め政策と経済情勢の悪化の影
響をいち早く、そして最も激しく受けている。例えば、ガーナ
は最近IMFとの間で30億米ドルの救済に関する合意に達し、
ザンビアは2023年初めに150億米ドルの対外債務の再編
を目指している。2023年に予想されている広範な世界的不
況120は、インフレや金利の上昇を抑制する可能性があるが、
短期的には収支の危機を高め、中長期的には信用リスクの
発生の可能性がある121。新興国の銀行は、自国の公的債務
の保有比率が高く、銀行、家計、年金基金にも危機が波及す
る可能性がある122。債務不履行のリスクが高まっている大規
模な新興国には、アルゼンチン、エジプト、ガーナ、ケニア、チ
ュニジア、パキスタン、トルコが含まれる123。

下振れリスクは高く、再び世界的なショックが起これば、より
深刻で長期的な経済的混乱をもたらす可能性がある。スタ
グフレーションは、依然として多くの国々にとって深刻なリス
クである。ウクライナにおける戦争や新型コロナウイルスの
長引く影響といった現在の危機は、依然として、労働力、エネ
ルギー、食糧などの基本的な要素に影響を与えている。主要
な労働市場の逼迫が継続している状況は賃金インフレを悪
化させる可能性があり、消費者物価のインフレを抑えるため
には、失業率を実質的に上昇させる必要があるかもしれな

経済の安定性：世界的な債務危機2.6

い。供給主導のインフレが長引けば、成長が鈍化する中でさ
え、金利上昇に伴う苦痛が大きくなり、その結果、ハードラン
ディングによる債務危機がさらに拡大する可能性がある。メ
キシコ、南アフリカ、ポーランドなど、システム上、重要な新
興国や途上国の経済は、今後数年間で危機に直面し、金融
的な相互リスクが高まる可能性がある124。

国際通貨基金（IMF）が警告しているように、財政政策と金融
政策の間の誤調整は、危機をさらに悪化させ、予想外の市場
にも波及する可能性がある125。中央銀行の独立性に対する
疑問は市場の期待を低下させ、インフレ抑制のための財政
政策に対抗した金融介入は、長期的な経済後退のリスクを
高めるだろう。2022年９月の英国の危機的状況は、起こり得
る不安定性の一例である。英国の公的債務に対する支払利
息は、2023年３月期決算で過去最高の699億ポンドを上回
り、1,204億ポンドに達すると予想されている126。イングラン
ド銀行は政策金利を2021年12月の0.1％から2022年12月に
は3.5％に利上げしたが、英国政府の財政刺激策に対する市
場の反応に対抗するため、９月には量的緩和プログラムへ
の緊急介入を余儀なくされた127。世界的なショックがなけれ
ば、先進国においても、市場の「拒否権」によって財政拡大が
ますます制限される128。

債務の新しい地政学

現在のところ、世界の公的債務総額に対する債務不履行の
比率は、歴史的には非常に低く、1980年代のピーク時よりも
はるかに低い水準が続いている（図1.6）。しかし、これは部分
的に、公的債務の絶対額の増加を反映している。IMFの緊急
融資が過去最高となり、特別引出権（SDR）が6,500億米ドル
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配分されたにもかかわらず129、現在、54か国以上が債務救済
を必要としている。これらの国々は世界経済の３％未満であ
るが、世界人口の18％を占め、極度の貧困に暮らす人々の
50％以上を占めている130。危機の伝播と資本逃避の拡大に
対する恐れにより、債務の持続可能性を弱体化させる低所
得国がますます増える可能性がある。債務不履行の規模は、
実現可能な再編の程度に影響し、一部の債権国は、自国の
財政余力の逼迫と国内需要の増加により、十分に譲歩した
条件でも苦境にある国家を救済することを快諾しない可能
性もある。開発支援と経済力の掌握を継続するために、海外
開発援助から融資へ転換する可能性もある。これは、債権国
のコストは低いが、債務国の負担を悪化させ、将来、より大き
な債務不履行が相次ぐリスクを増大させる。

実現可能な債務再編の規模だけでなく、再編の複雑さ、お
よびグローバルな協力の必要性が、債務不履行をどの程度
抑えされるかを決定する（図2.10）。債権者は準政府機関や、
商品取引業者、生産者などの民間企業にまで広がる。この拡
大は新たな資金調達手段となったが、国際機関や「パリクラ
ブ」をはじめとする国家債権者と民間企業との間の救済の
調整は、今後も再編の試みを複雑化させるだろう。例えば、
現在、チャド、エチオピア、ザンビアの３か国のみが、G20債
務措置に係る共通枠組の下で措置を行っている。これは難
しい地政学的要素や経済的力学におけるに透明性の欠如
を反映している131。

裕福な経済国の二国間介入することへの要請は高まってい
るが、おそらく長期的には地政学的緊張が高まるだろう。中
国は多くの低所得国にとって大規模な二国間債権者となっ
ており、いくつかの推計によれば、世界最大の公的債権者と
なっている132。中東や米国などのエネルギー輸出国もまた、
中期的にはこのギャップを埋めるのに有利な立場にいる。
新たなソフトパワー（軍事力や経済力などに拠らない外交）
によるアプローチと債務に縛られた外交よりに、地域や世界
の政治的な境界線は引き直され、通貨ブロックが促進され、
その結果、サプライチェーンが経済同盟を反映するように変
化する中で、途上国への圧力を悪化させる可能性がある133。
この傾向は、債務によって開発途上国が大国の軍事的拡大
に引き込まれ、安全保障の力学を不安定化させる可能性も
ある（2.4章：人間の安全保障を参照）。

しかし、公的債務不履行の件数が増加するにつれ、債権国
や企業は、システム的に重要な銀行、年金基金、国家債権者
を含め、債務の影響を受けることが増えるだろう。また、民間
企業や国有企業を含め、他の国内債務の脆弱性と相互作用
して135、集約的なリスクを高め、先進国や大規模な新興国で
あっても支払能力に圧力がかかるだろう。経済的に重要な
国における公的債務の不履行は、世界的規模で壊滅的な影
響を及ぼすシステミックなリスクの拡散をもたらす恐れがあ
る。
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出典：
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注
債務支払猶予イニシアティブ（DSSI）72か国のうち68か国に対する債権者別の二国間政府債務。

公的債務の構成図 2.10
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迫り来る投資不足

世界的な危機がなくても、中南米とサハラ以南アフリカに
おける1980年代の「失われた10年」は、通貨の急速な下落、
生産崩壊、生活費の危機、貧困の急増など公的債務不履行
から起こりうる経済危機や人道危機の実例である。失われ
た10年の前半に債務不履行に陥った41か国は、１人当たり
GDPが危機以前にまで回復するのに平均８年を要した136。
債務危機と再編は投資にも影響を与える。GRPSの結果によ
れば、債務危機のリスクは、長期の時間軸においては、認識
されている深刻度が低下するが、社会保障制度や公共イン
フラの崩壊・や欠如はより深刻になる。生産性とレジリエン
スを持続させることに資金を供給する能力は、世界的レベル
と国レベルの両方の経済的または政治的力学によって阻害
されるだろう。

先進国は将来の優先課題に投資に関して自律性をより多く
持てる一方で、途上国は債権者の需要に倣う可能性がある。
これは、公共財やインフラへの支出を含む、社会的ニーズが
高い分野から、資金が流失する可能性があることを意味す
る。新興国と途上国の経済は、自然災害による財政コストの
増大だけでなく、グリーン移行や持続可能なインフラにGDP
のより高い割合を支出する必要があり、他の公共支出や公
共サービスにも連鎖的に影響を与えるだろう137。対照的に、
先進国はインフレ圧力の制約の範囲内で産業政策の強化な
ど、経済発展のためにより利用しやすい資金を活用しエネ

ルギー転換を支えることができるため、各国の格差は広がっ
ていく。新興国と途上国に必要な財政再建は、歳出削減にも
大きく依存することから、低所得者や社会的弱者が利用でき
る社会的保護は削減の対象になりやすく、その結果、各国内
では社会的不安や政治的不安とともに貧困や不平等が拡大
する可能性が高い。

しかし、構造的に異なる低成長や低投資経済の時代におい
ては、先進国でさえもトレードオフが必要になるだろう。失
業率の増加、社会不安と政治的分裂、テクノロジーの変化に
よるブルーカラーとホワイトカラー双方の雇用変動が、長期
的な資本支出より経常支出の優先順位に影響を及ぼす一
方で、安全保障への配慮から、中期的な社会や環境開発の
ための財政余力が少なくなる可能性もある。その結果、投
資の優先順位が下がり、途上国と先進国を問わず公共イン
フラや公共サービスの衰退が進む可能性がある138。2020年
以降、低・中所得国の約５分の２で教育費が平均13.5％削
減され、わずかな回復もあったが、2022年には再び減少し
た139。2.3章：人間の健康で述べたように、パンデミックによ
る長引く経済、教育、医療の過重負担は、公共システムの対
応能力を引き続き弱めている。先進国においては高齢化が
進み、一部の途上国においては急激な人口拡大による複合
的な圧力に直面している。これは、ゆっくりと広がるリスクで
あり、その影響は本質的に捉えにくく、遅れて表面化し、累積
的であるが、他のグローバルリスクの影響を軽減するために
非常に重要な役割を果たし、人的資本と開発力に全体的な
影響力がある。
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注
債務支払猶予イニシアティブ（DSSI）72か国のうち68か国に対する債権者の種類別の一般政府債
務。
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今、行動すること

より広範囲な金融の安定を阻害するようなリスクを認識す
れば、時宜を得た多額の債務帳消し、脆弱な国々の開発振
興の回復を加速させ、将来の債務不履行の発生頻度を低く
させるだろう。民間企業は、より強力な法的保護を備えた新
規債券の発行や、保険金額復元契約、および価値回復商品
など、さまざまなメカニズムを通じ債務再編に参加するイン
センティブを得ることが可能となる。価値回復商品は、コス
タリカ、アルゼンチン、ギリシャ、およびウクライナにおける
GDP連動債券のように、債務国における将来の発展から民
間債権者が利益を得られる仕組みになっている140。

より包括的な債務再編の補完的なメカニズムとして、開発の
ための債務取引の展開が増加する可能性があり（2.2章：自
然生態系参照）、特に気候変動に前向きな適応に関連し、気
候変動への曝露と債務の脆弱性との相関関係を解消させる
ことに役立つ141。ただし、これは単に環境上の懸念に限定さ
れるべきではない。2022年には、医療、教育、中小企業を対
象とした資金調達の債権（ソーシャルボンド）の発行額はす
でに７倍の1,480億米ドルに達している142。債務スワップは、
特定の目的以外の財政余力を生み出さないかもしれない
が、SDGに連動した条件付きのものは、特に、評価損や条件
付補助金など、他の形の財政支援が見込みにくい国に対し
て、債権者が債務救済を検討する意欲を高めるかもしれな
い143。

最後に、次の危機を緩和させるために、同じ程度に債務を倍
増させることは難しいだろう。まだ債務危機に瀕していない
国々に対して、より積極的なアプローチをとることは、公的債
務の影響によるシステミックなリスクを緩和するのに役立つ
可能性がある。同時に発生する危機として債務危機、気候変
動、食料安全保障を認識することにより、これらの危機への
対応方法を、脆弱な国家が利用できるよう柔軟性と譲許性
を拡大した融資の形態に統合することができる。特に、気候
変動に関しては、債務負担全体を増大させる融資のみに依
存するのではなく、助成金も含めたパッケージに期待が高ま
っている144。また、二国間や多国間のリスク引受けは、民間
資本の流入を可能にすることができ、IMFのレジリエンス的
で持続可能的な信頼性（RST）のような、民間資本を呼び込
むことができる長期プロジェクトへの支援も重要である145。
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資源競争： 
浮上する４つの未来

3

１章と２章では、現在、今後２年間、および今後10年間の時
間軸で新たに浮上または急速に加速しているリスクに注目
し、現在進行しているリスクや次の世界的なショックになる
可能性のあるリスクについて分析した。しかし、こうした、現
在と将来のリスクは、相互に作用して「ポリクライシス（複合
危機）」を形成することもある。これは、複合的な影響を伴う
連関するグローバルリスクの集合体であり、その結果、複合
的な影響が各リスクの和を超える1。

シナリオ・プランニングは重要な因子が予期せぬ形で相互
作用し、予想外の結果を招くことがあるため、ポリクライシス

をより適切に予測する有用なツールとなり得る。本章ではこ
のことを念頭に置き、前章までに概説した新たなリスク間の
連関性が2030年までにどのように進展するかを検証する。
本年度のレポートでは、天然資源の供給と需要に関して、相
互に連関する環境、地政学、および社会経済リスクの潜在的
なリスク集合体である資源競争を検証する。目的は、すべて
のシナリオを網羅的に概説することではなく、ポリクライシ
スが引き起こされる可能性のある、未来のリスクを特定する
ための、体系的なアプローチを提示すること、今日求められ
る、より良い備えとリスク緩和の取り組みの、枠組みを提供す
ることである。

予想される「ポリクライシス（複合危機）」3.1

資源競争：浮上する4つの未来

ポリクライシス： 
天然資源、気候、協調

3.2

拡大する天然資源の需給と 
供給のギャップ

近年のサプライチェーン危機は、伝統的な戦略分野におけ
るレジリエンスの必要性を強調している。食糧、水、エネルギ
ーといった最も基本的な生活必需品への安価で確実なアク
セスは、社会の重要な機能を支えている。2022年前半のデ
ータは、現在の危機が近年の発展を逆転させる不安を引き
起こしている。2022年には、深刻な食料不足に直面している
人々が世界中で2019年から推定で２億人増え、電気を利用
できない人々は、パンデミック前の水準と同様の推定７億
7,400万人となった2。1.2章：生活費危機で述べたように、基
本的な生活必需品の供給危機により、国家が極めて不安定
になり、脆弱性を露呈して、生命の喪失、広範な暴力、政変、
非自発的移住につながる可能性がある。

食糧、水、重要な金属・鉱物に対する需要が高まっている。こ
れは、2030年までに85億人に達すると予想される右肩上が
りの人口増加3と国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成
を同年までに果たすための社会経済高度化への圧力など、
さまざまな要因を反映している。世界の食糧消費量は、低・

中所得国に集中し、今後10年間に年率1.4％で増加すると
予測されているのに対し、生産量は年率1.1％の増加だと予
測されている4。ある試算では、2030年までに水の需要と供

Global Risks Report 2023January 2023

グローバルリスク報告書2023年版   55



破壊に至る を握っている協調と
気候変動への対応

2030年までの時間軸において、協調・協力そして、気候変動
への対応という２つの重要な因子が、天然資源の需要と供
給を均衡と、それに伴うポリクライシスの規模を決定する。

（1）国境を越えた資源の流れを可能にするグローバルな協
調の程度（2）天然資源の供給と低炭素化への移行速度に及
ぼす気候変動の影響である（コラム1）。
この２つの軸を合わせると、2030年の４つの未来仮説が導
きかれる。

• 資源協力―天然資源の不足による危難：グローバル規
模の協力によって可能になる効果的な気候変動対策と
柔軟なサプライチェーンによって、気候変動が食糧生産
にもたらす影響は大きく緩和される。しかし、水資源と金

属、鉱物の不足は避けられない。物価の高騰は、パリ協
定の野心的な目標にもかかわらず、気候変動の緩和を
遅らせ、より広範なバリューチェーンにインフレ圧力を
加える一方で、水不足は、途上国における健康と人道上
の危機を強めるものの、比較的抑制されている。

• 資源制約―困窮が拡散する危険性：現在の危機が注目
を集め、気候変動への対応を遅らせ、たとえ各国が可能
な限り天然資源制約に対処するとしても、最も脆弱な国
々は飢餓とエネルギーショックにさらされる。対策をし
ない場合、資源協力シナリオで経験する水と鉱物の不足
は、より広範なリスクに対する乗数として作用する。開発
途上国では、貿易、政治的安定、経済成長に反する世界
的な混乱とともに、気候変動の物理的結果によって食糧
や水が影響を受けることから、複数の資源不足を要因と
した人道上の危機が発生する。

重要な産業や企業の破綻
あるいはサプライチェーンの寸断

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

環境破壊や災害

地経学上の対立

国家間の紛争

生活費危機

天然資源危機気候変動の緩和策の失敗

自然災害と異常気象

気候変動への適応策の失敗

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

天然資源のポリクライシス図3.1

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

凡例

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

給ギャップは40％になり、国によって需要は劇的かつ不平
等に増加する5。安全で再生可能なエネルギーと関連するイ
ンフラの継続的な拡大は、重要かつ有限な金属や鉱物の需
要を急激に高めるだろう6。グラファイト、リチウム、コバルト
のような資源に対する年ごとの需要は絶対的に見ても大き
く、2050年までに2018年生産水準の450％に達すると予想
されている7。

天然資源をめぐる新たな需要と供給の懸念は、すでに警戒
が高まっている。GRPSの回答者は、「天然資源危機」とこれま
での章で特定した、他のリスクとの間には強い関係と双方向
の作用があることを確認し（図3.1）、中期的に進展する恐れ
があるポリクライシスとして指摘している。
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• 資源競争―資源自給自足化の危険性：高所得国におい
ては天然資源供給への不信感から自給自足が後押しさ
れ、食糧と水に対する競争はある程度緩和されるが、国
家間の格差は拡大する。国の介入は供給量に最も集中
する、重要な金属や鉱物で、これらの資源は供給不足や
価格競争など、業界全体のビジネスモデルの変革につ
ながる。資源の需要は変化し、鉱物資源の豊富な国と乏
しい国の間で新たな国家間連合の形成や既存の連合
の分裂が促進される一方で、偶発的、あるいは意図的な
紛争の危険性がエスカレートする。

• 資源管理―資源戦争の危機：資源競争で述べた金属や
鉱物の武器化と並行して、地政学的力学は、気候変動に
起因する食糧や水不足を悪化させる。その結果、複数の

資源を原因とした、まさに地球規模の危機が発生し、飢
餓と水不足による難民を含め、範囲も規模も他の未来シ
ナリオを上回る広範な社会経済的影響がもたらされる。
地経学上の対立は広範囲に及んでいるが、より攻撃的
な国家間の衝突は、人々の基本的な生活必需品の供給
を確保するための数少ない手段のひとつとなるだろう。

各シナリオにおけるポリクライシスの性質を考慮すると、環
境および社会経済における、さまざまな長所と短所に直面
する。次の項では、現在直面している危機の進行に備え、そ
れを防ごうとするビジネスリーダーや政策立案者に役立つ
よう、網羅的ではないが、例示的ではある中期的な未来を概
説する。

2030年までに直面する可能性のある４つの未来を描くた
めに、地経学上の対立と気候変動対策の速度という２つ
のグローバルな要因を用いた。これは、リスクの進化とそ
の相互作用に基づく潜在的な影響を考慮したものである

（図3.2）。

まず、1.2章：気候変動への対応の停滞で述べた「気候変
動への適応の失敗」および「気候変動緩和策の失敗」の潜
在的リスクと、これらの失敗が結果としてどの程度影響を
もたらす可能性があるかを、連続的に探求する（y軸）。

• 気候変動対策の加速化：気候変動対策、およびそれ
に伴う資金調達とイノベーションが優先される。2030
年までに、より急速なエネルギー転換や他の気候緩
和の取り組みがなされ、気候変動、自然の喪失、自然
災害と異常気象が地球規模で持続的に拡大するが、

未来の枠組みコラム１

その影響はおおむねよく管理される。

• 気候変動対策の遅れ：環境・社会・安全保障のトレー
ドオフにより、気候変動に対処するための注力と資源
の優先順位付けが遅れる。2030年までに、気候の変
動からインフラと人々を守るために必要な適応策へ
の進展は十分に進んでいない、もしくは、効果的では
ない。気候変動緩和策の遅れと相まって、自然生態系
への継続的なダメージと、財政的、人道的影響が上昇
する。

並行して、天然資源の需要と供給ギャップの大きさは、
国家が主要資源の安全保障を強化しようとするための
メカニズムが反映されるだろう。1.2章：地経学上の戦
争の項で取り上げた「地経学上の対立」の進展によっ
て、どの程度資源不足の状況が作り出されるかについ
て、連続体（x軸）の両端を検討し考察する。

• 地経学上の協力：関連する二国間および多国間のメ
カニズムや大国間の開かれた対話、大規模であるが
常に成功するとは限らない経済協力や貿易協力を特
徴とする。貿易条件と国家補助に関する確立された原
則は尊重される。

• 地経学上の対立：世界的または地域的な大国間でハ
ードやソフトの経済・産業・技術力を広範囲に行使す
ることによる直接的・間接的な衝突。グローバルな経
済や貿易問題に関する協力は限定的で、協調や同盟
関係は崩壊・麻痺する。

気候変動対策の加速

気候変動対策の遅れ 

地
経
学
上
の
対
立

地
経
学
上
の
協
力

資源協力資源競争

資源管理 資源制約

天然資源のポリクライシス：
未来の枠組み

出典：
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この未来では、2030年までにより広範で劇的な気候変動の
影響を受けるが、準備は出来ている。
資本、知的財産、技術革新は、国境を越えて比較的自由に行
き来する（x軸）。
多国間および市場主導のイニシアチブは、将来の災害に対
する気候対策と気候緩和策（y軸）への迅速な移行を支援す
るため、さまざまな資金調達メカニズムおよびイノベーショ
ンの共有に対する制限が解除される（ｙ軸）。
政府は、世論の圧力に応え、気候変動が社会的脆弱性に与
える影響を弱めるために、他の社会的および安全保障上の
懸念ととともに適応（場合によっては緩和）に向けた支出を
広く優先してきた。この資源協力の未来では、食糧生産の規
模拡大は国際的な資金と技術の流れに支えられ、食糧供給
不足は柔軟なサプライチェーンにより抑えられている。マイ
ナス面の影響は、取引や需要が拡大しつつも、創出が難しい
資源である、水や重要な鉱物に集中している。

気候変動に起因する農業生産性の低下に対しては、多くの
国々でさまざまな対策がとられ、気候と自然に基づいた対策
が、食料システムを再生可能で気候変動に強く、かつ健康的
なものに転換することに役立っている。
データや技術が世界的に共有されることで、脆弱な地理的
状況下でも洪水や干ばつに強い種子の使用など、より効果
的な先制的適応策を講じることが可能となる。環境の悪化は
水産養殖や漁業を脅かし続けているが、自然を基礎とした
適応策により国内の食料ネットワークが強化されている（2.2
章：自然生態系を参照）。

脆弱な労働力やコミュニティへのリスクの偏りは減少し始め
ている。継続する気候変動ショックの負担は、目的に合った
金融商品で資金調達し適応策によって部分的に相殺されて
いる。こうした金融商品には、気候に基づくインデックス保
険、気候関連のローン商品、保証付きクレジット、そして異常
事象が起こりやすい地域からの適切に管理されたリスクベ
ースの撤退などが含まれる8。自然災害に起因する供給ショ
ックは、市場主導の柔軟なサプライチェーンによって速やか

に吸収され、世界的な食糧不足は緩やかな下降傾向を続け
る。

気候に適応し、地政学的に協力的な世界でも、天然資源の
不足というリスクは残る。ウクライナでの戦争の結果、安全で
再生可能なエネルギー源に対する強い要求と、近年のネッ
ト・ゼロ目標への新たな切迫感を反映し、地理的に集中して
いる重要な金属・鉱物に対する需要は劇的に増加している。
ほとんどの鉱物には十分な埋蔵量があるにもかかわらず9、
このように急激な需要の増加は、供給の拡大で対応すること
が困難であることを証明している。資源の不足は当初、限ら
れた調査と多額の必要資金に起因していたが、その後、価格
の上昇により、経済的または技術的な理由で採掘不可能と
考えられていた鉱床を対象とする企業が現れて生産規模を
拡大する。

しかし、生産までのタイムラグを考慮すると、重要な天然資
源不足は依然として短期的・中期的に懸念とされる。さらに、
環境上の懸念から、いくつかの先進国や新興国、または欧米
に本社を置く多国籍な鉱業会社は、自国内の採掘が制限さ
れているところもある。
投資家、請負企業、そして一般市民による厳しい監視は、承
認プロセスの長期化と、環境や社会基準の厳格化に繋がる。
たとえば、2020年代初頭以降、ポルトガルにおけるリチウム
採掘の拡大は、環境承認の必要から大幅に遅れ、カナダとオ
ーストラリアにおけるプロジェクトは、先住民族コミュニティ
に関連する懸念により遅れ、また、米国国内では稀少種のソ
バの存在により主要地域における採掘が制限されている10。

物価の上昇が、より広いバリューチェーンに沿ってインフレ
に影響を及ぼすことを、資源競争の項で詳しく述べる。これ
により、一部の国や多国籍企業は、重要な鉱物や金属の供給
を確保、および多様化し、採掘とそれに伴う排出量を削減す
る手段として、循環型経済への転換に向けた取り組みの加
速が奨励される。産業界は、政府と将来に目を向けた協力を
行い、規模拡大のために必要な補助金、政策の枠組み、規格
と認定、そして循環型社会に特化した能力を確立する11。一
部の市場では、需要を減少させるとともに、金属や鉱物の回
収の可能性と実際の回収量の両方を拡大させるため、ビジ
ネスモデルの転換が進められており、将来の需要と供給ギャ
ップを部分的に緩和する。

こうした取り組みと野心的な気候変動への目標継続にもか
かわらず、資源価格上昇と不足は、短期的にはグリーンエネ
ルギー転換の勢いを鈍化させている。自国内に鉱物や金属
資源のない低所得国では、グリーンエネルギーインフラによ
る気候変動緩和策の約束が一部未達成であり、エネルギー
を確保するため、炭素集約型エネルギー源に戻すことを検
討している国もある12。

2030年の４つの未来3.3

資源協力―天然資源の不足による 
危険性 
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水供給能力の拡大も同様に制約されている。都市や地方の
自治体、および各国政府は、頻度や深刻さを増す干ばつや、
食糧生産における水資源の使用量の増大に対処するため、
水の監視、効率化、および生産に関する対策に優先的に取り
組んでいる。水は依然として多額の補助金を受けているが、
価格設定により需要を抑制するとともに、雨水利用や豪雨に
よる雨水流出を含む、水の効率的で再利用可能なソリューシ
ョンへの民間企業や家庭からの投資を奨励している。価格
統制を、産業用の水に限定している国もあれば、広く国民全
体に適用している国もあり、インフレや生活費への圧力、不
安をさらに助長している。しかし、水の需要と廃棄物の大幅
な減少でさえ、気候変動が最も影響を受ける地域における
水資源にもたらす影響には追いついていない（図3.3）。海水
淡水化や浄化などのメカニズムによる供給規模の拡大は、
地理的、経済的理由から国によって異なる。一部の国では水
の安全保障が引き続き脅かされており、衛生や健康への危
機、都市部への移住、国内避難民、非自発的な移住による地
域的な影響が増大する。

資源制約― 
困窮が拡散する危険性

水ストレス
なし（0～25％） 危機的（100％超）低（25～50％） 中（50～75％） 高（75～100％）

出典：
FAO, Aquastat database, 2022.13

注
主要河川流域（基準年2018年）別の水ストレスレベル（SDG 6.4.2）。これは、（a）３つの経済セクター
（農業、サービス、工業）で使用される総淡水資源取水量と、（b）既存の環境サービスを支えるのに
必要な水量を差し引いた後の再生可能な総淡水資源量との比として算出されている。

図3.3 主要河川流域別の水ストレスレベル（2018年）
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この未来は、2020年代初頭に強い逆風があったにもかか
わらず、2020年代後半には地経学上の協力が再開し、世界
貿易の活発化と気候変動に対する協力（x軸）に資源協力が
反映される。しかし、気候適応策と技術革新に対する国内資
金、ひいては全体的な投資は、競合する優先順位、プロテク
ション（補償・保険）ギャップの拡大、災害復旧の継続的なコ
ストなどを考慮すると、これまでの気候変動による影響（y
軸）に追いついていない。このような未来では、国際的な協
調があっても、最も脆弱な国々における食糧、水、エネルギ
ーの三重の不足に対処することはできず、気候に起因する
困難と貿易や政治、経済の不安定性が拡大する。

適切な対策がない場合、水資源の利用可能性は今やすべて
の地域で懸念されている。融雪、氷河融解、地下水の利用可
能性は減少しているが、世界の陸域の10％では、同じ場所で
極端に高い河川流量と低い河川流量が増加している。1992
年の「越境水路及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約
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（水条約）」および1997年の「国際水路の非航行的利用に関
する条約（水路条約）」から、二国間および地域協定まで、こ
れらの水資源を管理する多国間メカニズムへの広範な関与
を通じて、地政学的協力が継続されている。
しかし、水ストレスは、他の重要な資源の不足を助長する乗
数として作用する。効果的な適応策がない場合、農業生産
性は、気候変動によって深刻な影響を受け、地域間で影響
度が異なる。気温、気象パターンの変化、乾季と雨季におけ
る極端な降水量、および昆虫や病害虫の分布の変化によっ
て、収穫量と栄養価が低下している14。米国の農業生産高は、
米、トウモロコシ、大豆、小麦の生産量減少により、全体的に
減少した15。ロシアの農業生産高は、同国南部の最も生産性
の高い地域で減少しており、土壌の生産性が低い北部の耕
作地拡大と十分なバランスは取れていない16。気候変動によ
り、中国では米、小麦、トウモロコシの収穫量が８％減少し
た17。集中的な保全と回復に取り組まなければ、海洋の温暖
化と酸性化により水産養殖と漁業の大幅な減少が起こり、最
も気候変動にさらされている国では、食料安全保障だけで
なく、生計も脅かされるだろう。

高緯度、高所得のハイテク諸国は、気候変動による影響が抑
制されているか、食糧と水の安全保障の課題に対処するた
め迅速なイノベーションを活用しているため、比較的影響
が少ない18。自由なグローバルサプライチェーンは、食料生
産レベルへの全体的な打撃を分散させるのに役立ってはい
るが、最も資源需要が不安定な国は、債務危機と気候変動
という２つの長引く危機に脆弱な国々である。こうした国々
は、10年前に資本逃避が拡大したことと、環境適応策のため
の財政余力もなく（1.2章：経済の沈滞を参照）、水ストレスや
土壌条件の悪化により、人口増加の需要に見合った食料生
産の拡大ができず、輸入依存度がさらに高くなる。

また、グリーンエネルギー供給にもリスクがある。水不足の
地域で重要な金属や鉱物を採掘している企業は、操業の頻
繁な中断や閉鎖に直面するか、生活用水と直接競合しない
水源への投資を余儀なくされ、資源協力で述べたように、部
分的に水不足を助長させている。このことは、物価をさらに
上昇させ、グリーンエネルギーインフラの展開を減速させ

る。また、深刻な熱波と干ばつが頻発することにより、バイオ
燃料、水力発電、原子力などのグリーンエネルギー源は、定
期的な減産を余儀なくされ、中には、座礁資産になる危機に
瀕しているものもある。ブラジル、南アフリカ、中国、ドイツ、
米国など多くの国では、電力供給が短期的に不安定になっ
ていることから、代替エネルギー源へ移行する動きが強ま
る。

地政学的なショックや制約がなくても、食糧、水、エネルギー
に対する継続的な価格圧力は、資源の不安定な国々におい
て生活費危機を長引かせ、賃金ストライキ、暴力的な抗議活
動、国家の不安定化を招く。また、社会経済的影響は先進国
にも広がり、エネルギー不足と水不足が組み合わさることに
より、部分的な脱工業化のリスクが生じている。貿易の水上
輸送の停止や遅延は、以前より頻繁に世界のサプライチェー
ンを混乱させており、道路や鉄道輸送に圧力をかけ、世界の
経済成長を鈍化させる19。資源の不安定な地域にある半導
体製造などのエネルギーや水を大量に消費する戦略的産業
は、新たな地政学的ホットスポットとなり、紛争の可能性や
長期化のリスクが高まる。

資源競争― 
資源自給自足化の危険性

この未来では、2030年までに気候変動対策が加速されてい
るが（y軸）、世界の大国は主要資源の自給自足を目指してい
る一方、多くの新興国と途上国は資源不足のリスクにさらさ
れたままである。地政学的対立の高まりは、地理的に最も集
中している資源、すなわち金属と鉱物（x軸）に焦点が当てら
れている。

資源協力の項で述べたとおり、地政学的環境の悪化を見越
して、食料生産の自給自足は、その余裕のある国において拡
大される。食料生産量は、作物の遺伝子編集などの技術によ
って向上し、たとえ技術に関する多国間協力がない国でも
部分的に向上した。既存の農地の生産性、食生活の変化、食
料ロスや廃棄物の削減に一層重点が置かれ、生産性を満た
す手段として活用される。一部の国は、農法、土地利用、およ
び食料システムの効率化により、食料安全保障と生物多様
性の問題を切り離すことができ、その一環としてこれまで持
続不可能な生産と消費によって浪費されていた世界の食料
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生産の33％に改善の兆しが見える。

これにより、多くの先進国において食料生産量が全体的に
向上したが、その恩恵は広く共有されておらず、国家間の食
料安全保障の水準は大きな開きがある。世界規模でタンパ
ク質類の貿易がある程度、継続しているにもかかわらず、食
料不足と価格上昇は、社会経済的に弱い階層、そして途上国
と新興国、中でも国際的な支援がない中で食料生産量を拡
大することができない国々に最も大きな打撃を与える。これ
には、アフリカ、中南米、小

しょう

島
とう

嶼
しょ

開発途上国（SIDS）、および南
アジアの一部が含まれ、多くの国々が、債務、人口増加、気候
変動という三重の危機に10年近くにわたり直面している。世
界的な貧困、気候変動に影響されやすく生活破綻、栄養不良
や食生活に関連した病気、国家の不安定性や非自発的移住
がすべて増加し、1.2章：生活費危機の項で述べた不安定性
や人道的危機が長期化し、拡大する。

重要な金属や鉱物は、生産国が地理的に集中しているため、
地政学的対立の重要な要素である。これらの資源は、再生
可能エネルギーの回収、貯蔵、効率化に不可欠であるだけ
でなく、技術的、軍事的な用途を含む他の幅広い産業用途
にも活用され続けている（図3.4）21。インジウムは、タッチス
クリーンやソーラーパネルに使用され、リチウム化合物は、
製薬業界で使用されている。コバルトには航空宇宙で使用
されるほか、グリーン水素製造の触媒としても関心が高まっ
ている。バナジウムは、原子炉、宇宙船および航空母艦の鋼
合金としてだけでなく、産業全体で蓄電池の材料として使
用されている。その結果、地政学的な対立が悪化し、地理的
に閉塞が進むグローバルサプライチェーンの脆弱性が露呈
し、資源協力の項で述べた需給ギャップは、この資源競争

の未来ではさらに深刻となる。例えば、米国は、2020年代前
半には、ガリウム、天然黒鉛、インジウム、バナジウムを含む
14種類の重要な鉱物について、100％の純輸入に依存して
いた22。当時、中国は、前述の４つを含む32の戦略的鉱物の
うち16種類を生産し、世界の総生産高のそれぞれ98％、82
％、58％、66％を占める主要生産国であった23。

これらの戦略的資源は、再軍備化（2.4章：人間の安全保障を
参照）に向けた動きとともに、2020年代後半には経済戦争
における主要な要素のひとつとなっているだろう。多くの国
が財政上の優先順位が他にあるにもかかわらず、可能な場
合には、国内での採掘によって供給の多様化を試みており、
資源協力で概説されている環境上の制約に直面している。
特に資源の埋蔵量が限られている国では、加工と精製を増
化目標に置いている（図3.5）。特に輸入に依存する国のレジ
リエンスは、能力が強化された分が余剰人員の解雇につな
がり、主要な資源の備蓄が供給危機を悪化させた。先進国
だけが機会費用を捻出できるインバウンド投資審査は、外
国からの干渉を最小限に抑えるため、鉱業や関連産業に拡
大されている。
他の国々はカナダの例に続き、国家安全保障への脅威を理
由に、特定の外国企業に鉱山投資の引き上げを命じた24。し
かし輸入に依存する国々では、選択肢が限られているため、
これらの資源へのアクセスを確保する手段として、中南米や
アフリカの新興輸出市場への国家主導の投資をますます増
加し続けている。

同盟圏の重要性と影響力は高まり、各国は資源の安全保障
を求める中で、国内または、「信頼される」サプライチェーン
を構築し、優遇するようになる。多くの金属・鉱物はその地理

出典：
Leruth, et al. 2022.20

注
最大の生産国と消費国のみを表示。

図3.4 重要な金属と鉱物の連関性

サプライチェーンの構図：主要生産国と主要消費国
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的分布から、ある程度の相互依存性が確保されている。たと
えば、ブラジルは、リチウム、レアアース、およびニッケルの
生産規模を拡大しているが、精製は他国に依存したままであ
り、銅やコバルトなど他の資源については近隣諸国に依存
している26。EUとカナダは、原材料に関する戦略的パートナ
ーシップを継続しており、重要な鉱物プロジェクトの開発と
資金調達以外に、関連技術に関する協力合意の範囲が拡大
している27。

しかし、資源に関するナショナリズムはまた、既存の同盟関
係にも亀裂を生んでいる。エアバス社とボーイング社の争い
の発端となったような、国内の鉱工業や加工業を強化する
ための国家補助適用をめぐる事態が発生した。また、WTO
において国家安全保障を理由とした適用除外が拡大してい
ることにより、多国間の貿易メカニズムは崩れ、自国のレジ
リエンスと安全保障が貿易の優位性と効率性よりも優先さ
れるため、地政学的対立のへ対処が非効率になる。二国間
メカニズム（二国間が相互利益のために直接協力すること）
が、紛争の主要な手段として重要性を高める。

地経学上の対立や価格変動によって人為的に拡大した資源
不足は、バッテリーや半導体のような関連製品を含め、多く

オーストラリア

ブラジル

アルゼンチン オーストラリア チリ 中国 その他

中国 マダガスカル

モザンビークタンザニアインド、3%
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キューバ コンゴ民主共和国 インドネシア モロッコ、1% その他ロシア
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出典：
IEA, World Energy Outlook Special Report: The Role of Critical 
Minerals in Clean Energy Transitions, 2022, US Geological 
Study, Mineral Commodity Summaries (various), 2022.25

注
図中の１％は、１％以下を意味する。

図3.5 重要な金属・鉱物の埋蔵量

の産業のサプライチェーン全体に波及している。地政学的な
同盟を反映して、サプライチェーンの短縮化が継続する。国
家による介入は、さらに一般的かつ厳格になり、政府は優先
される産業に利用可能な資源を直接的、間接的に割り当て
る計画を立てる。メキシコの訴訟に倣い、主要な金属や鉱物
に関連する資産の再国有化を行っている国もある28。多くの
企業が、産業横断的な競争の激化に適応を迫られている。た
とえば、テスラは米国にリチウム精製所を建設したが29、オフ
テイク契約の増加により、直接投資と垂直統合が急速に進
み、競争力規制に対して新たな課題が生まれた。

インドネシア、モロッコ、ボリビア、アルゼンチン、チリのリチ
ウム・トライアングルなど、多くの途上国や新興国は、官民
両セクターともに、この契約増加による恩恵を受ける。しか
し、こうした国々は、大国が貿易、投資、技術提携を通じて支
配力を行使し、競争国によるアクセスを制限しようとする中
で、綱渡りが必要だった。これにより、国有化の進展と合わ
せ、OPECに類似した鉱物輸出国の組織であるOMECの創設
につながった30。資源のニーズの高まりによって成長への道
が開かれた国もあれば、資源が重視されるあまり「オランダ
病」現象が引き起こされ、汚職、不平等、暴力、人道上の危機
が増加した国もある31。
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特に国境地帯や人類共有資源において、資源をめぐる不法
行為や、激しい紛争へ偶発的または意図的に発展するリス
クが増加する。鉱物に対する輸出制限は、国際海域、極地、宇
宙における採掘に関連するものを含め、新たな探査区域を
監督するより広範な国際的なガバナンスと執行メカニズム
への圧力が高まる。新たな鉱物資源の探索が海洋に及ぶに
つれ、各国による海洋管轄権はますます議論の的となってお
り、係争中の領土の割合は増加する32。

資源管理― 
資源戦争の危機

この未来では2030年までの、気候変動適応策への投資は、
気候変動による影響（y軸）に追いつかない。同時に、地政学
的力学により、天然資源危機は購入の危機から入手の危機に

（x軸）変化し、一部の国を除いて、連鎖的に経済、環境、およ
び人道上の危機を生み出し、またその他の国でさえ、国境を
越えた影響を受け続ける。この象限の未来では、結果として
生じる社会経済的影響の範囲と規模は、他のすべての象限
の未来を上回り、国家介入はさらに積極的になることで、経
済的対立により、生活必需品の供給確保が必要な事態まで
に拡大するだろう。

資源制約により、購入可能な価格と実際の価格による不平
等が広がる。資源競争を反映し、食料生産の供給国における
自給自足は拡大されているが、イノベーションと資金調達の
共有が限られているため、農業における全体的な生産性向
上の限界点はすでに過ぎている。気候変動適応策に対する
効果的な政策、資金調達、技術支援がないため、社会経済的
に低いコミュニティや国々は、現在の生産成長を維持させる
ため、作物選択の変更や土地利用パターンの大規模な転換
に頼っている33。農業は、世界の有害な排出量をさらに増加
させる大きな要因となる。農作物や放牧のための土地の開
墾は森林破壊につながり、家畜の増加は、非常に強力なメ
タンを含むさらに多くの排出をもたらす。集中的で非効率的
な農業経営は、土壌劣化、水ストレス、汚染、生産能力の低下
をさらに悪化させている。これにより、特に生物資源に直接
依存する分野において、より広範な国内のトレードオフが生
じ、経済成長と生産性、そしてグリーン転換のスピードに連
鎖的な影響を与える。耕作可能地は、農業使用にますます優
先され、バイオ燃料やグリーンエネルギーインフラから遠ざ

かる。

資源制約と同様、水ストレスは広範囲に広がり、途上国で
は、特に水集めの仕事を担っている女性や少女に影響を与
え、保健と教育の成果に波及効果をもたらす。より広範囲に
及ぶ資源不足は、国際協力の衰退とあいまって、水に対する
ナショナリズムが必要となり、その結果、近隣諸国間の紛争
が長期化する34。人道的危機と国家の不安定化の拡大に直
面する中で、インド、パキスタン、アフガニスタンでは過去の
水に関わる紛争とテロリズムを反映し、水インフラは武器と
標的の両方として利用され続ける35。さらに、サハラ以南のア
フリカや中東などでは、共有されている「再生不可能な」地
下水資源の乱用と枯渇が不明瞭となっており、紛争のリスク
が高まる36。

資源不足の状況により、当初は、地政学的同盟の影響力が
強化され、原材料の貿易相互依存や技術革新、情報の流れ
に大きく影響した。しかし、世界の大国間の不信感は、人為
的に地球規模の供給危機を悪化させる。資源競争を超えて、
３つの資源（食糧、エネルギー、水）はすべて資源の豊富な
国によって可能な限り武器化され、一方の利益が他方の損
失になる地政学的環境で攻撃と防御の両方のツールとなる

（1.2章：地経学上の戦争を参照）。この未来の世界では、資
源の輸出は投資に取って代わり、グローバルなソフトパワー
の尺度となるだろうが、経済力学は、より繊細な間接的手段
によって戦略的目標を達成するために引き続き活用される
だろう。現実に資源不足に直面した、あるいは不足を認識し
ている国家は、自国の人々を保護するために重要な資源に
対する支配力を迅速かつ頻繁に行使し続け、それにより、同
盟を破綻させ、資源不足の状況を深め、気候変動対策への
流れを制限する貿易摩擦がエスカレートする。多面的に行
われている国家の介入は、産業の再国有化を含め、より広範
な産業において拡大する。 

気候変動対策の加速

気候変動対策の遅れ

地
経
学
上
の
対
立

地
経
学
上
の
協
力

資源協力資源競争

資源管理 資源制約
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対立は常に経済的な領域を越えて広がる。国境を越えた紛
争や暴力は、国家が戦略的資源の供給を確保できる数少な
い方法のひとつとして、より一般的になる。ホットスポットは、
生物多様性パターンの変化、陸上および海洋の食料資源に
対する競争の高まり、さらにエネルギーの確保と技術開発の
基盤となる金属や鉱物の差し迫った必要性を反映している。
食糧、エネルギー、水の不足は、先進国においても途上国に
おいても同様に、社会の二極化や内乱、政情不安の原動力
となる。また、国境を越えたテロリズムの推進力にもなり、ハ
イテク兵器の拡散（2.4章：人間の安全保障を参照）によって、
壊滅的な影響を与える。

この未来では、気候変動と環境保護に投資する財政的余力
はほとんどない。人類共有資源の悲劇的な過剰開発と汚染
は拡大しているが、罰せられていない、もしくは露呈しない
ままであり、既存の協定や規制は施行されないか、頻繁に違
反される。

飢餓は、前世紀にはなかった規模で再来する。人道危機と環
境危機の規模の大きさは、世界秩序が直面する危機に対処
するための主要な多国間メカニズムの麻痺と低下が広がり
を示しており、自己永続的かつ複合的なポリクライシス（複
合危機）の悪循環に陥いるだろう。
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結論：対策は間に合うか?4

結論：対策は間に合うか?

衝撃的なショックが続く一方、世界は岐路に立っている。低
成長、低投資、希薄な協調の時代に突入した今、我々が今日
とる行動は、将来のリスクの状況を左右することになる。現
在の危機に対処することで長期的な視野から気を逸らされ
ないようにしなければならない。

新型コロナウイルス感染症や生活費危機など、最近そして現
在の出来事により、経済、教育、医療関連の成長や向上が着
実に阻害されており、人口増減の中でそうした割合は拡大し
つつ、同時に先進国と開発途上国との間の格差も拡大して
いる。こうした状況が、ひいては気候変動、生態系の崩壊、複
数の地域での紛争といった、多様な環境・地政学的リスクと
相互連関し、世界中の社会の安全と安定をさらに脅かしてい
る。

こうした状況において、自己防衛的、断片的、危機指向のア
プローチは近視眼的であり、しばしば悪循環を永続させる。
長期的なリスクへの備えの欠如は、グローバルリスクの状況
をさらに不安定化させ、同時発生する複数の危機に対処し
ようとする政策立案者やビジネスリーダーたちに、ますます
困難な選択を迫ることになる。長期的なリスクへの耐性を強
化し、より豊かな世界への道筋を描くことを目指す中、先見
性と備えを重視した厳格なアプローチが求められている。

それぞれのリスクには、協調的で具体的かつカスタマイズさ
れた（臨機応変に変更や改良する）取り組みが必要だが、さ
まざまなテーマに備えることができる横断的原則がいくつ
かある。最終項となる本項では、同時多発的なショックを受
ける新時代に備えるべく４つの原則について概説する。すな
わち、１）リスク特定と先見性の強化、２）「将来の」リスクの
現在価値の再評価および再考、３）複数領域に跨るリスク対
応への投資、４）準備と対応への協力関係の強化である。

リスクの特定と先見性の向上

経済学、経営管理、投資ファンド、保険、都市計画、気候学、ウ
イルス学や市民保護に至るまで、幅広い分野で未来に関す
る情報を収集しているが、リスク軽減の取り組みを強化する
ことを目的に先見性が活用された実績は、未だ乏しい。新興
リスク（例えばいわゆる「ブラックスワン＝黒い白鳥」や「グレ

イライノ＝灰色のサイ」）が過小評価され、またそれらに対
する備えが欠如していることは、高い不確実性、低レベルの
情報、矛盾するデータ、認知バイアスなどがもたらす課題を
反映している。しかし、体系的な進歩は可能である。リスク特
定と予測を強化することは、戦略的な意思決定、アジェンダ
の設定、およびレジリエンス対策、データ収集とモニタリン
グ、リスク管理とリソース、および取り組むべき地域の優先順
位付けが必要となるだろう。

先見性の最初の課題は、将来の展開、リスク、そして機会を
見極めることである。ホライゾン・スキャニング手法とシナリ
オ・プランニング手法はいずれも、定性的および定量的なデ
ータソースにおける「弱いシグナル」を精査し、それに基づい
て、発現の傾向を予測する有用なツールである。確立された
手法は、専門家の意見の相違1を明確化するのに役立つ。一
方、リスクと不確実性（化学的に定量化できない、または不
完全な知識）を区別することは核となる仮定を精査するのに
役立つ。不確実性が高まれば、可能性が高い範囲から可能
性のある範囲に焦点を移行させるであろう。リスク軽減と備
えが、起こりうる影響の全範囲に確実に対応するためには、
潜在的な結果の研究を拡大する必要がある2。さらに、リスク
のモニタリングによって特定のリスクが顕在化する時期を早
期に察知し、事前対策につなげることに重点を置いている。

リスク予測を強化するもうひとつのステップは、重要なシス
テム間の依存関係を含むリスク間の相互関係をマッピング
するために、変化のダイナミクスを探求することである。相互
に関係するリスクを（直線的な関係を超えて）分析するため
のより洗練された方法は、リスク源泉の評価および優先順位
付けをサポートすることができる。他のリスクに大きく影響
を受けるリスクや多くのリスクに晒されるリスクは、軽減する
のが最も困難である。一方、連関性が高く、大きな影響を及
ぼすリスクは、優先的に介入すべき重要ポイントとすること
ができる。グローバルリスクに対する体系的な見方とアプロ
ーチの必要性は、民間企業におけるCRO（最高リスク管理責
任者）が果たす役割の重要性の高まりにあらわされ、国家リ
スクおよびレジリエンス責任者のニーズの高まりに反映さ
れている。この役割の任務は、実際は一様なものではないか
もしれないが、外部のリスク予見、緩和対策、危機管理につ
いての横断的で社会全体にわたる視野が求められている3。
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テロ攻撃
感染症の広がり
重要な情報インフラの故障・寸断
資産バブルの崩壊
慢性疾患と健康状態
大量破壊兵器の使用
社会保障制度や公共インフラ・サービスの崩壊や欠如
長期化する経済の後退
フロンティア技術がもたらす意図しない成果
不法な取引や経済活動の蔓延
サイバー犯罪の拡大とサイバーセキュリティ対策の低下
雇用危機
国家の崩壊または破綻
デジタル格差とデジタルサービスの供給不足
国際的に重要な産業やサプライチェーンの崩壊
物価安定化の失敗
債務危機
国家間の紛争
国際機関や国際協力の無力化 
地経学上の対立
デジタルパワーの集中
著しいメンタルヘルスの悪化
大規模な環境破壊や災害
生活費危機
大規模な非自発的移住
社会的結束の侵食と社会の二極化
自然災害と異常気象
天然資源危機
生物多様性の喪失と生態系の崩壊
誤報や偽情報
気候変動への適応策の失敗
気候変動の緩和策の失敗

リスク名 リスク対策 リスクガバナンス

認識 ステークホルダーリスク分類

1000 25 50 751000 25 50 75

リスクマネジメントの現在の有効性を、リスクの発
生を防止し、あるいはその影響を緩和するための
準備されたメカニズムを考慮に入れて、示すこと。

どのステークホルダーが最も効果的にリスクを管
理できますか。

出典：
World Economic Forum, Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

対策とガバナンスに関する認識図4.1

非常に効果がない 
効果がない

有効
非常に有効

効果不明

経済
環境
地政学
社会
テクノロジー

地方自治体
国・政府

国際組織
企業
組織

二国間組織
多国間組織
地域組織

「将来の」リスクの再考

認知バイアスは、人々の関心を昨今の「壊滅的な」事象へと
向けさせる。ビジネスや政治上の対策は、食糧や燃料など
の物資の不足や、地域の環境災害といった直接的、即時的、
かつ局地的な影響を伴うリスクを優先する傾向がある。これ
は、特に何百万もの人命や生活の危機を管理する上で必要

なことである。しかし、そうしたリスクが顕在化すると、グロ
ーバルリスク、特に、地域的災害の根本原因を形成するもの
や、今日のリーダーたちが去った後に発生する可能性が高い
リスクへの対処から、リソースと注力が逸れがちである。

これは、対策に向けた公共機関や民間企業の取り組みの両
方を歪める可能性がある。計画立案と対策を改善させるた
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め、各機関は、リスクの優先順位付けを短期的なインセンテ
ィブから切り離さなければならない。ランキングにおいては
常に最上位に上がってくるにもかかわらず、最も深刻なグロ
ーバルリスク（特に気候や自然に関連するもの）は、対応が
最も遅れているものである。GRPSの回答者の大半は、「気候
変動緩和策の失敗」、「気候変動への適応の失敗」、「生物多
様性の喪失と生態系の崩壊」に対する既存の予防策や備え
を、効果がない、あるいは極めて効果がないと評価した（図
4.1）。同様に、多くの回答者が「誤報や偽情報」、「社会的結束
の侵食と社会の二極化」、「非自発的移住」、「生活費危機」に
対する備えが不十分であるとの考えを示した。

これらのリスクに対する世界的な認識の高まりは明らかで
あるが、短期的な危機と局地的な危機とトレード・オフ（二律
背反）されてしまうことを考えると、今後の行動に歯止めが効
かない可能性は高い。効果的な対応の必要性を最小限に抑
えることをせず、現在の課題を過度に優先することで、資源
が将来のリスクへの備えに向けられるのでなく、危機管理に
よって吸収される継続的なグローバルショックの悪循環に
急速に陥る可能性がある。複雑な課題は短期的な意思決定
だけでは解決できないが、現在展開している危機に直面す
ると、長期的な思考だけでは不十分である。

こうしたサイクルを断ち切るため、ビジネスリーダーや政策
立案者は、リスクの複雑さを受け入れるとともに、現在の危
機管理と長期的な視点とのバランスがより効果的にとれる
複眼思考が必要である。例えば、新型コロナウイルス感染症
の収束後には、政府は、窮状にある医療システムを安定させ
るための資金に注力するだけでなく、人獣共通感染症の蔓
延につながる環境を適切に監視し、機能獲得型研究が規制
され、バイオ研究室への化学的な合成が厳重審査されるな
ど、自然への影響や事故、脅威因子による感染や流行が確
実に防止されるよう取り組む必要があるだろう4。

多領域に跨る部門横断的リスク対策
への投資

加えて、現在の課題に対処するための行動は、少なくとも食
料安全保障、自然破壊、気候変動の間の潜在的なトレードオ
フなど、将来のリスクを悪化させることを避けるべきである。
昨今の危機においては、新型コロナウイルス感染症のパン
デミックからエネルギー価格に至るまで、危機の経済的影響
から個人や企業を保護するため、並外れたレベルの財政介
入が行われた。こうした措置は目下の状況では必要であり、
不可避な政策なのかもしれないが、これらの急速で大規模
な措置が今後、債務の持続可能性についての懸念をどれだ
け悪化させるのか、あるいは本報告書で取り上げた、他のリ
スクから意思決定者の目をどれだけ大きく逸らせてしまった
のかが見えてくるのはこれからである。

逆に、より短期的な措置の多くは、より広範な安定剤として
作用し、より長期的な多領域のレジリエンスを埋め込んで

加速させる可能性もある。すべてのグローバルリスクが備え
により相殺されるわけではなく、現在のニーズと将来のリス
クの両方に対処するソリューションにより、必要な投資に対
するコスト・ベネフィットとのバランスを修正することができ
る。例えば、健康と教育への投資は、すべての社会において
現在のニーズを管理し、長期的な人的資本と経済発展の基
盤である気候変動を含む複数のショックとリスクに対する社
会のレジリエンスを強化する。

さらに、多くのグローバルリスクは、類似したかたちで経済
や社会に影響を及ぼし、同様の結果をもたらす可能性があ
る。例えばサイバー攻撃、社会不安、異常気象は、それぞれ
が、重要な情報インフラの機能停止を引き起こす可能性が
ある。また、より壊滅的な規模でいえば、火山の噴火や戦争
は、食料安全保障を混乱させる可能性がある5。重要な領域
におけるレジリエンスの強化はすべてのシナリオで効果が
あり、既知のリスクと未知のリスク、そして短期的なリスクと
長期的なリスクといった多様なリスクに対する備えを向上さ
せる。

パンデミック、インフレ、戦争などの昨今のショックを受け、
各国政府は、食糧、水、避難所、基礎的な通信サービスなど、
公共の安全に対し重要インフラの中断を含む脆弱性に対処
すること、そして多領域対応の展開にますます重点を置いて
いる。米国では、今後30年間にわたるすべての世界的な大
災害リスクを評価し、これらのリスクが発生した場合に事業
の継続性と重要なインフラを確保するための省庁横断の委
員会を設置する法案が提出されている6。また英国政府は、
主要な偶発的リスクに対する社会経済的レジリエンスを測
定し、異なるコミュニティや集団間でリスクがどのように影
響するかについて、より精細なデータに基づく見解を提供す
るためのツールの開発を進めている7。
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また、グローバルリスクが複雑に絡み合うにつれて、対策
についても、市場の失敗を受けて対処する政府の伝統的
なモデルではなく、地方自治体と中央政府、企業、市民社会
がそれぞれの強みを発揮し、部門間が協働する必要があ
る8。例えば、民間と公共のパートナーシップは、食糧と水の
不安、教育と医療システムの弱体化、デュアルユース・テクノ
ロジー（軍民両用技術）の不十分な規制、サイバー犯罪に関
連する保険格差の拡大への対処など、新興リスクと既存リス
クに対する準備措置の変革、資金調達、ガバナンス、そして
実施における重要な格差を縮小するのに役立つ9。地域や部
門をまたがる組織が同時に同じリスクにさらされることは稀
であるため、革新的な協力体制は、潜在的な影響への全体
的なリスクを最小限に抑えることができる。
例えば、異なる地域の異なる機関のデータセンターは、同一
のサイバーリスクや異常気象リスクに晒される可能性が非
常に低く、効果的な軽減策には、互いのシステムの定期的な
バックアップを行うことなどが考えられる10。

グローバルリスク対策の協力再構築と
強化

国全体が抱えているリスクへの備えは、社会や経済がショッ
クから回復する力を高めることができるが、グローバルリス
クのほとんどは誰にも「所有」されておらず、民間・公共機関
の直接的な管理外にある。つまり、多くのグローバルリスク
は、グローバルな協調行動によって最も効果的に対応でき
るのだ。
GRPSの回答者は、調査対象となった主要リスクに対し、どの
ステークホルダーが最も適切に対応しているかについて意
見を共有した（図4.1）。大多数は、これらのグローバルリスク
を管理するためのステークホルダーは、各国政府、多国間の
取り組みおよび国際機関であると考えている。つまり、グロー
バルリスクは複雑であり、効果的に備えるために現地、国家、
地域、およびグローバルなレベルでの行動が必要であると
認識している。

国際協力の実態は、1世紀前では想像できなかった水準に
達している。しかし、近年の危機の多発により、各国の関心は
内向きとなり、国際協力の見通しは悪化しつつある。国家の
レジリエンスを強化するためにとった行動によって、その政
策が永続的になる可能性もある。例えば、備蓄や輸出規制
は、世界的な品不足と期間保有の可能性を更に助長させ、貿
易、金融と技術のテクノロジー依存を戦略的脆弱性として位
置付けて、更なる国際協力の崩壊を促す可能性がある。同様
に、国内および世界的な安全保障目標の追求は、地政学的
な状況に予期せぬ結果をもたらし、不信感の悪化、経済の相

互確証破壊に対するセーフガードの低下につながり、通貨
や科学技術などの影響力が低下するかもしれない。国際的
な気候変動研究のように、伝統的に協力体制があった分野
でさえ脅威にさらされている。例えば、地球上で最大の炭素
貯蔵庫であるロシアの亜寒帯林に関するデータは、ウクライ
ナでの戦争のため、国際的な科学研究に利用することがで
きなくなった11。

国際機関は、十分に確立された問題に対処するためのガー
ドレールが劣化する恐れのある、重大な逆風に直面しつつ
も、グローバルな課題に対して不可欠な役割を、引き続き果
たしていくであろう。
昨今の危機では、主要な国際的メカニズムや組織が政治化
され、部分的に麻痺している例が数多く見られる。
こうした圧力は、軍事技術の拡散からグローバル・コモンズ
（人類の共有資産）の管理にまでわたる新たなグローバル
リスクを緩和するために必要な、規範と協定策定を妨げる
可能性がある。
多国間の対話や交流、そして組織を再活性化することは、グ
ローバルリスクに対する将来の備えやその管理にとって極
めて重要である。

また、こうした環境の中で、部門別、二国間、地域レベルでの
具体的な協力が一層重要となる。いくつかのグローバルリス
ク（自然災害、異常現象、テロ攻撃など）については、堅固な
データ交換と共同モニタリングプロセスがすでに確立され
ている。さらに、オープンソース・データとシナリオの策定は、
個々のリスク対応の有効性を高めるのに役立っている。一連
の気候シナリオを策定するためIPCCが行った広範な作業な
どは、気候変動への理解を向上させ、脱炭素戦略に情報を
提供し、科学に基づく目標に集団的に調整させることを可能
にした。しかしながら、他の領域での取り組み、例えば、変革
型AIの長期的な軌跡と影響などは、初期段階にあるか、まだ
取り組まれていない。資金調達、研究、データ共有の面で、産
業間および国家間の協力体制を強化することは、国家レベ
ルとグローバルレベルの両方で発生する、新たな脅威とな
る弱いリスクのシグナルを見極めるために不可欠である。

複雑なリスクの見通しでの中では、国家の備えとグローバル
な協力の間に、より良いバランスがなければならない。我々
は連鎖する危機から抜け出す道筋を作り、次のグローバル
ショックがどのような形態であろうとも、それに対する備えを
集団的に構築するために、協力して行動しなければならな
い。リーダーたちは、より力強く、より豊かな未来を共有する
ために、複雑さを受け入れ、バランスのとれたビジョンに基
づいて行動しなければならない。
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「グローバルリスク」とは、それが発生した場合に、世界の
GDP、人口、天然資源の大部分に悪影響を及ぼす事象、また
は状況が発生する可能性のことをいう。

表A.1は、グローバルリスク意識調査（GRPS）2022‒2023で
採用された32のグローバルリスクおよび定義を示している。

付録A 
テクニカルノート：グローバルリスク意識調査
（GRPS）2022‒2023

グローバルリスクの定義表A.1

グローバルリスク 内容

資産バブルの崩壊 住宅、投資ファンド、株式およびその他の資産価格が実体経済から大きく乖離し、需要や価格が著しく低下すること。
暗号通貨、エネルギー価格、住宅価格、株式市場などを含むが、これらに限定されない。

重要な産業や企業の破綻あるいは
サプライチェーンの寸断

国際的に重要なグローバルな産業や企業の破綻やサプライチェーンの崩壊が、世界経済、金融市場、社会に影響を及ぼ
し、国際的に重要な商品やサービスの供給と需要に世界規模の急激なショックを与えること。エネルギー、食料、商品
回転率が高い消費財を含むが、これらに限定されない。

債務危機 企業や政府を含む公的機関の財政が累積債務の返済に困難となり、大規模な破産ないし債務超過、流動性危機ない
し債務不履行、および公的債務危機の発生。

物価安定化の失敗 商品やサービスの一般的な価格水準が制御できず、物価の上昇（インフレ）または下落（デフレ）について管理不能に
陥ること。

不法な取引や経済活動の蔓延 組織犯罪や企業による不法な活動により、経済の進展や成長を損なう不法な取引や経済活動および潜在的な暴力の
世界的な蔓延。不正な資金移動（脱税など）および不正な取引や売買（偽造、人身売買、野生生物の取引など）を含む
が、これらに限定されない。

長期化する経済後退 ゼロに近い、もしくは低水準の世界成長が長期化し、経済の停滞期、あるいは世界的なマイナス成長（リセッションな
いし不況）。

生物多様性の喪失と生態系の崩壊 陸上・海洋両方の生態系における種の絶滅や減少に起因する自然資本の破壊が、環境、人類および経済活動に関する
深刻な影響を及ぼすこと。

気候変動への適応策の失敗 政府、企業、個人の気候変動に適応するための効果的な気候変動対策（気候に適応したインフラなど）の実行、立法化
や投資を怠ることや失敗すること。

気候変動の緩和策の失敗 政府、企業、個人が、経済活動における脱炭素化など、効果的な気候変動緩和策の実行、立法化、投資を怠ること。

大規模な環境破壊や災害 人々の活動の結果としての生態系被害による人命喪失、経済的損失、動物生態系との共存の失敗。産業事故、石油流
出、放射能汚染に対する規制緩和を含む。

自然災害と異常気象 異常気象による、世界規模の人命の喪失、生態系の破壊、財産および経済的損失。陸上（地震、火山、森林火災な
ど）、水（洪水など）、大気（熱波など）、地球外の要因（彗星の衝突、磁気嵐など）による災害を含む。
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グローバルリスクの定義表A.1

グローバルリスク 内容

天然資源危機 重要な天然資源に対する人間の乱開発や管理の失敗によって起こる、商品や天然資源の世界規模で深刻な供給不足。
化学物質、食料、鉱物および水を含むが、これらに限定されない。

地経学上の対立 地政学的な優位を獲得し、影響勢力を強化することを目的に、国家間の経済連携を分断し、商品、知識、サービス、テ
クノロジーに制約を加えるため大国や地域的大国が、経済的な手段を展開すること。通貨措置、投資規制、制裁措置、
国家援助・補助、またはエネルギー、鉱物、テクノロジーに対する貿易規制を含むが、これらに限定されない。

国際機関や国際協力の無力化 国際協力機関の弱体化や地政学的分断化が進んだことによる、国際的な協力体制の無力化。金融、環境、人道支援、
健康被害や感染症の流行、貿易などにおける協力と調整を支えるプロセスを含むが、これらに限定されない。

国家間の紛争 サイバー攻撃、代理戦争など、実際の戦闘を伴う戦争の形をとる二国間もしくは多国間の攻撃的な紛争。

国家の崩壊または破綻 制度や法の支配の崩壊、国内における社会不安や軍事クーデター、地域的、国際的な不安定化による地政学上重要な
国家の崩壊。

テロ攻撃 イデオロギー、政治的、または宗教上の目的を持つ、個人もしくは非国家グループにより、生物兵器、化学兵器、核兵器
ないし放射性物質兵器、その他の手段によって人命損失、重傷、重大な物的損害をもたらす大規模、または継続的な小
規模のテロ攻撃。

大量破壊兵器の使用 生物兵器、化学兵器、サイバー兵器、核兵器、放射性物質兵器、自律型AI兵器の配備による人命損失や破壊、国際的な
危機。

慢性疾患と健康被害 慢性的な身体的健康被害の広範な増加。過度な消費習慣や農業、工業および家庭での慣行を通じて大気、水または食
品に有害な汚染物質を放出する経済活動を含むが、これらに限定されない。

社会保障制度や公共インフラ・サービスの
崩壊や欠如

不公平または不十分な公共インフラ・サービスを伴う社会保障制度の不在または広範な破綻や、社会保障給付が損な
われていること。障碍手当・家族手当、手頃で適切な住宅、公教育、児童保育・高齢者介護、医療、交通システム、およ
び都市開発の欠如を含むが、これらに限定されない。

生活費危機 実質的な家計所得の上昇に見合わない必需品の価格上昇により、幅広い層の人々が現在のライフスタイルを維持する
ことが著しく不可能にあること。

雇用危機 仕事の見通しや労働基準の構造的悪化。労働者の権利の低下、賃金の低迷、失業と不完全雇用の拡大、生産自動化に
よる解雇、社会的流動性の停滞、労働力の需要と供給の地域的または産業的ミスマッチを含むが、これらに限定され
ない。

社会的結束の侵食と社会の二極化 社会資本の喪失とコミュニティの破壊により、社会の安定、個人と集団の幸福、経済的生産性の低下。暴力的な内乱の
持続、ならびに、年齢、所得水準、民族・人種、学歴、人口統計学的特性、政治的所属の違いによる機会不均等を含む
が、これらに限定されない。

感染症の広がり ウイルス、寄生体、真菌またはバクテリアの大規模で急速な蔓延で、感染症の広がりを抑制できず、人命や経済的な混
乱を伴うエピデミックもしくはパンデミック。人獣共通感染症、天然または人工的な病原体の偶発的または意図的な放
出、免疫力の低下による既存疾患の復活、および薬剤耐性の高まりを含むが、これらに限定されない。

大規模な非自発的移住 持続的な差別や迫害、経済的な地位向上機会の欠如、自然災害または人為的災害、国内または国家間の紛争に起因す
る、国境を越えた、または国内での大規模な非自発的移住および移動。

誤報や偽情報 誤った情報（意図的か否かにかかわらず）がメディアのネットワークを通じて広く継続的に流布され、事実や権威に対
する不信へと世論を大きく動かす。国家、公人、メディア機関、個人のネットワークによる流布を含むが、これらに限定
されない。

著しいメンタルヘルスの悪化 精神疾患や不平等が世界的に広まり、幸福、社会の結束、生産性に悪影響を及ぼすこと。社会的不安、認知症、うつ
病、孤独、ストレスを含むが、これらに限定されない。
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グローバルリスク 内容

フロンティア技術がもたらす意図しない成果 テクノロジーの進歩により、意図してまたは意図せずして与えられる個人、企業、生態系、経済への悪影響。AI、ブレイ
ン・コンピュータ・インターフェース、バイオテクノロジー、地球工学、量子計算、メタバースを含むが、これらに限定され
ない。

重要な情報インフラの故障・寸断 インターネット、携帯機器、公共事業、人工衛星の機能停止を招く、重要な物理的およびデジタルインフラやサービス
の劣化、過負荷、または停止。サイバー攻撃、意図的ないし非意図的な物理的損害、太陽嵐に起因するものも含める
が、これらに限定されない。

デジタル格差とデジタルサービスの供給不足 投資不足、デジタルスキルの欠如、購買力の不足、政府による制約に起因する、デジタルネットワークやテクノロジーへ
のアクセスの分断や不平等。

デジタルパワーの集中 デジタル技術へのアクセスを制御し裁量的な価格設定を要求できる少数の個人、企業、または国家に、重要なデジタル
資産、機能、知識が偏る。独占禁止法の失敗、イノベーションのエコシステムに対する投資不足、重要なテクノロジーに
対する国家の支配に起因するものも含めるが、これらに限定されない。

サイバー犯罪の拡大と
サイバーセキュリティ対策の低下

サイバースパイやサイバー犯罪の高度化。プライバーシーの損失、データ詐欺や窃盗、サイバースパイを含むが、これら
に限定されない。

グローバルリスクの定義表A.1

テクニカルノート

グローバルリスク意識調査（GRPS）は世界経済フォーラムの
独自のリスクデータであり、世界経済フォーラムに関わりの
ある学術界、企業、政府、市民社会および今後の方向性を示
す指導者からなる幅広いネットワークの専門知識を活用し
ている。調査の回答は、2022年９月７日から10月５日まで
に、世界経済フォーラムのマルチステークホルダーのコミュ
ニティから寄せられたものである。

2022‒2023年版GRPSの更新内容

本調査に含まれる32のグローバルリスクのリストは2022年
に更新された。

また、経済・地政学・環境面の動向を踏まえ、新たに２つのリ
スクを追加した。 

１．「生活費危機」
２．「誤報や偽情報」

また、「気候変動への適応（あるいは対応）の失敗」について
は、次の２つのリスクに分けられた。

１．「気候変動への適応策の失敗」
２．「気候変動の緩和策の失敗」

残るリスクの名称および定義は改訂されており、必要に応じ
てリスクが顕在化する場合やリスクが引き起こす悪影響の
可能性を反映し、統合、修正もしくは拡大されている。なお、
過去の調査と比較することを可能にするため、基本的な概
念が一貫している場合においては名称および定義は変更し
たが、リスクの基本的な考え方は過去の調査と一貫してい
る。

調査方法

2022ー2023年版GRPSは、リスクに関するより詳細な認識を
収集し、リスク管理と分析への新たなアプローチを取り入れ
るため、今年さらに改善された。2022ー2023年版GRPSは、
以下の６つの項で構成されている。

１．世界の展望では、回答者に短期的（２年間）および長期的
（10年間）な世界の見通しを評するよう求めた。回答に
は以下の５つの選択肢が用意された。(1)臨界点への到
達と継続する危機により壊滅的な結果となる、(2)経済・
産業で一貫して変動が激しく、複数のショックにより、軌
道修正の格差が広がる、(3)やや不安定で、場所によって
は予想外のできごとがある、(4)変動は限定的で、相対的
に安定、(5)新たな安定性がうまれ、グローバルなレジリ
エンスが回復。以上の５つの選択肢のそれぞれについ
て単純総計を行った。結果を図1.10に示す。
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２．現在顕在化しているリスクでは、あらかじめ選定された
14のリスクの中から、2023年に世界レベルでどの程度
の影響があると考えるかについて、上位５位までの順位
付けするよう回答者に求めた。最終的な順位は、回答者
が評価した平均順位を、特定のリスクを選別した回答者
数で加重平均したものである。選択肢は次の通り。新型
コロナウイルスの感染症の継続的波及、生活費危機、重
要インフラに対するサイバー攻撃、債務危機、壊滅的規
模での化学・生物兵器の配備、壊滅的規模での核兵器の
配備、非食料品のグローバル・サプライチェーンの混乱、
エネルギー供給危機、国別ネット・ゼロ目標設定と達成の
失敗、食料供給危機、インフレ上昇、医療システム（制度）
の構造的欠陥、人権の軽視、経済制裁や貿易統制などに
よる経済政策の武器化。読みやすさを優先し、それぞれ
のグローバルリスクの名称の一部は、図では短縮形を採
用している。短縮形は正式名称中の太字部分である。結
果を図1.1に示す。

３．グローバルリスクの深刻度、今後２年間／10年間で
は、32のグローバルリスクそれぞれにつき、今後２年
間、10年間の両方について、予想される影響（深刻度）を
１～７の７段階［１-低い深刻度、７-高い深刻度］で推
定するよう回答者に求めた。回答者には、人口、GDP、ま
たは環境資源への世界規模での影響を考慮の上で深刻
度を評価するよう求めた。また、32のリスク以外に、考え
られるリスクも提示した。結果は上記に基づく単純平均
が計算された。結果を図1.2と図2.1に示す。 

４．グローバルリスクの影響は、リスクの潜在的な影響を理
解し、グローバルリスクの状況についてネットワークマッ
プを作成することを目的としている。回答者には、32のグ
ローバルリスクから無作為に選択された10のグローバ
ルリスクを示し、それらのリスクが顕在化した場合に引
き起こされる可能性が高いグローバルリスクを最大５
つ選択するよう求めた。ビジュアル的な結果では、「ノー
ド：リスクの影響度」は、回答者によって特定されたすべ
ての双方向関係の単純集計に基づいている。「エッジ：
相対的影響度」は、リスクが影響として特定された回数
の単純な集計に基づいている。ただし、ビジュアル的な
結果は、すべての連関性を示してはいない。25%未満の
回答者によって特定されたより弱い連関性はエッジに含
まれていない。「雇用危機」は、無作為に選択されたリス
クとして示されなかったため、影響としてのみ示されて
いる。「長期化する経済沈滞」は、影響としては提示され
ず、原因としてのみ示されている。

５．リスクに対する備えとガバナンスでは、回答者に対し、リス
クの発生を防止、あるいはその影響を緩和するための
準備の仕組みを考慮した上で、経済や複数の利害関係
者におけるリスク管理の現在の有効性を、評価するよう
求めた。回答者には、無作為に選択された10のグローバ
ルリスクを示し、現在のリスク対策の有効性を、以下の

５つの選択肢に基づいて評価するよう求めた。(1)非常
に効果がない、(2)効果がない、(3)効果不明、(4)有効、(5)
非常に有効。以上の５段階のリスク管理の有効性の評
価でリスクが確認された回数が単純集計された。その結
果を図4.1に示す。

次に、３項で特定した最も深刻なリスクを効果的に管
理することのできるステークホルダーを最大３つまで
挙げるよう回答者に求めた。回答者は、地方自治体、国・
政府、二国間組織、多国間組織、地域組織、国際組織、企
業、官民協力組織の８つの機関から選択できるものとし
た。特定のステークホルダーが有効であるとされた回数
の単純に集計された。これに基づいた結果を図4.1に示
す。

６．世界の将来的な展望では、今後10年間の国際協力に関
する、回答者の見通しを示した。以下の３つの選択肢か
ら選択するよう回答者に求めた。(1)多国間のルールに
基づく秩序への広範な収束、(2)競合する経済間の軋轢
が、地域的グループや新しい協力体制に統合される(3)
基準、価値観、パラダイムの異なる競合グループに経済
が分裂し、協力は限定的になる、以上の３つから選び、
各選択肢について単純な集計を計算した。

回答記入に関する基準
GRPSに対し、合計1,316件の回答が寄せられた。その中
から、少なくとも１つの非人口統計学的回答を閾値とし
て、1,249人分を採用した。

• 世界の展望：1,244名の回答者が、短期的・長期的の世界
展望の選択肢の少なくとも１つ以上を選択した。

 – 短期的な世界の展望：1,233
 – 長期的な世界の展望：1,231

• 現在顕在化しているリスク：1,180名の回答者が顕在化し
ているリスクのうち最低１つ以上の順位付けをした。 

• グローバルリスクの深刻度。今後２年間／10年間：1,091
名の回答者が１つの時間枠で少なくとも１つのリスク
の深刻度を評価した。

 – 短期的深刻度：1,086
 – 長期的深刻度：999

• グローバルリスクの影響：877人の回答者が、最低１つ
以上の顕在化したリスクとその影響を結びつけた。

• リスクに対する備えとガバナンス：869人の回答者が、リ
スクに対する備えとガバナンスについての質問の少なく
とも１つに回答した。
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– 839人の回答者が、少なくとも１つのリスクについ
て有効性を採点した

– 789人の回答者が、少なくとも１つのリスクに対して
１つ以上のステークホルダーをマッピングした。

• 世界の将来的な展望：869人の回答者が「世界の将来的
な展望」の質問に回答した。

• サンプル分布：非人口統計学的質問の少なくとも1つに
回答した回答者1,249名を対象に、居住地（地域）、性別、
年齢、専門分野、所属組織別のサンプル分布を算出し
た。

図A.2は、主要な統計と調査回答者の構成に関する情報を示
した。

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2022-2023.
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地域分布
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女性、
33%

その他、2%
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付録B
エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）
―国別リスク意識

図B.1は、2022年４月から９月にかけて実施された、世界
経済フォーラムの「2022年エグゼクティブ・オピニオン調査

（EOS）」に組み込まれた35のリスクのリストである。
これらのリスクはグローバルリスク意識調査（GRPS）に示さ

れたものと類似しているが、グローバルリスクの短期的およ
び国レベルでの発現の可能性を反映するなど、より仔細に
調査が実施されている。

リスクのリスト表B . 1

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2022-2023.

主要経済国の資産バブル

重要な産業や企業の崩壊・破綻

主要経済国の累積債務危機

不法な取引や経済活動

長期化する経済停滞

急激な物価変動・長期化するインフレ

極端なコモディティショックや相場の乱高下

海洋の生物多様性の喪失と生態系の崩壊

気候変動への対応策の失敗

気候変動の緩和策の失敗

地上の生物多様性の喪失と生態系の崩壊

人為的な環境被害や災害

自然災害と異常気象

著しい資源・物品供給の危機
（エネルギー・水・食糧など）

地経学上の対立
（経済制裁・貿易戦争・投資審査など）

戦略資源の地政学的な（覇権）争い
（エネルギー・技術・鉱物など）

国家間の紛争

国家の崩壊

テロ攻撃

大量破壊兵器

社会保障制度や公共インフラ・サービスの崩壊や欠如

生活費危機

雇用や生活破綻（生活苦）の危機

社会的幸福と結束の侵食

感染症の広がり

大規模な非自発的移住

誤報・虚報・偽情報

人の健康を害する汚染

著しいメンタルヘルスの悪化

若者の幻滅感・虚脱感

仕事の自動・AI化や配置転換

サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

デジタルパワーの集中と独占と独占

サイバーセキュリティ対策の失敗 （プライバシー情報の喪失、
データ詐欺または窃盗、サイバースパイなど）

デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差（不平等）

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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図B.2は、調査対象となった121カ国の経済圏の各リスクの
上位５つを示したものである。

12,000人以上のビジネスリーダーに「今後２年間に、あなた
の国にとって最大の脅威となる可能性が最も高い５つのリ
スクは何か？」という質問をし、示された35のリスクから回答
を選択するよう求めた。

「リスク１」は、各国経済において最多の選択がされたリス
クを示している。同点のリスクはアルファベット順に示され、
数字で同点が示される。例えばアンゴラの場合、２つのリスク

（「急激な物価変動・長期化するインフレ」と「雇用や生活破
綻（生活苦）の危機」）が同数で１位となっており、そのため
第２位にはリスクが示されていない。

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

アルバニア

1 感染症の広がり

2 サイバーセキュリティ対策の失敗

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

アルジェリア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 国家間の紛争

アンゴラ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

1 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

3 生活費危機

4 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

アルゼンチン

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 主要経済国の累積主要経済国の累積債務危機

2 不法な取引や経済活動

4 国家の崩壊

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

アルメニア

1 国家間の紛争

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 社会的幸福と結束の侵食

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 地経学上の対立

オーストラリア

1 生活費危機

2 主要経済国の累積主要経済国の累積債務危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 地経学上の対立

5 気候変動への適応策の失敗

オーストリア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

4 地経学上の対立

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

バーレーン

1 生活費危機

2 主要経済国の累積主要経済国の累積債務危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 長期化する経済停滞

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

バングラデシュ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 主要経済国の累積主要経済国の累積債務危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 人為的な環境被害や災害

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

バルバドス

1 自然災害と異常気象

2 生活費危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 主要経済国の累積債務危機

ベルギー

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 気候変動への適応策の失敗

4 主要経済国の累積債務危機

5 地経学上の対立

ベナン

1 生活費危機

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 著しい資源・物品供給の危機

エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つのリスク表B.2
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ボリビア多民族国家

1 長期化する経済停滞

1 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 国家の崩壊

5 人為的な環境被害や災害

5 主要経済国の累積債務危機

5 社会的幸福と結束の侵食

ボスニア・ヘルツェゴビナ

1 著しい資源・物品供給の危機

1 国家の崩壊

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

5 生活費危機

ボツワナ

1 生活費危機

2 国家の崩壊

3 著しい資源・物品供給の危機

4 サイバーセキュリティ対策の失敗

5 主要経済国の累積債務危機

ブラジル

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 不法な取引や経済活動

3 地経学上の対立

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

ブルガリア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 不法な取引や経済活動

3 生活費危機

4 国家間の紛争

5 国家の崩壊

カンボジア

1 地経学上の対立

2 生活費危機

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 気候変動への対応策の失敗

カメルーン

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

カナダ

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 気候変動への対応策の失敗

5 主要経済国の資産バブル

カーボベルデ

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 地経学上の対立

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

チャド

1 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

2 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

3 地上の生物多様性の喪失と生態系の崩壊

4 海洋の生物多様性の喪失と生態系の崩壊

5 主要経済国の累積債務危機

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

5 デジタルパワーの集中と独占

チリ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 社会的幸福と結束の侵食

3 不法な取引や経済活動

4 著しい資源・物品供給の危機

5 国家の崩壊

中国

1 地経学上の対立

2 自然災害と異常気象

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 感染症の広がり

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 主要経済国の資産バブル

5 デジタルパワーの集中と独占

コロンビア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 国家の崩壊

5 生活費危機

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つのリスク表B . 2
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コンゴ民主共和国

1 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

2 国家の崩壊

3 主要経済国の累積債務危機

5 国家間の紛争

5 生活費危機

5 デジタルパワーの集中と独占

コスタリカ

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 自然災害と異常気象

コートジボアール

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 テロ攻撃

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

キプロス

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 気候変動への対応策の失敗

3 地経学上の対立

5 著しい資源・物品供給の危機

チェコ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 著しい資源・物品供給の危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 国家間の紛争

デンマーク

1 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 地経学上の対立

5 主要経済国の資産バブル

ドミニカ

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 自然災害と異常気象

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

エクアドル

1 長期化する経済停滞

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

3 自然災害と異常気象

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 国家の崩壊

エジプト

1 主要経済国の累積債務危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 生活費危機

4 長期化する経済停滞

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

エルサルバドル

1 主要経済国の累積債務危機

2 国家の崩壊

3 生活費危機

4 自然災害と異常気象

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

エストニア

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 地経学上の対立

3 国家間の紛争

5 著しい資源・物品供給の危機

5 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 生活費危機

フィンランド

1 地経学上の対立

2 長期化する経済停滞

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 国家間の紛争

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

フランス

1 主要経済国の累積債務危機

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 生活費危機

3 社会的幸福と結束の侵食

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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ジョージア

1 生活費危機

2 国家間の紛争

3 地経学上の対立

3 デジタルパワーの集中と独占

5 急激な物価変動・長期化するインフレ

ドイツ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 国家間の紛争

4 著しい資源・物品供給の危機

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

ガーナ

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 人為的な環境被害や災害

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

ギリシャ

1 生活費危機

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 主要経済国の累積債務危機

5 国家間の紛争

5 地経学上の対立

グアテマラ

1 自然災害と異常気象

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

3 長期化する経済停滞

4 国家の崩壊

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

ホンジュラス

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 自然災害と異常気象

3 国家の崩壊

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 生活費危機

香港

1 地経学上の対立

2 長期化する経済停滞

3 主要経済国の資産バブル

4 生活費危機

5 感染症の広がり

ハンガリー

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 感染症の広がり

3 地経学上の対立

4 生活費危機

5 自然災害と異常気象

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

ハンガリー

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 主要経済国の資産バブル

4 自然災害と異常気象

4 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

インド

1 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

2 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

3 生活費危機

4 主要経済国の累積債務危機

5 自然災害と異常気象

インドネシア

1 主要経済国の累積債務危機

2 国家間の紛争

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

アイルランド

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 地経学上の対立

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 気候変動への対応策の失敗

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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イスラエル

1 生活費危機

2 テロ攻撃

3 国家間の紛争

4 地経学上の対立

5 主要経済国の資産バブル

イタリア

1 主要経済国の累積債務危機

2 国家間の紛争

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 気候変動への対応策の失敗

5 主要経済国の資産バブル

ジャマイカ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 自然災害と異常気象

4 不法な取引や経済活動

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

日本

1 地経学上の対立

2 自然災害と異常気象

3 長期化する経済停滞

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

ヨルダン

1 主要経済国の累積債務危機

2 著しい資源・物品供給の危機

2 生活費危機

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

カザフスタン

1 地経学上の対立

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

4 国家間の紛争

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

ケニア

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 気候変動への対応策の失敗

コソボ

1 人為的な環境被害や災害

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

1 生活費危機

4 地経学上の対立

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

クウェート

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

1 生活費危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 人為的な環境被害や災害

4 国家間の紛争

キルギス

1 国家間の紛争

2 主要経済国の累積債務危機

3 国家の崩壊

4 著しい資源・物品供給の危機

5 感染症の広がり

ラオス

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 感染症の広がり

4 生活費危機

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

ラトビア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 国家間の紛争

3 生活費危機

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 主要経済国の累積債務危機

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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レソト

1 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

3 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 重要な産業や企業の崩壊・破綻

5 不法な取引や経済活動

リベリア

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 長期化する経済停滞

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 不法な取引や経済活動

リトアニア

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 国家間の紛争

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 地経学上の対立

5 著しい資源・物品供給の危機

ルクセンブルク

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 著しい資源・物品供給の危機

5 地経学上の対立

マラウイ

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 長期化する経済停滞

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 気候変動への対応策の失敗

マレーシア

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 主要経済国の累積債務危機

4 地経学上の対立

5 人為的な環境被害や災害

5 著しい資源・物品供給の危機

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 長期化する経済停滞

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

マリ

1 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

2 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

3 地経学上の対立

4 テロ攻撃

5 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

マルタ

1 生活費危機

2 人為的な環境被害や災害

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

モーリシャス

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 自然災害と異常気象

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

メキシコ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 不法な取引や経済活動

2 長期化する経済停滞

4 国家の崩壊

4 社会的幸福と結束の侵食

モンゴル

1 主要経済国の累積債務危機

2 人為的な環境被害や災害

3 地経学上の対立

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 国家間の紛争

モンテネグロ

1 生活費危機

2 地経学上の対立

3 長期化する経済停滞

4 気候変動への対応策の失敗

5 人為的な環境被害や災害

5 著しい資源・物品供給の危機

5 主要経済国の累積債務危機

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

モロッコ

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 著しい資源・物品供給の危機

5 主要経済国の累積債務危機

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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ナミビア

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 気候変動への対応策の失敗

5 長期化する経済停滞

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

ネパール

1 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

2 主要経済国の累積債務危機

3 人為的な環境被害や災害

4 自然災害と異常気象

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

オランダ

1 気候変動への対応策の失敗

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 地経学上の対立

3 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 生活費危機

ニュージーランド

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 自然災害と異常気象

4 主要経済国の資産バブル

5 主要経済国の累積債務危機

ナイジェリア

1 テロ攻撃

2 主要経済国の累積債務危機

3 生活費危機

4 著しい資源・物品供給の危機

5 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

北マケドニア

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 人為的な環境被害や災害

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 長期化する経済停滞

オマーン

1 主要経済国の累積債務危機

2 自然災害と異常気象

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 生活費危機

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 不法な取引や経済活動

パキスタン

1 デジタルパワーの集中と独占

2 サイバーセキュリティ対策の失敗

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 主要経済国の累積債務危機

5 国家の崩壊

パナマ

1 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 生活費危機

5 不法な取引や経済活動

5 急激な物価変動・長期化するインフレ

パラグアイ

1 長期化する経済停滞

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

4 自然災害と異常気象

5 国家の崩壊

ペルー

1 国家の崩壊

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 不法な取引や経済活動

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

フィリピン

1 自然災害と異常気象

2 主要経済国の累積債務危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 誤報・虚報・偽情報

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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ポーランド

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

3 地経学上の対立
（経済制裁・貿易戦争・投資審査など）

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 国家間の紛争

ポルトガル

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 主要経済国の累積債務危機

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 長期化する経済停滞

カタール

1 生活費危機

2 自然災害と異常気象

2 地経学上の対立

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 サイバーセキュリティ対策の失敗

ルーマニア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 地経学上の対立

3 国家間の紛争

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 生活費危機

ルワンダ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

1 生活費危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 自然災害と異常気象

5 国家間の紛争

サウジアラビア

1 生活費危機

2 国家間の紛争

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

4 サイバーセキュリティ対策の失敗

セネガル

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

2 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 著しい資源・物品供給の危機

セルビア

1 地経学上の対立

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 国家間の紛争

4 生活費危機

5 主要経済国の資産バブル

5 著しい資源・物品供給の危機

シエラレオネ

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 主要経済国の累積債務危機

4 自然災害と異常気象

4 国家の崩壊

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

シンガポール

1 地経学上の対立

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 著しい資源・物品供給の危機

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 生活費危機

スロバキア

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 極端なコモディティショックや相場の乱高下

3 著しい資源・物品供給の危機

4 主要経済国の資産バブル

4 国家間の紛争

スロベニア

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 地経学上の対立

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 著しい資源・物品供給の危機

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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南アフリカ

1 国家の崩壊

2 主要経済国の累積債務危機

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

2 生活費危機

5 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

韓国

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 不法な取引や経済活動

3 著しい資源・物品供給の危機

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

5 主要経済国の資産バブル

5 主要経済国の累積債務危機

スペイン

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 主要経済国の累積債務危機

3 生活費危機

4 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 不法な取引や経済活動

スリランカ

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 国家の崩壊

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 著しい資源・物品供給の危機

スウェーデン

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 主要経済国の累積債務危機

4 気候変動への対応策の失敗

5 テロ攻撃

5 地経学上の対立

5 重要な産業や企業の崩壊・破綻

スイス

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 著しい資源・物品供給の危機

3 地経学上の対立

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 自然災害と異常気象

5 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 サイバー攻撃によるサイバー攻撃に因る重要な
情報インフラとネットワークの機能停止

台湾

1 地経学上の対立

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 感染症の広がり

4 自然災害と異常気象

4 極端なコモディティショックや相場の乱高下

タイ

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 人為的な環境被害や災害

4 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

5 地経学上の対立

トリニダード・トバゴ

1 生活費危機

2 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

3 著しい資源・物品供給の危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 若者の幻滅感・虚脱感

チュニジア

1 主要経済国の累積債務危機

2 国家の崩壊

3 著しい資源・物品供給の危機

4 生活費危機

5 急激な物価変動・長期化するインフレ

トルコ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

3 国家間の紛争

4 著しい資源・物品供給の危機

5 主要経済国の累積債務危機

5 極端なコモディティショックや相場の乱高下

ウクライナ

1 著しい資源・物品供給の危機

2 国家間の紛争

3 大規模な非自発的移住

3 サイバーセキュリティ対策の失敗

5 仕事の自動・AI化や配置転換

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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アラブ首長国連邦

1 生活費危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 極端なコモディティショックや相場の乱高下

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 地経学上の対立
（経済制裁・貿易戦争・投資審査など）

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

英国

1 生活費危機

2 主要経済国の累積債務危機

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

4 気候変動への対応策の失敗

5 地上の生物多様性の喪失と生態系の崩壊

5 国家間の紛争

5 主要経済国の資産バブル

タンザニア連合共和国

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 主要経済国の累積債務危機

3 雇用や生活破綻（生活苦）の危機

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

4 生活費危機

アメリカ合衆国

1 主要経済国の累積債務危機

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 地経学上の対立

4 生活費危機

5 気候変動への対応策の失敗

ウルグアイ

1 極端なコモディティショックや相場の乱高下

2 急激な物価変動・長期化するインフレ

3 長期化する経済停滞

3 生活費危機

5 仕事の自動・AI化や配置転換

ベネズエラ・ボリバル共和国

1 著しい資源・物品供給の危機

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

3 国家の崩壊

3 急激な物価変動・長期化するインフレ

5 地経学上の対立

5 長期化する経済停滞

5 デジタル・サービスの供給不足とデジタル格差
（不平等）

ベトナム

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 感染症の広がり

3 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

4 自然災害と異常気象

5 サイバーセキュリティ対策の失敗

イエメン

1 著しい資源・物品供給の危機

2 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

3 国家の崩壊

4 サイバー攻撃に因る重要な情報インフラと
ネットワークの機能停止

5 不法な取引や経済活動

ザンビア

1 主要経済国の累積債務危機

2 生活費危機

3 気候変動への対応策の失敗

4 戦略資源の地政学的な（覇権）争い

5 気候変動の緩和策の失敗

ジンバブエ

1 急激な物価変動・長期化するインフレ

2 生活費危機

3 地経学上の対立

4 社会保障制度や公共インフラの崩壊・欠如

5 著しい資源・物品供給の危機

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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Albania

Institute for Contemporary Studies, Tirana 

Business University and College

Helton Cevi, Project Coordinator

Artan Hoxha, President of ISB and Administrator of 

TBU

Oltjon Valisi, Assistant Project Coordinator

Algeria

Centre de Recherche En Economie Appliquée 

Pour Le Développement - CREAD

Yacine Belarbi, Director

Khaled Menna, Director of Macroeconomics and

Economic Integration

Angola

Jobartis

João Freitas, Country Manager

Luis Verdeja, Director

Argentina

IAE Business School, Universidad Austral

Eduardo Fracchia, Director of Academic Department 

of Economics

Martin Calveira, Research Economist

Armenia

Economy and Values Research Center

Sevak Hovhannisyan, Board Member and Senior 

Associate

Australia, Belgium, Canada, Indonesia, Italy, 

Sweden, United Kingdom, United States 

Dynata

Thomas Huff, Senior Project Manager 

Steffen Bott, Vice President, Sales 

Valentyna Chuikina, Associate Account Director 

Austria

Austrian Institute of Economic Research - WIFO 

Gabriel Felbermayr, Director

Michael Peneder, Project Lead

Alexandros Charos, Survey Expert

Bahamas, The

The Government and Public Policy Institute, 

University of the Bahamas

Zhivargo Laing, Executive Director

Jeannie D. Gibson, Policy Assistant

Bahrain

Bahrain Economic Development Board

Khalid Humaidan, Chief Executive

Nada Al-Saeed, Executive Director

Rima AlKilani, Executive Director

Fatema Alatbi, Senior Executive 

Sara Ishaq, Senior Executive

Bangladesh

Centre for Policy Dialogue - CPD 

Dr Fahmida Khatun, Executive Director

Dr Khondaker Golam Moazzem, Research Director

Ratia Rehnuma, Research Associate

Chowdhury Fariha, Research Intern

Barbados 

University of West Indies 

Jonathan G. Lashley, Senior Fellow

Don Marshall, Professor

Kenisha Chase, Research Assistant

Benin

Institut de Recherche Empirique en Economie 

Politique - IREEP 

Leonard Wantchekon, President

Stéphania Houngan, Research Associate

Plurinational State of Bolivia, Costa Rica, 

Dominican Republic, El Salvador, Honduras, 

Panama

INCAE Business School

Ronald Arce, Researcher

Enrique Bolaños, President

Octavio Martínez, Director

Bosnia and Herzegovina

School of Economics and Business, University of 

Sarajevo

Jasmina Selimovic, Dean

Zlatko Lagumdzija, Professor

Amra Kapo, Associate Professor

Botswana

Botswana National Productivity Centre

Letsogile Batsetswe, Research Consultant and 

Statistician

Zelda Okatch, Information and Research Services 

Manager

Christopher Diswai, Executive Director

Brazil

Fundação Dom Cabral 

Carlos Arruda, Professor of Innovation and 

Competitiveness

Hugo Tadeu, Professor of Innovation

Miguel Costa, Research Assistant

Bulgaria

Center for Economic Development

Maria Prohaska, Director

Ivalina Simeonova, Project Manager

世界経済フォーラムのニューエコノミーとソサエティは、以下のパートナー機関に感謝の意を表します。

パートナー機関
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Cambodia

Nuppun Research and Consulting Co., Ltd

Pisey Khin, Director

Chanthan Tha, Researcher

Dalen Vyla, Research Assistant

Cameroon

Compétitivité Cameroon

Hermann Fotie Ii, Permanent Secretary

Tanankem Belmondo Voufo, Expert Investment 

Climate

Jean Baptiste Nsoe Nkouli, Competitiveness 

Observatory Expert

Cambodia 

Nuppun Research and Consulting Co., Ltd

Khin Pisey, Managing Director

Pong Vanny, Researcher

Kimhong Sin, Research Assistant

Cape Verde 

INOVE Research

Frantz Tavares, Chief Executive Officer

Jerónimo Freire, Project Manager

Júlio Delgado, Director

Chad 

Groupe de Recherches Alternatives Et de 

Monitoring Du Projet Pétrole-Tchad-Cameroun

Simael Mbairassem, Economist in charge of 

Research and Public Policies

Maoundonodji Gilbert, Managing Director

Chile

School of Government, University Adolfo Ibañez 

Carolina Apablaza, Director

Patricio Aroca, Professor

Isabella Cuneo, Doctoral Student 

China

Dataway Horizon

Lingling Qiao, General Manager

Yuming Zhi, Research Director

Zhuyu Yao, Senior Project Manager

Colombia

National Planning Department of Colombia 

Consejo Privado de Competitividad

Jorge Ivan Gonzalez, General Director, Department 

of National Planning 

Camilo Rivera Perez, Technical Director, Innovation 

and Private Sector Development

Sara Patricia Rivera, Adviser, Innovation and Private 

Sector Development

Congo, Democratic Republic of

Congo-Invest Consulting 

Teza Bila Minlangu, Administrator

Faila Tabu Ngandi, Managing Director

Bertin Muderhwa, Head of Service in charge 

of Studies and Statistics at the Federation of 

Businesses of Congo 

Côte d'Ivoire

Centre de Promotion des Investissements en 

Côte D’ivoire - CEPICI 

Solange Amichia, CEO

Ramatou Fall, Director of Business Climate

Simon Meledje, Head of Planning and Monitoring

Bernadine Yeble N'Guessan, Research officer

Cyprus

Cyprus Employers and Industry Confederation - 

OEB

Antonis Frangoudis, Director Business Development 

and Economic Affairs Department

Bank of Cyprus

Kyriacos Antoniou, Governance Officer

Andreas Alexandrou, Manager Strategy and 

Customer Insights

Czech Republic 

CMC Graduate School of Business

Tomáš Janča, Executive Director

Denmark

Danish Technological Institute

Stig Yding Sørensen, Senior Specialist

Andreas Bjerre Lunkeit, Consultant

Ecuador

ESPAE Graduate School of Management - 

ESPOL

Sara Wong, Professor

Tania Tenesaca, Project Coordinator

Xavier Ordeñana, Dean

Jack Zambrano, Research Assistant

Egypt

Egyptian Center for Economic Studies - ECES

Abla Abdel Latif, Executive Director, and Director of 

Research

Salma Bahaa El Din, Senior Economist 

Ahmed Maged, Research Assistant

Hossam Khater, Research Assistant

Mohamed Khater, Research Assistant

Estonia 

Estonian Institute of Economic Research -EKI

Marje Josing, Director

Finland 

ETLA Research Institute of the Finnish Economy

Aki Kangasharju, Managing Director

Päivi Puonti, Head of Forecasting

Ville Kaitila, Researcher

France

Business France

RCassagnes Louise, Economist

Marcias Manuel, Head of Service : Economic studies 

 

Georgia

TSU Center for Analysis and Forecasting

Vakhtang Charaia, Director

Otar Anguridze, Head of the Board

Shota Gulbani, Expert

Mariam Lashkhi, Project Manager

Mamuka Tsereteli, Expert
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Germany

Institute for Innovation and Technology within the 

VDI/VDE Innovation + Technik GmbH

Michael Nerger, Project Leader

Ghana

Association of Ghana Industries 

Yaw Adu-Gyamfi, President

Seth Twum-Akwaboah, Chief Executive Officer

John Defor, Direcctor, Policy and Research

Greece 

SEV Hellenic Federation of Enterprises

Michael Mitsopoulos, Director - Business 

Environment and Regulatory Affairs

Athanasios Printsipas, Senior Advisor - SEV 

Business Council for Sustainable Development

Guatemala

FUNDESA

Juan Carlos Paiz, President of the Board of Directors

Juan Carlos Zapata, Chief Executive Officer

Fernando Spross, Associate Researcher

Priscilla González, Corporate Affairs Coordinator

Hong Kong SAR, China  

Hong Kong General Chamber of Commerce

Simon Ngan, Director, Policy and Research

Wilson Chong, Senior Economist

Hungary 

KOPINT-TÁRKI Economic Research Ltd

Peter Vakhal, Senior Research Associate

Éva Palócz, CEO

Iceland

The Icelandic Centre for Future Studies

Karl Friðriksson, Manager Director

India

LeadCap Knowledge Solutions Pvt Ltd - 

LeadCap Ventures

Sangeeth Varghese, Managing Director and CEO

Vidyadhar Prabhudesai, Director and COO

Ireland

Irish Business and Employers Confederation - 

IBEC

Geraldine Anderson, Head of Research

Israel

Manufacturers' Association of Israel - MAI

Ron Tomer, President

Ruby Ginel, CEO

Dan Catarivas, General Manager, Foreign Trade and 

International Relations Division

Itai Nakash, Deputy General Manager, Foreign Trade 

and International Relations Division

Jamaica

Mona School of Business and Management - 

MSBM, The University of the West Indies, Mona

David McBean, Executive Director 

Franklin Johnston, Director 

Yvette Cameron-Harris, Project Administrator

Jamaica Promotions Corporation - JAMPRO

Shulette Cox, Vice President, Research, Advocacy, 

and Project Implementation

National Competitiveness Council Jamaica 

Sharifa Powell, Consultant Project Manager

Japan 

Waseda University

Jusuke Ikegami, Professor

Mitsuyo Tsubayama, Coordinator

Shoko Miya, Coordinator

Jordan 

Ministry of Planning and International 

Cooperation of Jordan

Hadram Al Fayes, Director

Ghada Issa, Head of Competitiveness Division

Thamer Masarweh, Researcher

Kazakhstan

Center for Strategic Initiatives LPP

Olzhas Khudaibergenov, Senior Partner

Yerbol Tulegenov, Associate Partner

Symbat Aliaskarova, Consultant

Kenya

University of Nairobi

Karuti Kanyinga, Research Professor and Director, 

IDS

Vincent Mugo, Project Assistant IDS

Paul Kamau, Associate Research Professor, IDS

Kosovo*, North Macedonia

Economic Chamber of North-West Macedonia

Drilon Iseni, Executive Director 

Durim Zekiri, Operations Manager

Miranda Ajdini, Legal associate

Kuwait

Kuwait University

Fahad Al-Rashid, Committee Chair

Adel Al-Husainan, Committee Member

Majed Jamal Al-Deen, Committee Member

Kyrgyzstan

Economic Policy Institute

Marat Tazabekov, Chairman

Lola Abduhametova, Coordinator

Irina Kandybko, Manager

Lao PDR

Enterprise and Development Consultants Co. 

Ltd - EDC

Buakhai Phimmavong, Managing Partner

Thipphasone Inthachack, Office administrator

Latvia

Stockholm School of Economics in Riga

Arnis Sauka, Head of the Centre for Sustainable 

Development

Lesotho

Private Sector Foundation of Lesotho - PSFL

Thabo Qhesi, CEO

Bokang Tsoanamatsie, Public Relations Officer

Qothoase Khofane, Researcher
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Liberia, Sierra Leone 

GQRDOTCOM Limited - GQR

Omodele Jones, Chief Executive Officer

Lithuania

Innovation Agency Lithuania

Jone Kalendiene, Head of Research and Analysis 

Division

Irena Karelina, Analyst

Luxembourg

Luxembourg Chamber of Commerce

Christel Chatelain, Director of the Economic Affairs 

Department

Jean-Baptiste Nivet, Sr Economist

Sidonie Paris, Economist

Malawi 

Malawi Confederation of Chambers of 

Commerce and Industry

Chancellor Kaferapanjira, Chief Executive

Madalitso Kazembe, Director, Business Environment 

and Policy Advocacy

Manfred Maguru, Economic Analyst

Chancy Mkandawire, Economic Analyst

Malaysia

Malaysia Productivity Corporation 

Dato' Abdul Latif Abu Seman, Director General

Zahid Ismail, Deputy Director General

Dr Mazrina Mohamed Ibramsah, Deputy Director 

General

Wan Fazlin Nadia Wan Osman, Director 

Mali

Mali Applied and Theoretical Economics 

Research Group - GREAT

Massa Coulibaly, Executive Director 

Wélé Fatoumata Binta Sow, Researcher

Badiégué Diallo, Administrative and Financial 

Assistant

Malta

Competitive Malta - Foundation for National 

Competitiveness

Adrian Said, Associate

Matthew Castillo, Associate

Mauritius 

Economic Development Board

Sanroy Seechurn, Head of Department 

Ken Poonoosamy, CEO

Dooshala Ramjutun-Ramlaul, Manager

Mexico 

Instituto Mexicano para la Competitividad - 

IMCO

Valeria Moy, General Director

Ivania Mazari, Program Manager

Ministry of the Economy

Jorge Eduardo Arreola Cavazos, General Director for 

Competitiveness and Competition

Carlos Rubén Altamirano Márquez, Director

Fernando Tonatiuh Parra Calvo, Underdirector for 

Competitiveness

Mongolia 

Open Society Forum - OSF

Erdenejargal Perenlei, Executive Director

Oyunbadam Davaakhuu, Program Manager

Montenegro 

The Institute for Strategic Studies and Prognoses 

- ISSP

Maja Drakic Grgur, Project Coordinator

Veselin Vukotic, President

Morocco 

The Policy Centre for the New South

Dr Karim El Aynaoui, Executive President 

Asmaa Tahraoui, Senior Knoweldge Manager

Abdelaaziz Ait Ali, Head Economics Research 

Department

Mozambique 

African Centre for Economic Transformation 

(ACET)

John Asafu Adjaye, Senior Fellow - Economic 

Management and Governance Program

Edward Brown, Senior Director, Research & Policy 

Engagements

Confederation of Business Associations of 

Mozambique

Roque Magaia, Economist 

Namibia 

Institute for Public Policy Research - IPPR

Ndapunikwa Fikameni, Research Associate

Salmi Shigwedha, Research Associate

Graham Hopwood, Director

Nepal 

Competitiveness and Development Institute - 

CODE

Dr Ramesh C. Chitrakar, Project Director/ Country 

Coordinator

Abhinandan Baniya, Associate Team Member

Menaka Shrestha, Team Member

Netherlands 

Amsterdam Centre for Business Innovation, 

University of Amsterdam

Henk Volberda, Director and Professor 

Kevin Heij, Senior Innovation Researcher

Pieter van den Brink, Research Assistant

Nina Versluijs, Research Assistant

Jochem Bouman, Research Assistant

New Zealand

BusinessNZ

Kirk Hope, CEO

Kathryn Asare, Manager Communications

Nigeria

Nigerian Economic Summit Group - NESG

Laoye Jaiyeola, Chief Executive Officer

Dr Olusegun Omisakin, Director of Research and 

Development

Sodik Olofin, Economist
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Oman 

Dr Salim Abdullah Al Shaikh, Acting Chief of NCO

Juhaina Saleh Al Balushi, Economic Researcher

Jawaher Sultan Al Habsi, Business Analyst

Pakistan

Mishal Pakistan

Amir Jahangir, Chief Executive Officer

Puruesh Chaudhary, Director

Amna Sabahat Bhutta, Director

Paraguay

Paraguayan Foundation for Cooperation and 

Development

Martin Burt, CEO

Luis Fernando Sanabria, CEO

Sol Urbieta, Management Assistant

Peru

Industrial Development Center of the National 

Society of Industries

Luis Tenorio, Executive Director

Maria Elena Baraybar, Project Assistant

Benoni Sanchez, Head of Systems

Philippines

Makati Business Club - MBC

Roxanne Lu, Programs Director

Trisha Teope, Foreign Programs Officer

Poland

National Bank of Poland

Piotr Boguszewski, Economic Advisor

Piotr Szpunar, Director

Portugal

Business Administrators Forum - FAE

Paulo Carmona, President

Mariana Marques dos Santos, Member of the Board

PROFORUM Association for the Development of 

Engineering

Ilidio De Ayala Serôdio, Vice-President

Helena Roquette, Secretary

Qatar 

Qatari Businessmen Association - QBA 

Social and Economic Survey Research Institute, 

Qatar University 

Issa Abdull Salam Abu Issa, Secretary General

Sarah Abdallah, Deputy General Manager

Maria Jusay, Executive Secretary

Prof. Kaltham Al Ghanim, Director, Social and 

Economic Survey Research Institute

Raymond Carasig, Senior Survey Support Specialist

Romania

Association for Women Entrepreneurship 

Development - ADAF 

The Chamber of Commerce and Industry of 

Romania

Rotaru Cornelia, President

Rotaru Gela, Business Analyst

Savu Cristina, Communication Expert

Rwanda

Rwanda Development Board

Delphine Uwase, Ag. Head of Strategy and 

Competitiveness Department 

Kennedy Kalisa, Strategy Analyst

Richard Kayibanda, Ag. Chief Strategy and 

Compliance Officer

Saudi Arabia

Alfaisal University

Mohammed Kafaji, Vice Dean for Quality Assurance 

and Accreditation

National Competitiveness Centre 

Eiman Habbas Al-Mutairi, CEO of the National 

Competitiveness Centre

Waleed Al-Rudaian, Deputy CEO of the National 

Competitiveness Centre

Salman Al-Tukhaifi, General manager

Abdulrahman M. Al-Ghamdi, Project Manager

Senegal

Université Cheikh Anta Diop of Dakar

Thierno Thioune, Directeur du Centre de Recherches 

Economiques Appliquées 

Serbia

Foundation for the Advancement of Economics 

- FREN 

Aleksandar Radivojević, Coordinator

Dejan Molnar, Director

Singapore 

Singapore Economic Development Board

Cheng Wai San, Director and Head

Teo Xinyu, Executive Officer, Senior

Slovakia

Business Alliance of Slovakia - PAS

Peter Serina, Executive Director

Robert Kičina, Member of the Board

Slovenia 

Institute for Economic Research

Peter Stanovnik, Professor

Sonja Uršič, Senior Research Assistant

University of Ljubljana, Faculty of Economics

Mateja Drnovšek, Full Professor

South Africa

Business Unity South Africa

Tyson Thamsanqa Sibanda, Economic Policy 

Manager

Olivier Serrao, Economic Policy Executive Director

Cas Coovadia, Chief Executive Officer

South Korea

Korea Development Institute

Inho Song, Executive Director, Economic Information 

and Education Center

Joohee Cho, Head, Public Opinion Analysis Unit

Boyoung Han, Senior Reseach Associate, Public 

Opinion Analysis Unit
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Spain

IESE Business School

Pascual Berrone, Professor, Director of the 

International Center for Competitiveness

María Luisa Blázquez, Research Associate

Sri Lanka

Institute of Policy Studies of Sri Lanka - IPS

Kithmina Hewage, Research Economist

Tharindu Udayanga, Research Assistant

Switzerland

University of St.Gallen, Center for Financial 

Services Innovation

Tobias Trütsch, Managing Director

Taiwan, China 

Taiwan Institute of Economic Research

Chen, Yi-Man, Research Fellow

Tsuo, I-Chun, Assistant Research Fellow

Tanzania

REPOA Ltd

Donald Mmari, Executive Director

Lucas Katera, Director of Collaborations and 

Capacity Building

Cornel Jahari, Researcher and Field Manager

Thailand

Chulalongkorn Business School

Kanyarat (Lek) Sanoran, Assistant Professor and 

Assistant Dean at Dean's Office

Wilert Puriwat, Professor and Dean

Nat Kulvanich, Assistant Professor

Trinidad and Tobago

Arthur Lok Jack Global School of Business 

Raynardo Hassanally, Alumni Relations Coordinator

Balraj Kistow, Programme Director

Ron Sookram, Academic Coordinator

Tunisia

Institut Arabe des Chefs d’Entreprises

Majdi Hassen, Executive Director 

Hager KARAA, Head of Studies Department

Türkiye 

TÜSIAD, Sabanci University Competitivness 

Forum - REF

Esra Durceylan Kaygusuz, Director

Sezen Uğurlu Sum, Project Specialist

Ukraine

CASE Ukraine, Center for Social and Economic 

Research

Dmytro Boyarchuk, Executive Director

Vladimir Dubrovskiy, Leading Economist

Oksana Kuziakiv, Senior Adviser

United Arab Emirates

Federal Competitiveness and Statistics Centre

Hanan Ahli, Director General of Federal 

Competitiveness and Statistics Centre

Rashed Abdulkarim Al Blooshi, Undersecretary of 

Department of Economic Development, Abu Dhabi

Hend Abdulla, Analyst

Uruguay

Universidad ORT Uruguay

Isidoro Hodara, Professor

Bruno Gili, Professor

Federico Monetti, Professor

Bolivarian Republic of Venezuela 

Venezuelan Council for Investment Promotion

Jennyn Osorio, Economics Affairs Manager

Jorge García, Business Intelligence Manager

Viet Nam

Ho Chi Minh City Institute for Development 

Studies - HIDS

Tran Hoang Ngan, Director

Trieu Thanh Son, Head of Rereach Management

Nguyen Manh Quan, Researcher

Yemen

Yemeni Business Club - YBC

Fathi Abdulwase Hayel Saeed, Chairman

Ghadeer Ahmed Almaqhafi, Executive Director

Safa Abdullah Alsayaghi, Projects Manager

Zambia

University of Zambia

Joseph Simbaya, Director

Chitalu Chama Chiliba, Assistant Director and Senior 

Research Fellow

Patricia Funjika, Research Fellow

Zimbabwe

National Competitiveness Commission

Phillip Phiri, Executive Director

Brighton Shayanewako, Director, Competitiveness

Douglas Muzimba, Chief Economist, International 

Competitiveness

Elizabeth Magwaza, Economist

グローバルリスク報告書2023年版   93



戦略パートナーであるMarsh McLennan、Zurich Insurance Group、また特にJohn Doyle（Marsh McLennan プレジデント兼最高
経営責任者）、そしてMario Greco（Zurich Insurance Group、最高経営責任者）に感謝の意を表します。また、Peter Giger（Zurich 

Insurance Group、グループ・チーフ・リスク・オフィサー）、Carolina Klint（Marsh、マネージングディレクター、欧州リスクマネジメ
ント・リーダー）にも感謝申し上げます。

本報告書の計画策定および起草を通じてご協力いただいた、John Scott（Zurich Insurance Group、サステナビリティ・リスク
責任者）、それにRichard Smith-Bingham（Marsh McLennan Advantage、エグゼクティブ・ディレクター）に格別の感謝を捧げま
す。

本報告書は、以下のグローバルリスク報告書の諮問委員会のメンバーから貴重な助言を賜りました。 Rolf Alter (Hertie School 

of Governance), Gabriella Bucher (Oxfam), Sharan Burrow (International Trade Union Confederation), Winnie Byanyima 

(UNAIDS), Marie-Valentine Florin (International Risk Governance Center), Charles Godfray (Oxford Martin School), Al Gore 

(Generation Investment Management), Pascal Lamy (Jacques Delors Institute), Robert Muggah (Igarapé Institute), Moisés 

Naím (Carnegie Endowment for International Peace), Carlos Afonso Nobre (University of São Paulo), Naomi Oreskes 

(Harvard University), Jonathan D. Ostry (Georgetown University), Carol Ouko-Misiko (Institute of Risk Management), Eduardo 

Pedrosa (Pacific Economic Cooperation Council), Danny Quah (National University of Singapore), Daniel Ralph (Cambridge 

Centre for Risks Studies), Samir Saran (Observer Research Foundation), John Scott (Zurich Insurance Group), Richard 

Smith-Bingham (Marsh McLennan), Effy Vayena (Swiss Federal Institute of Technology Zurich), Charlotte Warakaulle (CERN), 

Beatrice Weder di Mauro (Graduate Institute Geneva), Ngaire Woods (University of Oxford) and Alexandra Zapata (New 

America).

またグローバルリスクのインタラクティブなデータの可視化デザインに関して、SalesForce（Justine Moscatello, Director of 

Customer & Executive Engagement）、Lovelytics に謝意を表します。

さらに、学術顧問としてご協力いただいているシンガポール国立大学、オックスフォード大学マーティンスクール、ペンシルベ
ニア大学にも感謝申し上げます。

謝辞

Sophie Heading  

グローバルリスク・リード

Saadia Zahidi  

世界経済フォーラム取締役

世界経済フォーラムは、本報告書の制作にあたって助言をいただいたKlaus Schwab教授（世界経済フォーラム創設者兼会長）
とBørge Brende（総裁）に心より感謝申し上げます。 

本報告書は、世界経済フォーラムの同僚である、Attilio di Battista, Ellissa Cavaciuti-Wishart, Kateryna Karunska,Kevin Kohler, 

Ricky Li, Dorsey Lockhart, Gayle Markovitz, Cam Powers, Samuel Werthmüller, Yann Zopf による献身的な努力と専門知識に
大きく依ります。

協力者

Global Risks Report 2023January 2023

グローバルリスク報告書2023年版   94



当プロジェクトは、本報告書制作に貢献いただいた以下の戦略パートナー、およびリスク・コミュニティの方々に謝意を表します。

Marsh McLennan: Amy Barnes, Kate Bravery, Helga Birgden, Rico Brandenburg, Erica Davis, Missy DeAngelis, Bruno Dotti, Liz 

Elliot, Gunes Ergun, Guillermo Franco, Lorna Friedman, Jason Groves, Kavitha Hariharan, Ben Hoster, Rachel Juay, Marshall Lee, 

Paul Mee, Luca Moneta, Shilpa Pankaj, Maurizio Quintavalle, Deepakshi Rawat, Graeme Riddell, Nick Salter, Reid Sawyer, Ben 

Simpfendorfer, Toshin Sequeira, Swenja Surminski, Daniel Tannebaum, and Rupert Watson.

Zurich Insurance Group: Paige Adams, Ines Bourbon, Laura Castellano, Matt Holmes, Stefan Kröpfl, Guy Miller, Pavel Osipyants, 

and Robert Wyse.

: Fatma Al-Suwaidi (Qatar National Bank), Stacy Allen (Lord Abbott), Christian Bluhm (UBS AG), 

Brenda Boultwood (International Monetary Fund), Manoj Chawla (Emirates NBD), Adam Farber (Boston Consulting Group), Carlo 

Ferraresi (Generali), Sebastian Fritz-Morgenthal (Bain & Company Inc.), Peter Giger (Zurich Insurance Group), Jan Hansen 

(Novartis), Arun Hari (Gulf International Bank), Bahare Heywood (Clifford Chance LLP), Alfred Kibe (Mastercard), Giselle Lim (Takeda 

Pharmaceutical Company), Maria Martinez (McKinsey & Company), Domingo Mirón (Accenture), Jody Myers (US International 

Development Finance Corporation), Heike Niebergall-Lackner (International Committee of the Red Cross), Fiachre O'Neil (PayPal), 

Sarah Otte (Deloitte), Deepak Padaki (Infosys Limited), Hanne Raatikainen (Office of the United Nations High Commissioner for 

Refugees), Nidhi Seksaria (Mahindra Group), Taalib Shah (Barclays), Lakshmi Shyam-Sunder (World Bank), Richard Smith-

Bingham (Marsh McLennan), Matthew Snyder (Centene Corporation), Iliyana Tsanova (European Commission), and Jacob van der 

Blij (GAVI).

テーマ別の内容に関するご協力いただいた専門家の方々に感謝いたします。 Cindy Arnson (The Woodrow Wilson 

International Center for Scholars), Alison Bewick (Nestlé), Agnes Callamard (Amnesty International), Arne Cartridge (Yara), 

Era Dabla-Norris (IMF), David Edwards (Education International), Bridget Fawcett (Citi), Luca Gattinni (European Investment 

Bank), Florence Gaub (European Council), Charles Godfray (Oxford Martin School), Günter Hemrich (FAO), Anne Kreuger 

(John Hopkins School of Advanced International Studies), Charles North (Global Partnership for Education), Henk Ovink 

(Netherlands Government), Megan Palmer (Stanford University), Eric Parrado (InterAmerican Development Bank), Dan Rice 

(Walmart), Olaf Schulz (Nokia), Hersh Shah (Institute of Risk Management), Jen Sovada (SandboxAQ), Christian Spano 

(International Council of Mining and Metals), Richard Threlfall (KPMG), Andrew Williamson (Huawei Technologies), Ngaire 

Woods (University of Oxford), Eden Woon (Asian Institute of Technology).

本報告書は、テーマ別の内容に関して以下の方々の専門知識に依ります。Silja Baller, Filipe Beato, Emma Benameur, Kimberly 

Bennet, Felipe Bezamat, Morgan Booher, Kimberley Botwright, Sebastian Buckup, Gretchen Bueermann, Diego Bustamante, Kevin 

Doxzen, Liming Chen, Jaci Eisenberg, Genesis Elhussein, Kay Firth-Butterfield, Nancy Gillis, Fernando Gomez, Philipp Grosskurth, 

Guillaume Hingel, Rebecca Ivey, Ariel Kastner, Purushottam Kaushik, Rebecca King, Andrej Kirn, Benjamin Larsen, Espen Mehlum, 

Kelly McCain, Chido Munyati, Jayant Narayan, Kim Piaget, Jörgen Sandström, David Sangokoya, Miriam Schive, Grigory Shutko, 

Kristian Teleki, Federico Torti, Tim van den Bergh, Irene Varoli and Eric White.

以下の方々には、校正などに協力をいただき感謝いたします。 Sean de Cleene, Daniel Dobrygowski, Abdellah Hmamouche, Anis 

Nassar, Supheakmungkol Sarin, Tania Strauss, Alessandro Valentini, and Priya Vithani.

上記の方々に加え、お時間と助言をくださった方々にも心より感謝申し上げます。 Sakshi Bhatnagar, Beatrice Di Caro, Kateryna 

Gordiychuk, Jamie Mathew John, Gulipairi Maimaiti, Eoin Ó Cathasaigh, Robin Pomeroy, Vesselina Ratcheva, 

and Katja Rouru. 

Design and Production:本年の報告書のデザインおよび制作に貢献いただいた全ての方々に謝意を表します。Mike Fisher（編
集） 、 Jacopo PolettoとBeatrice Lattuada （デザイン） 。

グローバルリスク報告書2023年版   95



World Economic Forum

91–93 route de la Capite

CH-1223 Cologny/Geneva

Switzerland

Tel.: +41 (0) 22 869 1212

Fax: +41 (0) 22 786 2744

contact@weforum.org

www.weforum.org

世界経済フォーラムは、官
民両セクターの協力を通じ
て世界の現状の改善に取り
組むことを目的とする国際
機関として、政治、ビジネ
ス、社会の主要なリーダー
参画のもと、グローバル、
地域、産業のアジェンダを
形成しています。



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /sRGB
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
    /Arial-Black
    /Arial-BlackItalic
    /Arial-BoldItalicMT
    /Arial-BoldMT
    /Arial-ItalicMT
    /ArialMT
    /ArialNarrow
    /ArialNarrow-Bold
    /ArialNarrow-BoldItalic
    /ArialNarrow-Italic
    /CenturyGothic
    /CenturyGothic-Bold
    /CenturyGothic-BoldItalic
    /CenturyGothic-Italic
    /CourierNewPS-BoldItalicMT
    /CourierNewPS-BoldMT
    /CourierNewPS-ItalicMT
    /CourierNewPSMT
    /Georgia
    /Georgia-Bold
    /Georgia-BoldItalic
    /Georgia-Italic
    /Impact
    /LucidaConsole
    /Tahoma
    /Tahoma-Bold
    /TimesNewRomanMT-ExtraBold
    /TimesNewRomanPS-BoldItalicMT
    /TimesNewRomanPS-BoldMT
    /TimesNewRomanPS-ItalicMT
    /TimesNewRomanPSMT
    /Trebuchet-BoldItalic
    /TrebuchetMS
    /TrebuchetMS-Bold
    /TrebuchetMS-Italic
    /Verdana
    /Verdana-Bold
    /Verdana-BoldItalic
    /Verdana-Italic
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 72
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 600
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<


    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e55464e1a65876863768467e5770b548c62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200036002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc666e901a554652d965874ef6768467e5770b548c52175370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200036002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents suitable for reliable viewing and printing of business documents.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 6.0 and later.)
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>



    /HUN <>
    /ITA (Utilizzare queste impostazioni per creare documenti Adobe PDF adatti per visualizzare e stampare documenti aziendali in modo affidabile. I documenti PDF creati possono essere aperti con Acrobat e Adobe Reader 6.0 e versioni successive.)
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020be44c988b2c8c2a40020bb38c11cb97c0020c548c815c801c73cb85c0020bcf4ace00020c778c1c4d558b2940020b3700020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200036002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken waarmee zakelijke documenten betrouwbaar kunnen worden weergegeven en afgedrukt. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 6.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>


    /SKY <>

    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /ConvertToRGB
      /DestinationProfileName (sRGB IEC61966-2.1)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements true
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


